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Super Regional Bank Group

・・・・・・スーパー・リージョナル・バンク・グループ

皆様とのつながりをより強くより深く。

私たちは、お客様との強固な絆により、

地域になくてはならない金融グループを目指し、

さらなる変革に臨んでいます。

４メガバンク 
グループ平均 

16.5％ 
りそな 
グループ 

28.9%

※ 住宅ローン比率＝住宅ローン残高（流動化後）／総貸出金

４メガバンク 
グループ平均 

50.2％ 
りそな 
グループ 

58.3%

※ 個人預金比率＝個人預金／預金

４メガバンク 
グループ平均 

65.6％ 
りそな 
グループ 

78.2%

※ 中小企業等貸出比率＝（中小企業向け貸出残高＋
個人向け貸出残高）／国内総貸出金

◆ 住 宅 ロ ー ン 比 率 ◆ 個 人 預 金 比 率 ◆ 中 小 企 業 等 貸 出 比 率

りそなりそな信託 大阪りそな 埼玉りそな 奈良りそな

りそなグループの最終形

り そ な ホ ー ル デ ィ ン グ ス

地域金融機関

・計数は平成１４年３月末時点
・４メガバンクグループ平均は各行比率の単純平均による。
・りそなグループの比率は傘下４行（大和・近畿大阪・奈良・あさひ）の合算計数に基づき算出。

大和銀ホールディングスは、平成１４年１０月１日に「りそなホールディングス」に、大和銀信託銀行

は、平成１４年１０月１５日に「りそな信託銀行」に商号を変更する予定です。
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「りそな」は、“resona＝共鳴する、響きわたる”という意味のラテン語が

もとになっています。

私たち金融機関の原点は、お客様との強い結びつきにあります。これまで

培ってきた信頼関係をもとに、ともに響きあい、共鳴しあうことで、さらに

絆を強固なものにしていきたい、という思いをこの言葉に込めました。

シンボルマークは、りそな（Resona）のRとグループのキーワードで

あるリージョナル（Ｒｅｇｉｏｎａｌ）のRが共鳴しあう様子をデザインした

もの。全体を正円でまとめることで、安心感、信頼感を表現しています。

グループカラーでは、メインカラーのグリーンで「やさしさ」「透明」等を、

サブカラーのオレンジで「親しみやすさ」「暖かさ」等を表しました。

“りそな”は・・・・・・
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北海道：２
（有人店舗：２）
宮城県：１
（有人店舗：１）

栃木県：１４
（有人店舗：１ 無人店舗：１３）
茨城県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
群馬県：１
（有人店舗：１）

高知県：１
（有人店舗：１）
広島県：１
（有人店舗：１）

福岡県：８
（有人店舗：５ 無人店舗：３）
長崎県：１
（有人店舗：１）
熊本県：１
（有人店舗：１）

埼玉県：４４９
（有人店舗：１１２ 無人店舗：３３７）
東京都：３１２
（有人店舗：１２４ 無人店舗：１８８）
神奈川県：１１０
（有人店舗：３７ 無人店舗：７３）
千葉県：３０
（有人店舗：１５ 無人店舗：１５）

大阪府：５３８
（有人店舗：２７７ 無人店舗：２６１）
兵庫県：６８
（有人店舗：４０ 無人店舗：２８）
京都府：２３
（有人店舗：１１ 無人店舗：１２）
奈良県：７８
（有人店舗：３６ 無人店舗：４２）
滋賀県：７
（有人店舗：３ 無人店舗：４）
和歌山県：２
（有人店舗：２）

三重県：３
（有人店舗：３）
愛知県：２２
（有人店舗：９ 無人店舗：１３）
静岡県：６
（有人店舗：４ 無人店舗：２）
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長野県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
山梨県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
新潟県：１
（有人店舗：１）

901

店舗数合計 １,６８５カ店
（平成１４年６月末現在）

提携分野 内　容 実施（開始）時期

ＡＴＭ ・４行間でＡＴＭの他行利用手数料を無料化
平成１３年１１月

・４行間でＡＴＭによる相互振込に本支店宛振込手数料を適用

預金業務 ・りそなグループ定期受付サービス「フリーアクセス」の取扱開始（４行間で代理店契約を締結） 平成１４年６月

投資信託業務 ・グループ専用投資信託「愛称：ユニトピア」の新規設定（販売期間：平成１３年１２月３日～２６日） 平成１３年１２月

・投資信託セミナーの共同開催 平成１４年１月

・グループ専用投資信託「愛称：ニュートロン」の新規設定 平成１４年３月

・グループ専用投資信託「愛称：ユニトピアプラス」の新規設定（募集期間：平成１４年５月１３日～６月１３日） 平成１４年５月

住宅ローン業務 ・４行共同「住宅ローン金利優遇キャンペーン」の実施（平成１３年１２月１２日～１４年３月２９日） 平成１３年１２月

・４行共同商品「借り換え専用住宅ローン」の取扱開始 平成１３年１２月

・住宅金融公庫との協調住宅ローン「すまい・るパッケージ」を取扱開始 平成１４年４月

・共同住宅ローンセンターを開設（大和銀行、近畿大阪銀行、あさひ銀行） 平成１４年４月

プライベート ・遺言信託・遺産整理業務の業務提携開始
平成１４年１月

バンキング業務 ・相続・遺言セミナーの共同開催

法人取引 ・上場支援勉強会を共同開催 平成１４年１月

・Ｍ＆Ａセミナーを共同開催 平成１４年２月

・ワールドカップキャンプ地向け天候デリバティブ取扱（大和銀行、あさひ銀行） 平成１４年４月

・地域別融資ファンド「リージョナる」の取扱開始（平成１４年６月３日～１５年３月末） 平成１４年６月

年金信託業務 ・大和銀信託銀行と大和銀行、近畿大阪銀行、あさひ銀行が信託代理店契約締結
平成１４年３月

・確定拠出年金制度（個人型）の共同推進開始

実施／開始済みの主な業務提携等の内容（平成１４年６月末現在）

これまでの経営統合の経緯と現状

株式会社大和銀ホールディングスは、平成１３年１２月１２日に株式会社大和銀行、株式会社近畿大阪銀行および株式

会社奈良銀行の３行の株式移転により、銀行持株会社として設立されました。その後、平成１４年３月１日には会社分

割により大和銀行の年金・法人信託部門の信託財産を引き継いだ大和銀信託銀行株式会社が営業を開始しま

した。同日には､大和、近畿大阪、奈良の３行に続いて経営統合に参加することとなった株式会社あさひ銀行が、

株式交換制度を利用して完全子会社となりました。そして４月には、「スーパー・リージョナル・バンクの創造」という

理想の実現に向かい邁進していくという決意を込め、グループの名称を「りそなグループ」とすることと決定しま

した。今後、グループ各行の名称も傘下銀行再編等を踏まえ、順次、「りそな」を冠した商号に変更していく予定

です。

当グループは、大和銀ホールディングス、国内連結子会社４４社、海外連結子会社１０社および持分法適用関連

会社９社で構成され、銀行信託業務を中心に、証券業務、クレジットカード業務、リース業務など､幅広い金融サ

ービスを提供しています。

特に注記のないものは大和銀行、近畿大阪銀行、奈良銀行、あさひ銀行（以下「４行」という）で実施しております。

有人店舗数

無人店舗数

店舗数合計
（注）１. 有人店舗は本支店、出張所の合計（代理店２店舗を含む）。
（注）２. 無人店舗は共同設置のものを除く。
（注）３. 首都圏：東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県

関西圏：大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県

Step 2 2002.3.1

大和銀行大和銀信託銀行
近畿
大阪銀行

奈良銀行 あさひ銀行

合弁先 持 株 会 社 大 和 銀 ホ ー ル デ ィ ン グ ス

統合までのステップ

国内ネットワーク

Step 1 2001.12.12

大和銀行 近畿大阪銀行 奈良銀行

持 株 会 社 大 和 銀 ホ ー ル デ ィ ン
グ ス

奈良銀行近畿大阪銀行

大和銀行

x x
大和

１８３

２５７

４４０

近畿大阪

１８６

４４

２３０

奈良

２５

３２

５７

あさひ

２９７

６６１

９５８

合計

６９１

９９４

１,６８５

首都圏

２８８

６１３

９０１

関西圏

３６９

３４７

７１６

（平成１４年６月末現在）

ネットワークから見た、スーパー・リージョナル・バンク・グループ

日本の２大経済圏である首都圏、関西圏におけるバランスのとれたネット

ワークを生かし、それぞれの地域に密着し、地域になくてはならない「ス

ーパー・リージョナル・バンク」として、中堅・中小企業や個人の

お客様の利便性向上に努めています。



■不良債権問題の決着

■投資株式の圧縮

■収益力の増強

■リテール特化戦略の
発展・拡大

りそなグループの飛躍に向け、

あさひ銀行は「変革の１８０日」と名付けた、徹底した経営改革を断行いたしました。

金融再編によるメガバンクの誕生、異業種からの金融業への参入など、金融を取り巻く環境変化を背景とし

て、金融機関の競争は一層厳しさを増しております。

このようななか、私どもあさひ銀行は、金融機関の原点に立ち戻り、「お客様にとってより信頼感のある、使

い勝手の良い魅力的な銀行」を目指してまいります。すなわち、地域に根ざしたより身近で利便性の高いサー

ビスを提供し、お客様のご期待とニーズに応え、広く社会に貢献すること、ならびに健全かつ透明性の高い経

営を実践し、社会のご理解と信頼を深めることを経営の基本と位置づけております。

こうした基本理念に沿った戦略として、当行は、本年３月に大和銀行グループとの経営統合を実現いたしまし

た。この統合は、当行の従来からのリテール特化戦略をさらに発展・拡大させ、メガバンクやリージョナルバン

クとは異なる「スーパー・リージョナル・バンク」、すなわち、「地域密着を基本とする新たな地域金融機関の連合

体」を目指すものです。

さらに当行は、統合に先立ち、事業再構築に向けた取り組みとして、昨年１０月から本年３月まで

の半年間を「変革の１８０日」と位置づけ、「コーポレートガバナンスの再構築」、「資産ポートフォリオ

の再構築」、「収益力の再構築」の３つを柱とした経営改革を断行し、統合後のグループの収益力

の「Ｖ字回復」に向けた基盤整備を行いました。

現在私どもは、本年４月に発表した新グループ名称「りそな」の名の下、グループ各行との連携を通じて、地域特性に応じたきめ

細やかなサービスと都市銀行の質の高い機能をご提供すべく、グループの総力を結集した取り組みを進めております。

今後は、地域密着戦略をさらに一歩進めるべく、グループ内での再編を進めてまいりますが、その第１ステップとして、来年３月

をめどに、当行と大和銀行を「りそな銀行」と「埼玉りそな銀行」に再編いたします。

目　次

x x x x x page.4 発刊のごあいさつ

x x x x x page.5 頭取メッセージ

x x x x x page.8 地域社会とあさひの貢献

x x x x x page.10 平成１４年３月期の業績について

x x x x x page.15 平成１４年３月期の不良債権処理について

x x x x x page.19 リスク管理体制について

x x x x x page.23 コンプライアンス体制について

x x x x x page.24 トピックス

「 変 革 の１８０日 」
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あさひ銀行の強みと特長

Super Regional Bank Group

スーパー・リージョナル・バンクの実現に向け、 あさひ銀行は・・・・・・・・・・・・
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資産ポートフォリオの再構築

不良債権と投資株式という2大リスクファクター

を軽減し、高収益資産中心の筋肉質な体質への変

革を行いました。特に「収益V字回復」の大前提で

ある信用リスクの縮減を徹底的に行いました。

収益力の再構築

非効率資産の圧縮と良質資産への入れ替えとと

もに、引き続き経費構造改革を積極的に進めた結

果、債券関係損益を除く「コア業務純益」は過去最

高を記録することができました。

持株会社参加

２００２年３月１日に大和銀行グループとの経営統合を

完了しました。今後、あさひ銀行は「りそなグルー

プ」のもとで、「りそな銀行」と「埼玉りそな銀行」に再

編され、新たな飛躍を目指します。

収
益
力
の
V
字
回
復

グ
ル
ー
プ
の
収
益
力

を

大
幅
に
底
上
げ

当行を支えてくださる皆様方への感謝とともに、本年度もディス

クロージャー誌を発刊することといたしました。

「りそな」グループのさらなる飛躍に向けた、あさひ銀行の取り

組みをご紹介いたします。

当行は、重要な営業地域である埼玉県の発展に貢献するため、

積極的な取り組みを行っています。

平成１４年３月期の連結および単体決算の概況についてご説明し

ます。

皆様の高い評価と信頼を実現していくには、財務の健全性を確

固たるものにすることが最重要課題であると考えています。

当行の目指すリスク管理は、適切なコントロールを通じて収益

の最大化を図る、総合的なリスク管理体制の構築にあります。

当行は、法令・ルールはもとより社会規範を遵守することをコンプ

ライアンスと定義し、経営の最重要課題と位置づけています。

平成１４年３月期のトピックスをご紹介しています。
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発刊のごあいさつ

Super Regional Bank Group

頭取メッセージ

Super Regional Bank Group

「りそなグループ」のさらなる飛躍に向けた

あさひ銀行の取り組みをご紹介いたします。
私どもあさひ銀行は、新たに誕生した「りそなグループ」の一員として、「わが国を代表するスーパー・リージョナル・バンク」を創造

すべく、徹底した経営改革を進めてまいりました。

ここでは、新グループの収益力の「Ｖ字回復」の牽引役となるべく、当行が昨年１０月より本年３月までの半年間に行った経営改革

「変革の１８０日」についてご説明させていただきます。

また、私どもあさひ銀行は、グループ内のさらなる再編により、本年度中に「りそな銀行」および「埼玉りそな銀行」として新たな

一歩を踏み出すことになりますが、再編に向けた経営トップとしての考え方を明らかにしていきたいと思います。

あさひ銀行は、「信頼され、お客様にとって最も使い勝手の良い銀行」を目指して当行がこれまで培ってきた信頼関係をもとに、

さらに皆様と「響き合い、共鳴し合う」ことで、りそなグループのさらなる飛躍に向けた大きな力になりたいと考えております。

あさひ銀行は、昨年１０月より本年３月までの半年の期間を「変革

の１８０日」と名付け、「信頼され、お客様にとって最も使い勝手の良

い銀行」となるため、

Ⅰ．コーポレートガバナンスの再構築

Ⅱ．資産ポートフォリオの再構築

Ⅲ．収益力の再構築

の３つの大きなテーマを柱として、徹底した経営改革を進めてまいりました。

一部のマスコミから「あさひスタンダード」と評された、この経営改革を、お客様の厚いご支援を賜り、１８

０日間という極めて短い期間で成し遂げることができました。

Ⅰ．コーポレートガバナンスの再構築

昨年１０月、あさひ銀行は経営体制を刷新し、役員の削減・若返りを実施するなど、頭取を中心としたコ

ーポレートガバナンスの構築を断行し、簡素でスピード感ある経営体制を実現いたしました。

日本経済の低迷が続くなか、金融業界を取り巻く環境

は、依然として厳しいものがあります。このような環境

の下、あさひ銀行は具体的にどのような取り組みを行

ってきたのですか。

Question平素より私どもあさひ銀行に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

本年度もあさひ銀行につきまして皆様のご理解を一層深めていただきたく、ディスクロージャー誌を発

刊することといたしました。

当行は、昨年の１０月より「変革の１８０日」と名付け、コーポレートガバナンスの再構築、資産ポートフォリオの

再構築、収益力の再構築、の３つのテーマを柱にした徹底した経営改革を行い、概ねやり遂げることができ

ました。これもひとえに当行を支えてくださる皆様方のご理解とご協力の賜物であると感謝申し上げる

次第であります。

２００２年３月期は、抜本的な不良債権処理をはじめとして、これらの経営改革を徹底した結果、当行単体およ

び大和銀ホールディングス連結としても大幅な損失を計上いたしました。このような状況を踏まえ、経営

体力確保・健全性の維持などを考慮し、持株会社である大和銀ホールディングスからの普通配当および、

株式交換交付金につきましては見送らせていただきました。あらためて皆様には深くお詫び申し上げま

すとともに、今般の処理が今後の企業価値の向上に必要不可欠なものであったことを、何卒ご理解いただ

きますようお願い申し上げます。

また、本年３月１日に大和銀行グループとの経営統合を実現いたしました。新グループの名称は「りそなグ

ループ」とし、「スーパー・リージョナル・バンクの創造」という統合理念の下、地域金融機関の連合体として、地

域に密着した質の高い金融サービスを提供することにより、お客様のご期待に応えられるよう役職員一同

全力で取り組んでまいる所存でございます。

皆様におかれましては、なお一層のご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成１３年３月末 平成１３年９月末 平成１３年１０月２６日 平成１４年３月末

取締役 ６名 ６名 ４名 ４名
うち非常勤 － － ２名 ２名

執行役員※ ２６名 ２２名 ２２名 １８名
役員合計 ３２名 ２８名 ２６名 ２２名

※ 取締役兼執行役員は控除しております。

年齢層 ６５～５１歳 ６６～５０歳 ５７～５０歳 ５７～５０歳

頭取　梁瀬　行雄
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発刊のごあいさつ

Super Regional Bank Group

頭取メッセージ

Super Regional Bank Group

「りそなグループ」のさらなる飛躍に向けた

あさひ銀行の取り組みをご紹介いたします。
私どもあさひ銀行は、新たに誕生した「りそなグループ」の一員として、「わが国を代表するスーパー・リージョナル・バンク」を創造

すべく、徹底した経営改革を進めてまいりました。

ここでは、新グループの収益力の「Ｖ字回復」の牽引役となるべく、当行が昨年１０月より本年３月までの半年間に行った経営改革

「変革の１８０日」についてご説明させていただきます。

また、私どもあさひ銀行は、グループ内のさらなる再編により、本年度中に「りそな銀行」および「埼玉りそな銀行」として新たな

一歩を踏み出すことになりますが、再編に向けた経営トップとしての考え方を明らかにしていきたいと思います。

あさひ銀行は、「信頼され、お客様にとって最も使い勝手の良い銀行」を目指して当行がこれまで培ってきた信頼関係をもとに、

さらに皆様と「響き合い、共鳴し合う」ことで、りそなグループのさらなる飛躍に向けた大きな力になりたいと考えております。

あさひ銀行は、昨年１０月より本年３月までの半年の期間を「変革

の１８０日」と名付け、「信頼され、お客様にとって最も使い勝手の良

い銀行」となるため、

Ⅰ．コーポレートガバナンスの再構築

Ⅱ．資産ポートフォリオの再構築

Ⅲ．収益力の再構築

の３つの大きなテーマを柱として、徹底した経営改革を進めてまいりました。

一部のマスコミから「あさひスタンダード」と評された、この経営改革を、お客様の厚いご支援を賜り、１８

０日間という極めて短い期間で成し遂げることができました。

Ⅰ．コーポレートガバナンスの再構築

昨年１０月、あさひ銀行は経営体制を刷新し、役員の削減・若返りを実施するなど、頭取を中心としたコ

ーポレートガバナンスの構築を断行し、簡素でスピード感ある経営体制を実現いたしました。

日本経済の低迷が続くなか、金融業界を取り巻く環境

は、依然として厳しいものがあります。このような環境

の下、あさひ銀行は具体的にどのような取り組みを行

ってきたのですか。

Question平素より私どもあさひ銀行に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

本年度もあさひ銀行につきまして皆様のご理解を一層深めていただきたく、ディスクロージャー誌を発

刊することといたしました。

当行は、昨年の１０月より「変革の１８０日」と名付け、コーポレートガバナンスの再構築、資産ポートフォリオの

再構築、収益力の再構築、の３つのテーマを柱にした徹底した経営改革を行い、概ねやり遂げることができ

ました。これもひとえに当行を支えてくださる皆様方のご理解とご協力の賜物であると感謝申し上げる

次第であります。

２００２年３月期は、抜本的な不良債権処理をはじめとして、これらの経営改革を徹底した結果、当行単体およ

び大和銀ホールディングス連結としても大幅な損失を計上いたしました。このような状況を踏まえ、経営

体力確保・健全性の維持などを考慮し、持株会社である大和銀ホールディングスからの普通配当および、

株式交換交付金につきましては見送らせていただきました。あらためて皆様には深くお詫び申し上げま

すとともに、今般の処理が今後の企業価値の向上に必要不可欠なものであったことを、何卒ご理解いただ

きますようお願い申し上げます。

また、本年３月１日に大和銀行グループとの経営統合を実現いたしました。新グループの名称は「りそなグ

ループ」とし、「スーパー・リージョナル・バンクの創造」という統合理念の下、地域金融機関の連合体として、地

域に密着した質の高い金融サービスを提供することにより、お客様のご期待に応えられるよう役職員一同

全力で取り組んでまいる所存でございます。

皆様におかれましては、なお一層のご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成１３年３月末 平成１３年９月末 平成１３年１０月２６日 平成１４年３月末

取締役 ６名 ６名 ４名 ４名
うち非常勤 － － ２名 ２名

執行役員※ ２６名 ２２名 ２２名 １８名
役員合計 ３２名 ２８名 ２６名 ２２名

※ 取締役兼執行役員は控除しております。

年齢層 ６５～５１歳 ６６～５０歳 ５７～５０歳 ５７～５０歳

頭取　梁瀬　行雄
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Ⅱ．資産ポートフォリオの再構築

不良債権と投資株式という２大リスクファクターを軽減し、かつ高収益資産中心の筋肉質な体質への変

革を目指し、「不良債権の抜本的処理」「投資株式含み損の一括処理」「非効率資産の圧縮」に取り組んで

まいりました。

まず、「不良債権の抜本的処理」については、要注意先を中心とした大口先に対する引当金を積み増

し、要注意先債権に対する引当率の向上を図りました。

また、破綻懸念先債権以下のオフバランス化につきましても、機能強化が図られた整理回収機構、およ

び当行とゴールドマン・サックス証券会社との提携スキームなどを活用し、積極的に進めたことで、今年

度以降の決算に及ぼすリスクを大幅に低減することができたものと確信しております。

次に、「投資株式含み損の一括処理」については、平成１３年９月末の含み損約▲２,９００億円を平成１４年３

月末では約▲３００億円まで削減したと同時に、投資株式の簿価は目標を上回る売切りを断行し、平成１４年

３月末では過去のピークに対して５０%を割り込む約１兆円レベルと、大幅に株価変動リスクを低減しました。

「非効率資産の圧縮」については、海外支店の全廃による海外資産のゼロバランス化を計画より前倒

しで実施したほか、低マージンでリスクの高い大口貸出を中心に圧縮いたしました。

一方で、住宅ローンは引き続き増加となっており、従来から推進している良質資産への入れ替えが進

みました。

Ⅲ．収益力の再構築

平成１４年３月期における一般貸倒引当金繰入前業務純益は１,９６１億円、債券関係損益を除く『コア業務

純益』は過去最高の１,８６４億円を計上いたしました。

また、経費構造改革にも積極的に取り組んでまいりましたが、大幅な人員削減（前年比▲１,６８７人～健

全化計画を３年前倒し）、平均２６%の賞与カットにより人件費は前年比▲１０５億円となり、その結果、経費

率は過去最低の５５.６%となりました。

以上の結果、あさひ銀行は大きく変わりました。もちろん、お客様の暖かいご声援があったからこそ

ではありますが、これらの経営上の最重要課題を役職員一丸となり約束どおり短期日にやり抜きました。

そして厳しい経営環境にあっても、お客様のご期待を裏切らない銀行として飛躍できる力を身につけま

した。今後のあさひ銀行にご期待ください。

（単位：億円）

平成１３年３月末 平成１３年９月末 平成１４年３月末
前年比増減

要注意先債権額 ３８,８７９ ３８,８１４ ３１,４７０ ▲７,４０９
引当率 ２.９９% ３.０７% ４.９０% ＋１.９１%

（単位：億円）

平成１３年度上期 平成１３年度下期 平成１３年度年間

破綻懸念先以下のオフバランス化金額 ▲１,０３２ ▲２,２８１ ▲３,３１３

（単位：億円）

平成１３年３月末 平成１３年９月末 平成１４年３月末
前年比増減

投資株式簿価残高 １８,０２８ １５,３９４ １０,４１５ ▲７,６１３
含み損益※ ▲１,１８８ ▲２,９４２ ▲３０８ +８８０

※１カ月平均
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りそなグループは、今後、わが国を代表する「スーパー・リー

ジョナル・バンク」創造に向け、地域に密着したパートナーとし

て、お客様にとって最も使い勝手のよい金融グループとなるよ

う、グループの再編を進めてまいります。

今後のグループ再編の大きな目玉となるのが、来年３月に予

定している、「りそな銀行」、「埼玉りそな銀行」の設立です。

このうち「埼玉りそな銀行」については、現在のあさひ銀行でのお取引のうち、埼玉地域でのお客様を

対象として新銀行を分割により設立するものです。これは、「地域金融機関の連合体」という基本理念に

基づき、相応の規模、収益性と当該地域での存在感を確保できる地域については別法人とすることで、

より地域に密着した経営形態を確立していくという考えに基づくもので、地域別のグループ再編の第一

歩となるものです。

経営資源を再配分し、地元に集中化することで、引き続き地域の特性に応じた営業を展開し、地域に

根差した銀行として、地域情報や営業推進ノウハウの蓄積などを図り、これまで以上にお客様のニーズ

を捉えた、きめ細かな営業活動を展開してまいります。

「りそな銀行」は、埼玉地域分割後のあさひ銀行と、大和銀行の合併により設立するもので、「埼玉りそ

な銀行」と同時期の来年３月の設立を予定しています。

「りそな銀行」には、デリバティブ、不動産、プライベートバンキング等の専門的機能を集約する方向で

検討を進めており、同行が専門分野についてのグループ共通のプラットフォームとして機能することで、

地域密着のきめ細かな営業体制に加えて、都市銀行としての高度な水準の専門サービスを、グループす

べてのお客様にご提供することが可能となります。

私どもは、地域に密着した信頼されるパートナーとして、お客様とともに発展するという経営理念に

基づいて、あさひ銀行を「埼玉りそな銀行」、「りそな銀行」に再編いたします。この再編が、お客様にとっ

て最も使い勝手のよい金融グループの誕生につながるよう、グループ一丸となって努力してまいります

ので、何卒今後ともご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

平成１４年７月

りそなグループにあって、あさひ銀行は今後どのよう

な形に再編されますか。

特に、あさひ銀行の再編によって「りそな銀行」、「埼

玉りそな銀行」を設立することの意義、お客様にとっ

てのメリットをどのように実現させていく考えですか。

Question

頭取
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地域社会とあさひの貢献

Super Regional Bank Group

埼玉県経済活性化へのアクション

平成１３年１月、当行は重要な営業地盤である埼玉県の経済発展に貢献するため、「埼玉県経済活性化の

ために」と題した提言をさせていただいておりますが、本提言の具現化として、提言に掲げた「中小企業

ならびに起業家に対する新事業創出支援の強化」に積極的に取り組み、以下の施策を実施いたしました。

１．「彩の国あさひベンチャーファンド」の設立

埼玉県内のベンチャー・中小企業の皆様を対象に、「彩の国あさひベンチャーファンド」と名付けた新た

な投資事業組合を、当行グループのあさひ銀事業投資(株)とともに、平成１４年１月に設立しました。

当事業組合は、ベンチャー・中小企業の支援に取り組む埼玉県の支援機関等と連携し、投資ニーズの

発掘から資金供給、投資後の経営面のフォローまで一貫したサポートを行い、県内の株式公開指向企業

の支援の充実を図ることを主な目的としています。

当ファンドは当初総額１０億円で設定、埼玉県中小企業振興公社、埼玉県創造的企業投資育成財団

（ＳＡＦＩＣ）の保有する経営支援・技術指導ノウハウと、当行の持つ財務ノウハウおよび事業投資の実績を

活かし、今後成長が期待される企業の皆様を多方面からサポートしており、投資実績も着実にあがって

います。

２．財団法人あさひ埼玉産業協力センター産学交流推進室の活動

（財）あさひ埼玉産業協力センターは、主として埼玉県内の中堅・中小企業の皆様に経営上の各種サービ

スを提供し、産業・経済の発展に寄与することを目的としています。当センターは、当行の提言の趣旨に

共鳴し、産学交流を推進するため、平成１３年６月、「産学交流推進室」を設置し、活動を開始しました。

当室は、埼玉県内企業と大学研究者との橋渡しをはじめ、埼玉県中小企業振興公社とともに「埼玉県

内工科系大学における合同シーズ展」の後援などを通じ、県内企業の皆様に情報提供する活動を展開し

ています。

また、定期的な調査活動として、企業経営や設備投資の動向調査などを行い、調査結果を新聞紙上に

発表するとともに、企業経営者の方々にご提供しております。

地方公共団体などへのご協力…地域金融機能の中枢として

地域密着型リテールバンクである当行は、埼玉県をはじめ、市町村などの地方公共団体や公社等へのご

融資や債券の引き受けを通じて、学校、病院、道路、公園、上下水道など、豊かで明るく暮らしやすい地

域社会の環境整備事業や地域総合開発事業に協力しています。

１００の地方公共団体の指定金融機関として、また、「さいたま新都心」内に立地する国の１６機関すべて

の日銀代理店指定をはじめ、各所の日銀代理店として、各種出納など公金事務を堅確に実施し、財政の

円滑な運営に重要な役割を果たすことで、地域の金融機能の中枢を担ってまいりました。

地域住民の皆様には、住民税、事業税、固定資産税、自動車税、国民健康保険税などの税金収納事務

や水道料、国民年金、校納金などの収納事務を通じて、利便性に富む充実した県内ネットワークをご利

用いただいております。
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地域開発への積極的協力

「さいたま新都心」整備事業、「埼玉スタジアム２００２」建設、「埼玉高速鉄道」建設などに代表される、これ

ら地元の大型プロジェクトの事業化に、資金面、人材面、運営面などさまざまな角度から、当行は地域

のリーディングカンパニーとして、積極的に協力してまいりました。

また、埼玉県内各地の市街地再開発事業、土地区画整理事業、ＰＦＩ事業などにおいても、当行では公

務部を中心に、地域開発のお手伝いをさせていただいております。

埼玉県内では、「さいたま新都心整備」「さいたま新産業拠点（ＳＫＩＰシティ）整備」「本庄地方拠点都市

地域整備」「国際アメニティタウン構想」など、埼玉の発展を支えるプロジェクトや新産業の集積、新事業

の創出が各種進められており、引き続き地域社会の一員として積極的にサポートしてまいります。

「緑のトラスト運動」を支援

埼玉県では、優れた自然や貴重な歴史的環境を、県民が力をあわせて保全していこうという「緑のトラス

ト運動」を推進しています。幅広く募った寄付をもとに土地や建物を取得し、自然や歴史的環境を県民

の共有財産として残していく運動で、当行は埼玉県の指定金融機関として、この運動への参加を広く各

方面に呼びかけています。運動推進のために設置されている「さいたま緑のトラスト基金」への寄付や

「さいたま緑のトラストカード」による利用額の０.５%相当の同基金への寄付を通じて、「彩の国さいたま」

のふるさとづくりを応援しております。

ワールドカップ埼玉開催

埼玉県がワールドカップ開催自治体として進めてきた「埼玉スタジアム

２００２」や「埼玉高速鉄道」の建設という大型プロジェクトの事業化に、

資金面、人材面、運営面などさまざまな角度から、当行は地域のリー

ディングカンパニーとして、積極的に協力してまいりました。

「青少年に夢と希望を与える」というスタジアムの建設理念に賛同

し、スタジアムオープン記念として行われた埼玉国際ユースサッカー大会やＪリーグ公式戦への青少年

招待などに対して協賛いたしました。

また、ワールドカップ開催に伴い、多数の国内外サポーターが日韓を往来することから、開催時期に

あわせて韓国ウォンの両替取り扱いも行い、開催地埼玉での成功をサポートいたしました。
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平成１４年３月期の業績について

Super Regional Bank Group

連結決算の概況

当連結会計年度における当企業集団の業容につきましては、預金は前連結会計年度に比べ１兆５,３４３億

円減少して１８兆９,０５７億円となり、譲渡性預金は２兆６,５４９億円減少して、３,０９８億円となりました。また、

貸出金は３兆３,７６０億円減少して１７兆２,４０２億円となりました。

損益面では、経常収益につきましては、株式等売却益が減少したことなどにより、２,１３０億４４百万円減

少して７,３０６億７１百万円となりました。また、当企業集団として、不良債権や株式含み損の抜本処理等を

実施いたしました結果、経常費用は４,８９９億８８百万円増加して１兆４,４５４億５１百万円となりました。この

結果、経常損失は７,１４７億８０百万円、当期純損失は５,９２２億４３百万円となりました。また、１株当たり当

期純損失は２０９円３２銭となりました。

また、純資産額は、前連結会計年度末に比べ６,１１２億９７百万円減少して７,４７４億１４百万円となり、１株

当たり純資産額は１２２円４２銭となりました。

事業の種類別セグメントにつきましては、連結会社は銀行業以外に一部で信託業等の事業を営んでお

りますが、経常収益などに占める事業の種類別の割合は、当行を主体とした銀行業がその大宗を占めて

おります（P.４６ご参照）。

また、所在地別セグメントにつきましては、海外営業拠点を全面的に廃止したことから、全セグメント

の経常収益などに占める海外の割合は僅少となっております（P.４６ご参照）。

なお、当行単体での経常収益は、株式等売却益の減少などにより、前期比２,０７４億３７百万円減少して

６,６４５億７９百万円となりました。本来業務による利益を表す業務純益につきましては、業務粗利益は増

加したものの一般貸倒引当金を大幅に積み増したことなどから、前期比８１億６５百万円減少して１,５８５億

９１百万円となりました。また、一般貸倒引当金繰入額を含め約５,３００億円に及ぶ抜本的な不良債権処理

や、積極的な株式評価損の処理などを実施いたしました結果、経常損失は６,９４３億４６百万円、特別損益

及び法人税等を加減した後の当期純損失は５,８４６億８４百万円となりました（P.４７ご参照）。

なお、国内基準による連結自己資本比率は、８.７１%となりました。

■キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、主に貸出金や預け金などの資金運用規模が縮小し

たことなどから、前連結会計年度に比べ５,７１３億円増加し、６,５３２億円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有価証券の圧縮を主因として、前連結会計年度に

比べ８,２３２億円増加し、５,５８２億円の収入となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、劣後特約付調達の減少などにより、前連結会計年

度に比べ１２６億円減少し、１,２０５億円の支出となりました。

これらの結果、当連結会計年度における「現金及び現金同等物」の期末残高は、前連結会計年度に比

べ１兆９０９億円増加し１兆５,１２２億円となりました。
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■業績（連結）の概要 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
前期比増減

預金残高 １９９,２１４ ２０４,４０１ １８９,０５７ △１５,３４３
譲渡性預金残高 １９,７６０ ２９,６４７ ３,０９８ △２６,５４９
貸出金残高 ２０５,８１７ ２０６,１６３ １７２,４０２ △３３,７６０
有価証券残高 ３６,３９１ ４２,３４４ ３３,１９１ △９,１５２
純資産額 １３,８８１ １３,５８７ ７,４７４ △６,１１２
１株当たり純資産額（円） ３４７.９５ ３３７.９５ １２２.４２ △２１５.５３
総資産残高 ２８７,８８１ ３１１,８７６ ２５６,９０３ △５４,９７３

■主要勘定の推移 （単位：百万円）

連結ベース 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

連結粗利益 ４６４,８５３ ４９０,４６５ ２５,６１２
資金利益 ３８１,７１７ ３８６,４５５ ４,７３７
役務取引等利益 ６６,８３３ ６５,９７１ △８６２
特定取引利益 ４,４５５ ４,９７８ ５２２
その他業務利益 １１,３８０ ３２,５６３ ２１,１８２

営業経費 ２７５,０８０ ２７３,１３９ △１,９４０
貸倒償却引当費用 ３４９,８０１ ５９２,０１９ ２４２,２１７
貸出金償却 １１５,９２１ ２４６,６６５ １３０,７４４
個別貸倒引当金繰入額 １３４,５５５ １５８,３３２ ２３,７７７
一般貸倒引当金繰入額 ６１８ ２９,９６２ ２９,３４４
その他貸倒償却引当費用 ９８,７０７ １５７,０５９ ５８,３５１

株式等関係損益 １８９,４４８ △３１８,１１７ △５０７,５６６
持分法による投資損益 △４２９ △５５ ３７３
その他 △４０,７３７ △２１,９１３ １８,８２３
経常損失 １１,７４７ ７１４,７８０ ７０３,０３２
特別損益 △７,４８１ △２１,３４１ △１３,８６０
税金等調整前当期純損失 １９,２２８ ７３６,１２１ ７１６,８９３
法人税、住民税及び事業税 １１,８０７ ２,３９９ △９,４０８
法人税等調整額 △２２,９４５ △１４７,３７２ △１２４,４２７
少数株主利益（△は少数株主損失） △２４９ １,０９４ １,３４４
当期純損失 ７,８４１ ５９２,２４３ ５８４,４０２
１株当たり当期純損失（円） ４.５３ ２０９.３２ ２０４.７８

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金運用費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（特定取引収益－特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）

■連結自己資本比率 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
（国際統一基準） （国際統一基準） （国内基準）

連結自己資本比率 １１.８０% １１.１４% ８.７１%
Ｔｉｅｒ１比率 ６.４２% ６.２７% ４.３７%
自己資本 ２２,８８４ ２１,８５０ １４,１２９
Ｔｉｅｒ１ １２,４６１ １２,３０７ ７,０８９
Ｔｅｉｒ２ １０,４３２ ９,５７２ ７,０８９
控除項目 ９ ２９ ４９

リスクアセット １９３,９２０ １９６,１２８ １６２,２０９
（ご参考）単体自己資本比率 １１.９７% １１.４１% ８.９５%
（注）上表の連結自己資本比率および単体自己資本比率は、国内基準にて算出しています。

■連結キャッシュ・フローの概要 （単位：億円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー ８１８ ６,５３２ ５,７１３
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △２,６５０ ５,５８２ ８,２３２
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △１,０７８ △１,２０５ △１２６
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ２ ０ △２
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 △２,９０８ １０,９０９ １３,８１７
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 ７,１２１ ４,２１２ △２,９０８
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ４,２１２ １５,１２２ １０,９０９
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単体決算の概況

大和銀行グループとの経営統合に向けて、平成１３年１０月からの半年間を「変革の１８０日」と位置づけ、

「コーポレートガバナンスの再構築」「資産ポートフォリオの再構築」「収益力の再構築」を柱に、健全な財

務体質への変革をかつてないほどのスピードで実現してきました。

まず、一般貸倒引当金繰入額を除いた実勢業務純益は、円貨資金利益の増加などにより、国内業務部

門利益が引き続き拡大したことや、経費の圧縮などにより、１,９６１億円と前期比２７５億円の大幅増益とな

りました。

平成１４年度以降の「収益Ｖ字回復」の大前提である信用リスクの縮減につきましては、破綻懸念先以

下の債権について、ゴールドマン・サックス証券会社との共同スキームや整理回収機構などを活用した

最終処理を推進するとともに、大口債権を中心とした要注意先債権に対する引当を強化し、また、関連

会社における抜本的な経営体力強化策に応じた支援を行うなど、一般貸倒引当金繰入額を含め５,３１６億

円に及ぶ費用を計上しました。

株式の価格変動リスクへの対応につきましては、保有株式の売却に伴う売却損益△１,６６８億円や、減

損処理の保守的な運用に伴う株式等償却１,５０５億円を通じて、投資株式の簿価圧縮と評価損の処理を徹

底的に行いました。

【参考】

投資株式売却額：約７,５００億円

当期末の株式の評価差額：△３０８億円

このほか、海外業務の撤退を前倒しで進め、海外資産や遊休不動産の処分を積極的に行うなど、

資産・収益力の再構築を最大限推進してまいりましたが、これらに伴うコストの増加により、経常損

失は６,９４３億円、当期純損失は５,８４６億円となりました。

以上により、５,３１９億円の欠損金を計上することに至りましたが、法定準備金取崩により補填し、

早急に剰余金の回復を図る所存です。

なお、当期末の自己資本比率は国内基準に基づいて計算していますが、８.７１%（連結ベース）と国

際統一基準における健全性確保のための基準である８%を大きく上回っております。

■損益項目

業務粗利益

業務粗利益は、前期比１７８億円増加して４,４２０億円となりました。

市場金利の低下やスワップコストの減少に伴う円貨資金利益の増加などにより、国内業務粗利益が増

加したことや、機動的に債券損益を積み上げたことなどがその要因です。

利鞘の状況につきましては、国内業務部門における預貸金利回差は、前期比０.０４%改善して１.９２%と

なり、資金運用・調達利回差である資金粗利鞘は、市場調達コストの低下もあり、０.０９%拡大して１.５６%

となりました。この結果、総資金利鞘は、国内業務部門で前期比０.１５%改善して０.６０%となり、全行で

０.１３%改善して０.５３%となりました（P.６５ご参照）。
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一般貸倒引当金繰入額

一般貸倒引当金繰入額は、特に要管理債権につきましては引当を拡充したことに伴い、３７６億円の繰り

入れとなりました。

経費（臨時費用を除く）

経費は、前期比９７億円減少しました。

うち人件費は、人員の減少（前期比：△１,６８７人）と賞与支給率引き下げにより、前期比１０５億円減少し

ました。また、物件費は、引き続き効率化を推進し削減に努めましたが、システム関連費用や預金保険

料の増加などもあり、前期比１６億円の増加となりました。

なお、経費率は、前期の６０.２%から当期５５.６%と大幅に改善しました。

業務純益等

以上の結果、業務純益は１,５８５億円で前期比８１億円の減少、４.９%の減益となりましたが、これは一般貸

倒引当金を大幅に積み増したことが影響しており、一般貸倒引当金繰入額を除いた実勢業務純益は

１,９６１億円で前期比２７５億円増加、１６.３%の増益となりました。

臨時損益（株式等損益、不良債権処理額）

臨時損益は△８,５２９億円となり、前期比６,７３０億円減少しました。

株式関係損益は、前期比５,２２４億円減少し△３,３５１億円となりました。

株式につきましては、簿価ベース約７,５００億円の売却を実施したことにより、株式等売却損益は△１,６６８

億円を計上し、また、時価のある株式のうち下落率３０%以上の銘柄すべてについて減損処理を行い、

１,５０５億円の株式等償却を計上しました。

これらの処理を通じて、株式の期末残高は前期比約８,０００億円減少し、有価証券の評価損益は△２０３

億円まで圧縮され、価格変動リスクの大幅低減を実現しました。

不良債権処理額は、前期比１,６６４億円増加して４,９４０億円となりました。

直接償却、個別貸倒引当金繰入を主とした大口リスクファクターへの手当と、バランスアウトの推進

など、抜本的処理を行うとともに、関連会社の経営体力強化のため、債権放棄による支援を行いました。

また、要管理先を中心に大幅に積み増した一般貸倒引当金繰入額３７６億円を含めた不良債権処理額は

５,３１６億円となりました。

【不良債権処理額の要因別内訳】

・ 経営健全化計画で見込んだ「コアの処理」で約１,２００億円（新規倒産４３０億円、債務者劣化等６３０億

円、担保価格の下落１７０億円）

・「大口要注意先の引当強化」関連で約２,９００億円

・「破綻懸念先以下の最終処理」関連で約１,２００億円
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■国内業務部門利鞘（単体） （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

資金運用利回 （A） ２.００ １.８５ １.７８ △０.０７
貸出金利回 （C） ２.１５ ２.０９ ２.０２ △０.０７
有価証券利回 １.３２ １.０５ ０.９８ △０.０７

資金調達利回 （B） ０.４７ ０.３８ ０.２２ △０.１６
預金債券等利回 （D） ０.２１ ０.２１ ０.１０ △０.１１
外部負債利回 １.０３ ０.９９ ０.６６ △０.３３

資金粗利鞘 （A）－（B） １.５３ １.４７ １.５６ ０.０９
預貸金利回差 （C）－（D） １.９４ １.８８ １.９２ ０.０４

■利益総括表（単体） （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

資金利益 ３,７２７ ３,７４０ ３,７４１ １
役務取引等利益 ３０５ ３３５ ３０８ △２７
特定取引利益 １７ ４４ ４９ ５
その他業務利益 ２７ １２２ ３２０ １９８
業務粗利益 ４,０７８ ４,２４２ ４,４２０ １７８
経費（除く臨時経費）（△） ２,５０８ ２,５５６ ２,４５８ △９７
経費率 ６１.５％ ６０.２％ ５５.６％ △４.６％
業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １,５７０ １,６８６ １,９６１ ２７５
一般貸倒引当金繰入額（△） １６ １９ ３７６ ３５７
業務純益 １,５５４ １,６６７ １,５８５ △８１
臨時損益 △６７３ △１,７９８ △８,５２９ △６,７３０
経常利益（△は経常損失） ８８０ △１３１ △６,９４３ △６,８１２
特別損益 △６３ △７３ △２１７ △１４４
法人税、住民税及び事業税（△） ２１ １０３ ９ △９４
法人税等調整額（△） ４７９ △２０９ △１,３２３ △１,１１３
当期純利益（△は当期純損失） ３１５ △９８ △５,８４６ △５,７４８

■国内業務部門・国際業務部門別の資産・負債の移動 （単位：億円）

国内業務部門 国際業務部門

平成１４年３月期 平成１４年３月期
（平成１４年３月３１日現在） 前期比増減 （平成１４年３月３１日現在） 前期比増減

現金預け金 １５,２９８ １１,０５３ １,３０５ △９,８３５
貸出金 １６９,１９０ △２５,４７７ ２,２９６ △６,３０９
資産の部 ２３７,８８９ △３４,５２２ １３,８５１ △１６,７７２
預　金 １８６,９５４ △９５ ２,５４２ △１４,８５４
譲渡性預金 ３,３９０ △２５,７４４ — △６８２
コールマネー ８,４６４ △３,６８６ — △１８５
負債の部 ２３０,５５９ △２８,３７０ １３,６６２ △１６,８４９

（注）資産・負債には、円資金の国際業務部門への運用を含んでおります。

経常損益、当期損益

これらに、東京都・大阪府の外形標準事業税などの臨時損益を加えた経常損失は６,９４３億円、不動産処

分損益などの特別損益、および税金費用を加減後の当期損失は５,８４６億円となりました。

なお、税効果につきましては、厳格な検証のうえ計上が十分に認められる範囲内、すなわち概ね５年

内の所得相当額について計上しております。

以上に伴う当期未処分損失は５,５７０億円、任意積立金充当後の欠損金は５,３１９億円のやむなきに至り

ましたが、財務健全性の飛躍的向上という当期決算の趣旨に照らし、法定準備金取崩により欠損金の全

額を補填し、今後の剰余金の早急な積み上げを図る所存です。
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平成１４年３月期の不良債権処理について

Super Regional Bank Group

当行では、経営資源を戦略分野へ集中し収益力を強化することで、株主の皆様、お客様からの高い評価

と信頼を得るように日々努力しておりますが、これを実現していくためには財務の健全性を確固たるも

のとしていくことが最重要課題であると考えています。

こうした視点に立ち、当行では従来から不良債権の抜本的処理を進めてきましたが、特に、平成１３年

度においては、（株）大和銀ホールディングスとの経営統合に向け不良債権の最終処理への道筋をつけ

ることが必須であるとの認識より、平成１３年１１月に発表した『変革の１８０日』のアクションプランに沿っ

て、今まで以上にさらに踏み込んだ処理を行いました。具体的には、ゴールドマン・サックス証券会社と

の提携、（株）整理回収機構の企業再生機能の活用など、従来にはない新しい手法も取り入れて、不良債

権の最終処理を鋭意進めてまいりました。

その結果、臨時損益において貸出金の償却や売却、個別貸倒引当金繰入などにより前期比１,６６４億円

増加の４,９４０億円を処理し、一般貸倒引当金繰入額３７６億円を含めて、不良債権処理額は５,３１６億円とな

りました。

今後も企業業績の回復の遅れやデフレの進行など厳しい経済環境が続くことが予想されますが、当

行では、『変革の１８０日』のアクションプランにおいて示された計画を上回る不良債権処理を実施したこ

とにより、大幅な資産の健全化が図れたものと考えております。

開示債権の状況等について

開示債権につきましては、｢銀行法｣に基づくリスク管理債権、および｢金融機能の再生のための緊急措

置に関する法律｣（以下、金融再生法）に基づく資産の自己査定結果をそれぞれ開示しています。

開示債権につきましては、不良債権の最終処理に向け自己査定を厳格に運用した結果、当行単体ベー

スでは約２,０００億円、連結ベースでは約２,２００億円増加しています。

平成１３年度のリスク管理債権額は、当行単体ベースで１兆４,６４２億円、連結ベースでは１兆６,２０１億円

となり、それぞれ貸出金残高に対する比率は８.５３%、９.３９%となっています。

金融再生法に基づく開示債権のうち、要管理債権までの合計額は当行単体ベースで１兆４,７３７億円、

連結ベースでは１兆６,７１９億円となっております。

オフバランス化の進捗状況

平成１３年３月末の破綻懸念先以下の債権残高８,２８８億円について、債権流動化のほか清算型処理などに

より、当期中（年間）に３,３１５億円（上期１,０３２億円、下期２,２８３億円）のオフバランス化の処理を実施しま

した。一方で、景気低迷の長期化などにより、新たに当期中（年間）に破綻懸念先以下となった債権が

４,５２８億円（上期８４７億円、下期３,６８０億円）発生したため、当期末の破綻懸念先以下の債権残高は、前

期末比１,２１３億円増加して９,５０１億円となりました。



■不良債権処理の内訳（単体） （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

不良債権処理額 ２,０２７ ３,２７６ ４,９４０ １,６６４
貸出金償却 ６５６ １,１４８ １,９７０ ８２２
個別貸倒引当金純繰入額 ５００ １,３４２ １,８３９ ４９７
債権売却損失引当金繰入額 ２２５ １２１ ２１ △９９
債権放棄 ３８０ ２８８ ６５０ ３６２
買取機構宛債権売却損 １５８ １１５ ９６ △１９
特定海外債権引当勘定繰入額 ５ △４ △４８ ４４
延滞債権売却損等 ３５ ４５ ４１０ ３６５
その他の不良債権処理額 ６６ ２２０ — △２２０
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■金融再生法基準による開示債権の状況 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
単体 連結 単体 連結 単体 前期比増減 連結 前期比増減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 １,８６７ ２,１４２ １,７４８ ２,２５８ １,４９１ △２５７ １,８４６ △４１２
危険債権 ５,０３６ ５,５６０ ６,５３９ ７,４４４ ８,００９ １,４７０ ９,０８８ １,６４３
要管理債権 １,７３１ １,８４１ ４,４０５ ４,７００ ５,２３６ ８３０ ５,７８４ １,０８３
小計 ８,６３６ ９,５４３ １２,６９３ １４,４０４ １４,７３７ ２,０４３ １６,７１９ ２,３１４
正常債権 ２１０,６７６ ２１６,００６ ２０６,９６４ ２１４,６９３ １７０,３１４ △３６,６４９ １７３,７８７ △４０,９０６
合計 ２１９,３１２ ２２５,５５０ ２１９,６５７ ２２９,０９７ １８５,０５１ △３４,６０５ １９０,５０６ △３８,５９１

■引当の状況 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
単体 連結 単体 連結 単体 前期比増減 連結 前期比増減

貸倒引当金 ３,９８７ ４,５８７ ４,１６５ ４,７２３ ５,３２５ １,１５９ ５,８５２ １,１２９
一般貸倒引当金 １,２７７ １,４５２ １,２９６ １,５４３ １,６７２ ３７６ １,７９３ ２４９
個別貸倒引当金 ２,６６７ ３,０９１ ２,８２３ ３,１３３ ３,６５２ ８２９ ４,０５８ ９２５
特定海外債権引当勘定 ４３ ４３ ４６ ４６ ０ △４５ ０ △４５

特定債務者支援引当金 ６６ ６６ ２２０ － － △２２０ － －
債権売却損失引当金 ６４０ ６４０ ３７６ ３７６ １０５ △２７０ １０５ △２７０

■リスク管理債権の状況 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
単体 連結 単体 連結 単体 前期比増減 連結 前期比増減

破綻先債権 ７３４ ７６５ ７６１ ８５０ ６７０ △９０ ７３５ △１１５
延滞債権 ６,１１０ ６,４７４ ７,４４５ ８,４５４ ８,７３５ １,２８９ ９,６８１ １,２２７
３カ月以上延滞債権 ８４９ ８８７ １,００７ １,２３５ ７９２ △２１５ ９７２ △２６２
貸出条件緩和債権 ８８２ ９５３ ３,３９７ ３,４６５ ４,４４４ １,０４６ ４,８１１ １,３４６
リスク管理債権合計 ８,５７６ ９,０８１ １２,６１２ １４,００５ １４,６４２ ２,０２９ １６,２０１ ２,１９５
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自 己 査 定  
分類債権 

債務者区分 
非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 

保全状況 
金融再生法基 
準開示債権に 
対する保全率 

（単位：億円） 

破綻先／ 
実質破綻先 

（合計 １,４９１） 

破綻懸念先 

（合計 ８,００９） 

要管理先 

（合計 ８,６８８） 

その他の 
要注意先 

（合計 ２２,７８１） 

正常先 

（合計 １４４,０８０） 

合計 

１８５,０５１ 

要
　
注
　
意
　
先 

危険債権 

７７.４％ 

要管理債権 

５５.２％ 

全体の保全率 

７１.８％ 

４１９ １,０７１ 

３,９６３ ２,２３８ 

１,８０７ 

１,１６８ ７,５２０ 

６,８３０ 

１４４,０８０ 

１５,９５０ 
要管理債権 

５,２３６ 

引当率 

１００％ 
直接償却 

引当金 
（１６０） 
 

担保／保証 
（１,３３１） 

破産更生債権 
及びこれらに 
準じる債権 

    １００％ 

引当金 
（３,４６１） 

 
担保／保証 
（２,７４０） 

引当金 
（１,１１５） 

 
担保／保証 
（１,７７７） 

引当率 

６５.７％ 

非分類 

１５６,４６３ 

Ⅱ分類 

２６,７８１ 

Ⅲ分類 

１,８０７ 

Ⅳ分類 

－ 

■自己査定の状況（単体）

（注）単位未満は切り捨てて表示しております。
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■不良債権の最終処理（オフバランス化）

破綻懸念先以下の債権残高 （単位：億円）

平成１２年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１３年度
上期末 下期末 上期末 下期末 オフバランス化

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) 進捗率
平成１２年度上期以前分 ６,５６５ ４,８１１ ４,１３０ ２,５５４ ６１.１%

破産更生等債権 １,７９９ １,５６４ １,２９４ ７５６ ５８.０%
危険債権 ４,７６６ ３,２４６ ２,８３５ １,７９７ ６２.３%

平成１２年度下期発生分 ３,４７７ ３,１２６ ２,６９６ ２２.５%
破産更生等債権 １８４ １３０ １３１ ２８.８%
危険債権 ３,２９３ ２,９９５ ２,５６４ ２２.１%

平成１３年度上期発生分 ８４７ ５６９ ３２.８%
破産更生等債権 １７６ １３１ ２５.６%
危険債権 ６７１ ４３８ ３４.７%

平成１３年度下期発生分 ３,６８０ －
破産更生等債権 ４７２ －
危険債権 ３,２０８ －

合計 ６,５６５ ８,２８８ ８,１０３ ９,５０１ －
（注）オフバランス化の進捗率は発生期末および平成１３年度下期末時点の債権残高により算出。

清算型処理 清算型倒産手続き（破産、特別清算）による債権
切捨て・債権償却

再建型処理 再建型倒産手続き（会社更生、民事再生、会社整理）
による債権切捨て、特定調停等民事調停

その他 回収、債務者の業況改善等

平成１３年度におけるオフバランス化の内訳 （単位：億円）

平成１３年度
清算型処理 △５９４
再建型処理 △３２６
再建型処理に伴う業況改善 △１
債権流動化 △２,２２０
直接償却 １,２３５
その他 △１,４０８
合計 △３,３１５

（単位：億円）

平成１３年度
オフバランス化 （うち上期） （うち下期）

実績 (Ｂ)－(Ａ) (Ｃ)－(Ｂ)
△２,２５７ △６８１ △１,５７５
△８０８ △２７０ ５３８
△１,４４８ △４１０ △１,０３７
△７８０ △３５１ △４３１
△５２ △５４ １
△７２８ △２９７ △４２９
△２７７ － △２７７
△４４ － △４４
△２３３ － △２３３

△３,３１５ △１,０３２ △２,２８３

■債務者区分および債権区分の定義
自己査定の債務者区分 償却および引当の概要（銀行勘定）

正常先

要注意先

要注意先
（要管理先）

破綻懸念先

実質破綻先
破綻先

金融再生法による債権区分 各債権の内容

正常債権

要管理債権

危険債権 破綻懸念先に対する債権
破産更生債権及び

実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権
これらに準ずる債権

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修
正を加えた予想損失率に基づき、今後１年分の予想損失額を一般貸倒引当金として
計上しています。

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修
正を加えた予想損失率に基づき、今後３年分の予想損失額を一般貸倒引当金とし
て計上しています。

原則、債務者単位で合理的に見積もられた回収可能な部分を除いた残額を引き当
てています。その他先については、予想損失率にて引当を実施しています。

債権金額から担保および保証による回収見込額を控除した残額を個別債権ごとに
償却するか、個別貸倒引当金を計上しています。

正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債
権以外の債権
要注意先に対する債権のうちの「３カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」
に該当する貸出債権
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リスク管理体制について

Super Regional Bank Group

リスク管理の基本的な考え方

信用リスク・市場リスク・流動性リスク・事務リスク・システムリスクなど、銀行が管理すべきリスクは、こ

こ数年多様化・複雑化してきています。これらのリスク管理に当たっては、個別のリスクごとに所管する

部署が的確に対応し、その管理の高度化を図っていくことはもちろんのこと、銀行全体のリスク状況、管

理状況を的確かつ一元的に把握・管理することが重要となります。

当行の目指すリスク管理は、りそなグループ全体のリスク管理方針に則り、各種リスクを一元的に把

握し、リスク総量を経営体力（自己資本）の範囲内に抑制するとともに、適切なリスクコントロールを通

じて収益の最大化を図る、総合的なリスク管理体制の構築にあります。

当行では、バリューアットリスクなどの統一的な尺度で各種リスクを計測すると同時に、リスクに応じて

どれだけの収益をあげているかを的確に把握し、リスクをより効率的に配分すべく、管理の高度化を進

めています。

また、リスク管理は全行の各レベルで実施されており、各リスクそれぞれの管理部署の設置、全行の

リスクを総合的に管理するリスク統括部の設置、そして経営層をメンバーにした各種リスク関連諸会議

の設置などにより、内部統制の強化を図っています。

管理対象リスク

■リスクの種類とその管理部署

取引相手の経営悪化などにより貸出金などが回収でき
なくなるリスク

信用リスク

金利や為替、株価などの市場変動により生じるリスク市場リスク

銀行が資金不足に陥る、あるいは高金利での調達を余
儀なくされるリスク

流動性リスク

銀行の事務面における事故や不正などにより生じるリ
スク

事務リスク

コンピュータシステムにかかわる事故や不正などによ
り損失が生じるリスク

システムリスク

契約について、法律的な不確実性などにより損失が生
じるリスク

法務リスク

銀行の対外的な評判が落ちることで生じるリスク評判リスク

地震など災害のリスク大規模災害など

■全行リスク・リターン管理にかかわる組織運営

方針の策定

期次

月次

週次

日次

報告体制

ALM委員会・信用リスク委員会　等　 経営会議・取締役会
�全行リスク・リターン計画の策定
�資金収益計画の策定、自己資本比率計画の策定
�リスク限度・許容損失限度などの設定
�各種リスク管理・運営方針の策定　等

ALM委員会・信用リスク委員会　等　 経営会議　等AAAAAA
�資金収益計画フォロー
�リスク・リターン方針の協議　等

部内ALM委員会　等（部内 担当（執行）役員）AAAA
�資金収益計画フォロー
�運営方針の協議　等

�全行リスク・リターンの状況報告（四半期報告）
�与信ポートフォリオの状況報告　等
�全行リスクの管理状況報告　等

�全行リスク・リターンの状況報告
�市場性リスクの状況報告　等

�市場性リスクの状況報告
�運営日報　等

j

j

j

経
営
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理

リ
ス
ク
統
括
部
署
（
リ
ス
ク
統
括
部
）

経営によるリスク管理
リスク統括部署
リスク管理部署

●融資企画部

●リスク統括部

●リスク統括部

●業務管理部

●業務管理部

●リスク統括部・コンプライアンス室

●企画部

●業務管理部

内
部
監
査
部
署
（
業
務
監
査
部
）



■信用リスク管理

信用リスクとは、取引先の経営悪化などにより、貸出金等の元本・利息が回収不能となるリスクのこと

で、当行では、資産の健全性確保を経営の最重要課題と位置づけ、信用リスク管理体制の強化に努めて

います。

信用リスク管理においては、信用格付制度と自己査定制度を基本に位置づけ、ポートフォリオ管理や

信用リスクの計量化等に活用しています。

信用格付制度および自己査定制度では、取引先の財務諸表の分析結果に定性面の検証を加えて、格

付や債務者区分を総合的に判定した上で、格付毎、債務者区分毎の貸倒の危険性を計測しています。そ

の結果をもとに、格付、業種、地域等様々な切り口で定期的にポートフォリオの分析を行って、マクロ的

な視点からの貸出資産運営・管理に役立てています。また、償却・引当を通して当行の資産の健全性を

確保するとともに、信用リスクに見合ったリターンの確保を図るべく、格付毎の貸倒の危険性を収益管

理にも反映しています。

個別案件への取組においては、迅速かつ厳正な審査を行うため、①営業店審査スタッフの育成に努め

るとともに、②営業店の決裁権限を超える案件については、業務推進部門から独立した本部の専門スタ

ッフが厳正な審査を実施する体制を整えています。

■市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、有価証券価格などが変動することにより銀行が損失を被るリスクのことを

いいます。一般的に市場性取引は瞬時にして多大な損失を及ぼす可能性を内在しているとの認識のも

と、当行では厳格な管理を実施しています。

まず、定量的管理・報告面に関しては、市場性取引にかかわる各取引実施部署（フロントオフィス）が、

保有可能なリスクの最大量と損失の限度を取締役会および経営会議にて決定しています。また、フロン

トオフィスが実際に保有するリスク量（ＶａＲ）および損益の状況については、毎日担当役員に報告される

とともに、月次で経営会議にも報告される体制を構築しています。

次に、定性面に関しては、内部統制の有効性を高める組織とするために、フロントオフィスと後方事

務・管理を行う部署（バックオフィス）を分離するとともに、双方から独立したミドルオフィスを設置して、

牽制に当たる体制をとっています。
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G

H

I

A
B
C
D
E
F

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先・破綻先

正常先

予想損失率

必要額を引当

償却・引当

予想損失率

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ（非）

格　付 償却・引当分　類債務者区分

■取引先格付制度と自己査定、償却・引当との関係
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■流動性リスク管理

流動性リスクとは、金融機関に対する信用低下や運用・調達期間の極端なギャップから資金不足に陥っ

たり、市場実勢と比較して、著しく高い金利で資金を調達せざるを得なくなるリスクのことをいいます。

当行では、流動性リスクを基本的かつ重要なリスクと位置づけ、万全の管理体制で臨んでいます。

まず、当行の運用・調達構造を定期的に点検し改善を図っています。また、資産規模や調達能力など

を考慮のうえ、資金ギャップ（要調達額）に対しガイドラインを設定しています。

流動性リスクに関する各種情報は、各資金繰り管理部署から全行資金繰りの統括管理部署であるリス

ク統括部へ集中される体制を構築しています。また、全行資金繰りの状況は、経営会議に定期的に報告

されています。

さらに、市場調達環境の急変などにより流動性リスクが顕在化した場合に備え、緊急度合いに応じ機

動的な対応が図れるよう、緊急時レベル別の対応策を予め策定しています。

■事務リスク管理

事務リスクとは、事務処理面における事故や不正にかかわるリスクを指しますが、正確かつ迅速な事務

処理は銀行にとって信頼の基礎というべきものであり、銀行業務が多様化するなかで、こうした事務リ

スクの軽減・極小化に向けた適切な管理は欠かすことができません。

当行では、業務管理部が事務リスクの管理部署として、事務手続きの整備やシステム面の改善を行う

とともに、効率的な事務運営が行えるよう事務プロセスの見直しを実施しています。また、内部牽制機

能として本部各部および各営業店では定期的に自ら事務検証を行うほか、業務管理部が各営業店を臨

店し、業務運営や事故防止についての検証・指導を行っています。

■バックテスティングの状況
静態的バックテスティング
（金利および為替 VaR、９９％、１日）

［対象期間：平成１３年４月２日～平成１４年３月２９日］

２ 

１ 

０ 

－１ 

－２ 

－３ 

１ ２ ３ ０ 

　損益 
（億円） 

VaR    
（億円） 

■VaRの実績値

対象期間

平成１３年４月２日～平成１４年３月２９日

最大値

６億円

最小値

１億円

平均値

３億円

※時価会計の対象となる「トレーディング取引」の金利関連取引および外国為替取引のリスク量合計

［当行のVaRの定量基準］
①信頼区間　　　　　　　　片側９９％（標準偏差の２.３３倍）

②保有期間　　　　　　　　１０営業日

③市場データの観測期間　　１年

④商品間の価格変動の相関　金利関連取引内および外国為替取引内で考慮　
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■システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムにかかわる事故や不正などのため、損失や不利益を被るリ

スクのことをいいます。特に、システムへの依存度が高い金融機関においては、リスクが顕在化した場

合には社会的な影響も含め、経営の根幹を揺るがしかねないことから、従来より経営の重要課題と認識

し、全行的な視点から統合的に管理しています。

具体的には、システムの障害や災害、および外部ネットワークからの不正などへの対策強化に努める

とともに、全行的なシステムリスク管理の基本方針のもと、リスク管理部署を中心に定期的なモニタリ

ングを実施しています。

特に、情報化の進展に伴うリスクの増大に対応すべく、当行では適正なセキュリティ水準を明確にす

るためのセキュリティポリシーを制定しており、全行員への徹底とリスクに応じた対策の実施により、情

報資産の適切な保護に努めています。

またさらに、有事での対応に備えたコンティンジェンシープランを整備し、万が一に備えた対策の充

実も図っており、未然防止とあわせて両面からリスクの極小化に努めています。

■レピュテーショナルリスク管理

事実と異なる報道や風説、噂などにより、信用や評判が悪化するレピュテーショナルリスク（風評リスク）は、

思いがけないところから顕在化する可能性があります。当行では、ディスクロージャー（情報開示）の充

実を図り、日常より正確で適切な情報提供に努めています。また、「広報マニュアル」を制定し、レピュテ

ーショナルリスクに関する情報を速やかに把握し、原因の解明、対応ができる行内の体制を整えるとと

もに、それらの情報は大和銀ホールディングス広報部が一元的に管理するようにしています。

■内部監査

内部監査は、当行のさらなる発展に向けて本部各部や営業店が健全に業務運営を行うよう、業務運営の

仕組みが適切に構築されているか、その仕組みが有効に機能しているかを検証、評価し、必要な改善を

推進するものです。当行では、客観的かつ公平に監査を行い、内部監査の実効性を十分に確保できる体

制を整えています。取締役会の傘下に、業務執行の重要事項を協議・決定する「経営会議」とは別に、内

部監査の重要事項を協議・決定する「業務監査会議」を設置し、同会議の傘下に内部監査を専門に行う

部署として業務監査部を設置するなど、業務執行に対する監督・牽制の強固な枠組みを構築しています。

また、市場取引やＩＴなど高度な専門性が要求される分野については、専門チームを配置するなど、内

部監査機能の強化・拡充に努めています。
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コンプライアンス体制について

Super Regional Bank Group

基本方針

当行は、法令・ルールはもとより社会規範を遵守することをコンプライアンスと定義し、経営の最重要

課題と位置づけています。

平成１４年５月に制定されたりそなグループの｢経営理念｣と｢行動基準｣においては、健全・透明な経営

を行うことや原理原則・社会の常識に則り行動することを定めていますが、これは当行をはじめとした

当グループのコンプライアンスを重視する姿勢を宣言したものです。

運営体制

当行では、リスク統括部コンプライアンス室をコンプライアンスの統括部署として設置し、各部店に配

置したコンプライアンス責任者との連携による本部営業店一体となった取り組みを行っています。また、

リスク統括部コンプライアンス室によるリーガルチェックを強化することにより、本部各部との一層の

連携を図り、実効性を重視した体制整備を進めています。

コンプライアンス・プログラム

当行では、コンプライアンスを実現するための具体的な実践計画として｢コンプライアンス・プログラム｣

を年度ごとに取締役会の協議を経て策定し、このプログラムに従って計画的に行内体制の強化および

役職員への研修を行っています。

■当行のコンプライアンス体制

コンプライアンス委員会
委員長：リスク統括部担当役員

委員：本部部長

・コンプライアンスに関する基本方針の決定
・コンプライアンス・プログラムの策定・進捗報告

・コンプライアンス体制強化に関する具体策の協議

・報告・協議・支援

・連携
・本部所管部が起案する稟議・通達等
を事前にリーガルチェック ・報告

・相談

・支援

連携

営業店

コンプライアンス責任者

取締役会

本部所管部

コンプライアンス責任者

リスク統括部コンプライアンス室

（コンプライアンス統括部署）
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トピックス

Super Regional Bank Group

「ペイオフご相談窓口」・「マル優ご相談窓口」の設置

平成１４年１月、お客様のペイオフに対するお問い合わせやご相談にお応えするため、全店に「ペイオフご

相談窓口」を設置いたしました。「ペイオフご相談窓口」ではペイオフについての説明のほか、お客様一

人ひとりの資産運用ニーズにあわせて、ペイオフ解禁に備えた商品の提案をしております。

また、老人等の少額貯蓄非課税制度（以下「マル優等」といいます）の制度改正に関するお客様のお問

い合わせやご相談にお応えするため、平成１４年４月、全店に「マル優ご相談窓口」を設置いたしました。

「マル優ご相談窓口」では、マル優等の制度改正に関する説明のほか、お客様の多様化する資産運用

ニーズにあった商品の提案を行っています。

「マイアカウント」・「普通預金スーパー」の取り扱い開始

平成１３年１０月より、資産運用状況を一元管理し、無駄なく有利に運用したいというお客様のニーズに対

応するため、｢あさひマネジメント口座『マイアカウント』｣の取り扱いを開始しました。

この商品は、資産運用状況が一目でわかる「総合ステートメント（お取引明細書）」とインターネット・電

話での取引機能などをパッケージにした大変便利な商品です。

また、平成１４年１月より、この「マイアカウント」に、残高に応じて金利が有利になる新型普通預金「普

通預金スーパー」の機能を追加して、さらに便利で有利な商品としてレベルアップしました。

毎月送付される「総合ステートメント」では、資産管理機能をご提供するとともに、新商品やキャンペー

ンのご案内などタイムリーな情報提供を行っており、ご契約のお客様から大変ご好評をいただいており

ます。

確定拠出年金業務および信託代理業務の取り扱い開始

当行は、平成１３年１０月１日より確定拠出年金業務（日本版４０１k）に参入し、確定拠出年金制度向けの定期

預金と投資信託の取り扱いを開始しました。また、平成１３年１１月には、大和銀行と遺言信託・遺産整理

業務について提携し、平成１４年１月より、お客様のご依頼に基づき大和銀行に紹介するサービスを開始

しました。さらに平成１４年３月１日より大和銀行および大和銀信託銀行と信託代理店契約を締結して両行

の信託代理店となり、全国の主要な３２店舗を取扱店として信託代理業務の取り扱いを開始しております。

信託代理業務につきましては、各取扱店に業務知識を有する人材を配置し、大和銀行および大和銀信

託銀行と連携して、取扱店のお客様はもとより取扱店以外の支店のお客様にも最寄りの取扱店を通じて

信託サービスを提供する体制を整えており、これにより当行のお客様すべてに年金信託や土地信託、金

銭債権信託等のグループの優れた信託機能をご利用いただくことができるようになりました。

特に大和銀信託銀行が業界トップクラスの実績を有する年金信託をはじめとした年金業務につきまし

ては確定拠出年金業務とあわせて積極的に取り組んで行く方針で、年金制度の変革が進展するなか、高

度化・多様化するお客様のニーズにお応えすべく、グループ一体となって専門性の高いサービス・商品の

提供に努めてまいります。
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「あさひスペシャルチョイス」の取り扱い開始

平成１３年８月より、ＡＴＭ関連手数料のキャッシュバックサービス「あさひスペシャルチョイス」の取り扱

いを開始しました。

「あさひスペシャルチョイス」は、毎月一定額の手数料を支払うことで、お客様に最も身近なＡＴＭ関連

の手数料をキャッシュバックするサービスです。本サービスにはＡＴＭのご利用にあわせて３つのプラン

があり、プランＡでは当行ＡＴＭ時間外手数料、プランＢではさらにコンビニＡＴＭや他行ＡＴＭ利用手数

料、プランＣではさらに当行・コンビニＡＴＭカード振込手数料のキャッシュバックが受けられるなど、お

客様のライフスタイルにあわせたサービスを提供しています。

平日の日中に銀行に行く機会が少ないお客様や、当行以外のＡＴＭをご利用される機会の多いお客様

にとっては大変お得なサービスになっています。

休日ご相談窓口の開設

平成１４年３月、当行は、銀行営業時間中にご来店いただくのが困難なお客様のご要望にお応えするため、

平日夜間、土・日もご利用いただける資産運用相談専門店舗「あさひサポートプラザ大宮」を開設いたし

ました。

「あさひサポートプラザ大宮」は、ファイナンシャルプランナーなどの専門スタッフが常駐しており、お客

様が資産運用・住宅ローンなどをじっくりとご相談いただける窓口となっております。

また、金融情報サロンとして、インターネット、各種マネー情報誌、コーヒーサーバーなどを常備し、お

客様がお気軽にご利用いただけるスペースを提供しています。

さらに、平成１４年４月より、首都圏４店舗（浦和中央、熊谷駅前、吉祥寺、綱島）では、土曜日も資産運用

や住宅ローンのご相談がご利用いただける窓口をオープンいたしました。

４行共同募集の専用投資信託の取り扱い開始

平成１４年３月、りそなグループの統合第一号ファンドとして、あさひ東京投信株式会社が運用する「日本

株マーケット・ニュートラル（愛称：ニュートロン）」の取り扱いを４行共同で開始しました。このファンド

は、買いポートフォリオと売りポートフォリオをほぼ同額同時に行うことにより、株式市場の動向にかか

わらず安定したプラスリターンの獲得を狙いとしたものです。

また、５月には「ＣＡ保護機能付日経平均株価連動指向型ファンド２００２‐６（愛称：ユニトピアプラス）」を

販売いたしました。これは平成１３年１２月に統合発表を記念して、フランス最大のユニバーサルバンク

クレディ・アグリコルグループが運用する「ＣＡ保護機能付日経平均株価連動指向型ファンド２００１‐１２（愛

称：ユニトピア）」の販売でご好評をいただいたことから、その第二弾として開始いたしました。
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損害保険窓販商品がさらに充実

損害保険の窓口販売につきましては、平成１３年４月の解禁時より国内全店で「住宅ローン関連の長期火

災保険」の取り扱いを開始し、お客様からご好評をいただいておりますが、平成１３年８月から「家財」を対

象とした当行専用の火災保険「あさひ家財あんしんプラン」を追加いたしました。

「あさひ家財あんしんプラン」はあさひ銀行の住宅ローン利用者を対象とした保険料の団体割引が適

用されるほか、万一の際の補償面でも新価実損払いを採用した大変有利な商品です。

また、平成１３年７月より「海外旅行傷害保険インターネット契約サービス」の取り扱いも開始し、当行

ホームページからインターネットによる簡単な手続きにより海外旅行傷害保険のお申し込みを行うこと

が可能となりました。

インターネットを活用したお客様とのコミュニケーション充実

平成１３年３月、インターネットを活用したお客様とのコミュニケーションの充実を目的として、ｅＣＲＭシ

ステムを本格稼働させました。

具体的には、インターネット上の資産相談窓口となる「投資信託＆外貨預金相談室」、住宅ローン相談

窓口となる「住宅ローンなんでも相談」サービスを開始し、２４時間ご相談を受け付け、各々経験豊かな

専門スタッフがご回答しております。

さらに、ホームページの利用状況やお取引情報を分析することにより、お客様一人ひとりのニーズに

あった商品やサービスを電子メールによりご提案するワンツーワンマーケティングの展開を開始し、お

客様とのコミュニケーションの充実を図っております。

今後も、お客様のニーズにあったご提案をタイミングよくご提供し、また“いつでも”“どこでも”お取

り引きいただけるようインターネット関連サービスの機能拡充に取り組んでまいります。

中小企業向けインターネット関連サービスの展開

平成１３年９月、中小企業のお客様のニーズに幅広くお応えする「あさひビジネス応援サイト～飛躍宣言

～」をホームページ上に開設するとともに、法人版インターネットバンキング「あさひビジネスダイレク

ト」の取り扱いを開始しました。

「飛躍宣言」では、インターネットを利用したお客様とのコミュニケーション機能「ホットライン」による

融資商品「リテール４８」の相談、およびあさひ銀総合研究所の専門家がお応えする相談サービスを２４時

間受け付けしているほか、お客様の「売りたい」「買いたい」「パートナーを探したい」等のニーズにお応

えするコミュニティの場の提供など、お役に立つサービスを豊富に取り揃えております。

また、法人版インターネットバンキング「あさひビジネスダイレクト」では、振込・振替、入出金明細照

会、残高照会等のサービスをインターネットからご利用いただけるようになりました。
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中堅・中小企業向け貸出商品の拡充

中堅・中小企業のお客様の資金ニーズに幅広くお応えするため、以下のとおり、新商品開発等を行いま

した。

○スコアリング審査を活用した埼玉県信用保証協会保証付き貸出商品「特定保証ファンド」を開発し、埼

玉県内の各支店にて取り扱いを開始しました（平成１３年４月）。

○環境対策に取り組む企業向けに、「環境プランナーローン」の取り扱いを開始しました（平成１３年１２月）。

○地域密着の営業戦略を浸透させるため、「りそなグループ」統一の中小企業向け融資ファンド「リー

ジョナる」の取り扱いを開始しました（平成１４年６月）。

今後も、お客様のニーズの把握に努め、利便性が高く独自性のある商品を開発してまいります。

独自の「ベンチャーファンド」を相次ぎ設立

成長企業に対する支援・育成のため、業界内の当行親密企業との連携による『プライベートファンド』の設立

を進めています。

株式会社ＮＴＴデータ、株式会社デジタルガレージに続き、平成１３年９月には、第３弾として株式会社有線

ブロードネットワークスとの連携ファンドを設立しました。

また株式公開を指向する埼玉県内企業向け「地域密着型ファンド」として、平成１４年１月には『彩の国あさ

ひベンチャーファンド』を設立しました。当ファンドの特長は、埼玉県の支援機関と連携し、投資先の発掘か

ら資金の供給、投資後のフォローまで一貫した支援を行うことであり、「官民」が連携した新たな試みのファ

ンドとして、注目を集めております。

今後ともあさひ銀行グループは、将来性の高い中堅・中小企業等に対する成長支援を今まで以上に積極

的に行い、技術や発想のある会社を多方面から長い目で応援してまいります。

「あさひプライベートローン『自分計画』」の発売

平成１３年１２月より、株式会社クレディセゾンと提携し個人向け無担保ローン「あさひプライベートロー

ン『自分計画』」の取り扱いを開始いたしました。

本商品は同社の保証による無担保ローンで、金利は固定で９.８％（平成１４年５月末現在）、融資額は１０

万円から最大１００万円で、１０万円単位のご利用となります。

お申し込みは郵送のほか、ファクスによる２４時間受け付けが可能で、インターネットの利用もできま

す。お申し込みから最短２時間で審査結果をスピード回答いたします。

年収や勤続年数の基準を設けず、安定した収入があればアルバイトやパートの方にもお申し込みいた

だけるようになっております。

お手軽な申込手続きと、迅速な審査、幅広い資金使途にご利用できることで、より多くのお客様の

ニーズにお応えできる、使い勝手の良い商品となっております。
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「すまい・るパッケージ」の取り扱い開始

住宅金融公庫が公庫融資額の縮小を補うために、民間金融機関との協調融資制度の取り扱いを開始し

たことを受け、当行では、平成１４年４月より公庫融資との協調型住宅ローン「すまい・るパッケージ」の取

り扱いを開始いたしました。本商品は、住宅金融公庫融資を当行において同時にご利用されるお客様

を対象として、公庫融資のご利用とあわせてお客様の所要資金の８０％までのお借り入れを可能としてい

ます。また、当行では住宅融資保険料を銀行負担としており、お客様にとりまして大変有利な商品となっ

ております。

当行は、公庫融資縮小による住宅取得者の資金調達機能の低下に対する不安の解消に資するサービ

スや、商品の提供に積極的に取り組んでおります。

住宅ローンのサービス内容がさらに充実

より多くのお客様の住宅購入をバックアップさせていただきたいとの思いから、平成１４年６月から平成

１４年１２月受付分までの期間限定（ただし、平成１４年７月新規ご融資分からを対象とさせていただきま

す）で「あさひ住宅ローン〔保証料不要タイプ〕」の受け付けを開始いたしました。

また、同時に平成１４年１２月まで「住宅ローン金利優遇キャンペーン」を実施いたしております。

「あさひ住宅ローン〔保証料不要タイプ〕」は、約３０万先の住宅ローン利用者のデータベースを活用し

分析した結果から導きだした、一定のご返済能力判定基準をクリアしたお客様を対象として、通常、住宅

ローンのお借入時に一括してお支払いいただく保証会社への保証料を免除いたします。

「住宅ローン金利優遇キャンペーン」については、「あさひポイントバンク」「あさひ銀行クラブイーエー

プラス」にご加入され、当行に給与振込指定をいただいているお客様がマイホーム用住宅ローンをご利

用いただく際、固定金利特約２・３年の場合０.７％（当初固定金利特約期間）、変動金利の場合０.３％（変動

金利ご利用期間）、金利を優遇させていただきます。

この金利優遇は「あさひ住宅ローン〔保証料不要タイプ〕」にも適用し、お客様に多くのメリットを提供

いたします。

当行では引き続き、「住宅のあさひ」としてお客様の住宅資金計画において、利便性の高いサービス内

容の充実に努めてまいります。

当行の社内検定試験が金融業界で初めて厚生労働省から認定を取得

当行は、行員に対して実施する社内検定試験につき、平成１３年１１月に厚生労働大臣から、「技能振興上

奨励すべきもの」として認定を取得いたしました。この厚生労働大臣認定は、金融業界では当行が初の

取得であり、本試験の合格者には、「厚生労働省認定　あさひコンサルタント」の称号が付与されること

になりました。

当行では、行員をお客様のご期待に沿える専門性を持つ「問題解決のプロフェッショナル」として養成

するべく、新しい人材育成制度を構築してまいりました。今回認定を取得した社内検定試験は、この新

しい人材育成制度の根幹をなすものであります。これにより当行は、お客様のご期待に人材面からお応

えし、「最高水準のリテールバンキングサービス」を提供するための体制が整ったものと考えております。
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■最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

平成１０年３月期 平成１１年３月期 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

連結経常収益 １,０２３,１５５ ９５０,４８７ １,１６０,２６５ ９４３,７１６ ７３０,６７１
連結経常利益（△は連結経常損失） △１８８,６０５ △４１２,０４０ ９４,０５１ △１１,７４７ △７１４,７８０
連結当期純利益（△は連結当期純損失） △１０５,９５７ △２５４,０６５ ３１,４０４ △７,８４１ △５９２,２４３
連結純資産額 ９６２,０７９ １,３７０,３２５ １,３８８,１０４ １,３５８,７１１ ７４７,４１４
連結総資産額 ２９,１７６,６１０ ２９,２９６,１９２ ２８,７８８,１３１ ３１,１８７,６９７ ２５,６９０,３０３
連結ベースの１株当たり純資産額（円） ３７１.０８ ３４１.０２ ３４７.９５ ３３７.９５ １２２.４２
連結ベースの１株当たり当期純利益（円）
（△は連結ベースの１株当たり当期純損失） △４５.８２ △１０６.１１ ９.３９ △４.５３ △２０９.３２
連結自己資本比率（％） ９.３８ １１.９０ １１.８０ １１.１４ ８.７１

（国際統一基準） （国際統一基準） （国際統一基準） （国際統一基準） （国内基準）
連結自己資本利益率（％） 一 一 ２.７２ 一 一
連結株価収益率（倍） 一 一 ６１.１９ 一 一
営業活動によるキャッシュ・フロー △１１３,０１２ ８１,８３１ ６５３,２１６
投資活動によるキャッシュ・フロー ２６８,９２０ △２６５,０２６ ５５８,２４６
財務活動によるキャッシュ・フロー △４６,１６５ △１０７,８７１ △１２０,５４８
現金及び現金同等物の期末残高 ６０２,５６３ ７１２,１２０ ４２１,２８０ １,５１２,２１４
従業員数（人） １４,１９５ １３,９４８ １２,１４３
（外、平均臨時従業員数） （５,９４２） （６,０７１） （６,３８８）

（注）１. 平成１１年３月期の連結財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省
令」（平成１０年大蔵省令第１３６号）附則第２項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、これ
らの省令により改正された連結財務諸表規則を適用しております。

２. 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
３. 連結ベースの１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社
株式」を除く）で除して算出しております。

４. 連結ベースの１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結当期純利益（又は連結当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己
株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）で除して算出しております。

５. 連結自己資本比率は、平成１３年３月期までは、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき国際統一基準で算出しておりましたが、海外銀行業務からの撤退
に伴い、国内基準適用行となったため、平成１４年３月期より国内基準により算出しております。

６. 連結自己資本利益率及び連結株価収益率については、平成１０年３月期、平成１１年３月期、平成１３年３月期及び平成１４年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

■連結損益計算書（主要内訳） （単位：億円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期 前期比増減

経常収益 ９,４３７ ７,３０６ △２,１３０
うち資金運用収益 ５,５６７ ４,９０３ △６６４
役務取引等収益 ８７４ ８７６ １
特定取引収益 ４４ ４９ ５
その他業務収益 ２５４ ４７０ ２１５
その他経常収益 ２,６９５ １,００６ △１,６８８

経常費用 ９,５５４ １４,４５４ ４,８９９
うち資金調達費用 １,７５０ １,０３８ △７１２
役務取引等費用 ２０１ ２１１ １０
特定取引費用 一 ０ ０
その他業務費用 １４１ １４４ ３
営業経費 ２,７５０ ２,７３１ △１９
その他経常費用 ４,７１０ １０,３２７ ５,６１７

経常利益（△は経常損失） △１１７ △７,１４７ △７,０３０
特別損益 △７４ △２１３ △１３８
税金等調整前当期純利益
（△は税金等調整前当期純損失） △１９２ △７,３６１ △７,１６８
法人税、住民税及び事業税 １１８ ２３ △９４
法人税等調整額 △２２９ △１,４７３ △１,２４４
少数株主利益（△は少数株主損失） △２ １０ １３
当期純利益（△は当期純損失） △７８ △５,９２２ △５,８４４

（注）単体決算比は、平成１４年３月期における連結決算と単体決算の差異であります。
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部門別損益の内訳 （単位：百万円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

資金運用収支 ３６２,５８０ １９,３８０ ２４２ ３８１,７１７ ３７９,７７７ ６,７１４ ３６ ３８６,４５５
資金運用収益 ４９１,８７６ ７５,７６２ １０,８４７ ５５６,７９２ ４６３,０９３ ３７,２５４ １０,０４１ ４９０,３０５
資金調達費用 １２９,２９６ ５６,３８２ １０,６０４ １７５,０７４ ８３,３１５ ３０,５３９ １０,００５ １０３,８５０

役務取引等収支 ６８,７０６ ７１３ ２,１２１ ６７,２９８ ６８,６８１ ３７０ ２,５８３ ６６,４６８
役務取引等収益 １００,８８３ １,１６０ １４,５７８ ８７,４６５ １０３,２６０ ５０４ １６,１１３ ８７,６５１
役務取引等費用 ３２,１７６ ４４７ １２,４５６ ２０,１６６ ３４,５７８ １３３ １３,５２９ ２１,１８２

特定取引収支 ４,５５８ △１０２ 一 ４,４５５ ５,０６０ △８２ 一 ４,９７８
特定取引収益 ４,５５８ △１０２ 一 ４,４５５ ５,０８１ △８２ 一 ４,９９９
特定取引費用 一 一 一 一 ２１ 一 一 ２１

その他業務収支 １２,１１４ ８ ７４１ １１,３８０ ３１,８７４ ６８８ 一 ３２,５６３
その他業務収益 ２５,５５７ ６６５ ７４１ ２５,４８１ ４６,１６６ ８６０ 一 ４７,０２７
その他業務費用 １３,４４３ ６５７ 一 １４,１００ １４,２９２ １７１ 一 １４,４６４

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内に本店を有する連結子会社（以下、「国内連結子会社」という）であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社（以
下、「海外連結子会社」という）であります。

２.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

■連結貸借対照表（主要内訳） （単位：億円）

平成１３年３月末 平成１４年３月末 前期比増減

現金預け金 １５,７８６ １６,６４４ ８５７
コールローン及び買入手形 ９,０１６ ９１０ △８,１０６
買入金銭債権 ２４ ０ △２４
特定取引資産 ７,７７６ ５,７４１ △２,０３５
金銭の信託 ６００ ４００ △２００
有価証券 ４２,３４４ ３３,１９１ △９,１５２
貸出金 ２０６,１６３ １７２,４０２ △３３,７６０
外国為替 ７４０ １,１４５ ４０４
その他資産 ６,２１８ ６,８２０ ６０１
動産不動産 ４,８４７ ５,７３３ ８８５
繰延税金資産 ３,２３３ ４,６２１ １,３８８
連結調整勘定 ６８ ５１ △１７
支払承諾見返 １９,７７８ １５,０９２ △４,６８５
貸倒引当金 △４,７２３ △５,８５２ △１,１２９
資産の部合計 ３１１,８７６ ２５６,９０３ △５４,９７３
預　金 ２０４,４０１ １８９,０５７ △１５,３４３
譲渡性預金 ２９,６４７ ３,０９８ △２６,５４９
コールマネー及び売渡手形 １２,７２２ １７,６５７ ４,９３４
売現先勘定 一 ２,７６９ ２,７６９
コマーシャル・ペーパー ４,２００ ２００ △４,０００
特定取引負債 ２,１１４ １,９３７ △１７７
借用金 ９,０７４ ６,４５５ △２,６１９
外国為替 ８７ ３３ △５３
社　債 ４,４５３ ４,００２ △４５１
その他負債 １０,２８５ ７,３６５ △２,９１９
賞与引当金 一 ４８ ４８
退職給付引当金 ２２８ ６１ △１６６
債権売却損失引当金 ３７６ １０５ △２７０
特別法上の引当金 ０ ０ 一
再評価に係る繰延税金負債 ８３１ ７４２ △８９
支払承諾 １９,７７８ １５,０９２ △４,６８５
負債の部合計 ２９８,２０４ ２４８,６２９ △４９,５７５
少数株主持分 ８５ ７９９ ７１４
資本の部合計 １３,５８７ ７,４７４ △６,１１２
負債、少数株主持分及び資本の部合計 ３１１,８７６ ２５６,９０３ △５４,９７３
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■国内・海外別資金運用／調達の状況（連結） （単位：百万円、％）

平成１４年３月期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

資金運用勘定 平均残高 ２５,１５５,３３９ ９６７,２８７ ８０７,７０９ ２５,３１４,９１７
利　息 ４６３,０９３ ３７,２５４ １０,０４１ ４９０,３０５
利回り １.８４ ３.８５ 一 １.９３

うち貸出金 平均残高 １９,３６３,６３０ ６９７,７０９ ６９３,５９９ １９,３６７,７３９
利　息 ３９９,５６０ ２０,９４２ ９,９８２ ４１０,５２０
利回り ２.０６ ３.００ 一 ２.１１

有価証券 平均残高 ４,４１９,６１８ ４５,１９７ ５５,８３４ ４,４０８,９８１
利　息 ４４,１１１ ２,１４５ ３６ ４６,２２０
利回り ０.９９ ４.７４ 一 １.０４

コールローン 平均残高 ６００,６２０ ２３,２１５ 一 ６２３,８３５
及び買入手形 利　息 １０８ １,０６９ 一 １,１７７

利回り ０.０１ ４.６０ 一 ０.１８
買現先勘定 平均残高 ３,８５７ 一 一 ３,８５７

利　息 ０ 一 一 ０
利回り ０.００ 一 一 ０.００

預け金 平均残高 ６９３,９１７ １８６,７２２ ５８,３４８ ８２２,２９１
利　息 １０,６１２ ８,９５９ ２２ １９,５４９
利回り １.５２ ４.７９ 一 ２.３７

資金調達勘定 平均残高 ２５,３８５,４７７ ９６１,０６２ ７３７,８９９ ２５,６０８,６４０
利　息 ８３,３１５ ３０,５３９ １０,００５ １０３,８５０
利回り ０.３２ ３.１７ 一 ０.４０

うち預金 平均残高 １８,６６９,０７５ ３７３,６５３ ４３,４３５ １８,９９９,２９３
利　息 ３８,５７３ １５,８５５ １６ ５４,４１２
利回り ０.２０ ４.２４ 一 ０.２８

譲渡性預金 平均残高 ２,８６７,２７４ ４６,５０３ １５,４００ ２,８９８,３７８
利　息 ２,２１８ ２,１１５ ５ ４,３２７
利回り ０.０７ ４.５４ 一 ０.１４

コールマネー 平均残高 １,８７３,３８６ ４ 一 １,８７３,３９０
及び売渡手形 利　息 ２,５６６ ０ 一 ２,５６６

利回り ０.１３ ４.５１ 一 ０.１３
売現先勘定 平均残高 ３６５,０８７ 一 一 ３６５,０８７

利　息 ９２ 一 一 ９２
利回り ０.０２ 一 一 ０.０２

コマーシャル・ 平均残高 １７４,８４９ 一 一 １７４,８４９
ペーパー 利　息 ２２０ 一 一 ２２０

利回り ０.１２ 一 一 ０.１２
借用金 平均残高 １,２５４,１５５ ２１４,８６７ ６８７,５５９ ７８１,４６３

利　息 ２１,６４６ ３,１０３ ９,９８２ １４,７６７
利回り １.７２ １.４４ 一 １.８８

（注）１. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、金融業以外の国内連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。海外連結子
会社の平均残高は、原則として半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。

２.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

連結剰余金期首残高 １２４,１８３ １４１,８８６ １１７,３６０
連結剰余金増加高 ４,３２９ ５,１９２ １５,８１０
再評価差額金取崩に伴う剰余金増加高 ４,３２９ ４,９７６ １３,８２８
持分法適用会社の減少に伴う剰余金増加高 ― ２１５ １,９８１

連結剰余金減少高 １８,０３１ ２１,８７７ ２,４７５
配当金 １７,９９６ ２１,８７７ ２,４７５
連結範囲変更に伴う剰余金減少高 ３５ 一 一

当期純利益（△は当期純損失） ３１,４０４ △７,８４１ △５９２,２４３
連結剰余金期末残高（△は欠損金期末残高） １４１,８８６ １１７,３６０ △４６１,５４８
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（単位：百万円、％）

平成１３年３月期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

資金運用勘定 平均残高 ２５,５９４,９９２ １,７６２,９４３ ６７２,１２４ ２６,６８５,８１２
利　息 ４９１,８７６ ７５,７６２ １０,８４７ ５５６,７９２
利回り １.９２ ４.２９ 一 ２.０８

うち貸出金 平均残高 １９,６９９,７８９ １,３１７,８２３ ５４７,２５５ ２０,４７０,３５７
利　息 ４１５,６７６ ４７,１３４ １０,５６２ ４５２,２４８
利回り ２.１１ ３.５７ 一 ２.２０

有価証券 平均残高 ４,５４４,３３６ ７３,３９５ ３０,１８１ ４,５８７,５５１
利　息 ４９,０９０ ４,６９５ ２４２ ５３,５４４
利回り １.０８ ６.３９ 一 １.１６

コールローン 平均残高 ５９４,４１５ １３,８２９ 一 ６０８,２４５
及び買入手形 利　息 １,４６３ ９０２ 一 ２,３６５

利回り ０.２４ ６.５２ 一 ０.３８
預け金 平均残高 ７０２,９１１ ３３２,１０１ ９４,６８６ ９４０,３２６

利　息 １８,２６２ ２０,２５６ ４１ ３８,４７７
利回り ２.５９ ６.０９ 一 ４.０９

資金調達勘定 平均残高 ２４,９４２,２３６ １,５２９,６５３ ６７６,８９５ ２５,７９４,９９４
利　息 １２９,２９６ ５６,３８２ １０,６０４ １７５,０７４
利回り ０.５１ ３.６８ 一 ０.６７

うち預金 平均残高 １９,７３８,１７７ ７６７,７０３ ８８,２６５ ２０,４１７,６１４
利　息 ６３,８３７ ４０,１４６ ４１ １０３,９４２
利回り ０.３２ ５.２２ 一 ０.５０

譲渡性預金 平均残高 ２,１２０,７７９ ４０,５７９ ９,３３３ ２,１５２,０２５
利　息 ６,１４８ ２,６７０ 一 ８,８１９
利回り ０.２８ ６.５８ 一 ０.４０

コールマネー 平均残高 １,６４０,１９９ １,２５３ 一 １,６４１,４５３
及び売渡手形 利　息 ６,９２７ ８０ 一 ７,００７

利回り ０.４２ ６.３８ 一 ０.４２
コマーシャル・ 平均残高 ２４９,２１９ 一 一 ２４９,２１９
ペーパー 利　息 ８４２ 一 一 ８４２

利回り ０.３３ 一 一 ０.３３
借用金 平均残高 ９３７,２９３ ３６９,４９７ ５４３,９９９ ７６２,７９０

利　息 ２１,８４４ ５,８５０ １０,５６２ １７,１３１
利回り ２.３３ １.５８ 一 ２.２４

（注）１. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、金融業以外の国内連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。海外連結子
会社の平均残高は、原則として半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。

２.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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■国内・海外別役務取引の状況（連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

役務取引等収益 １００,８８３ １,１６０ １４,５７８ ８７,４６５ １０３,２６０ ５０４ １６,１１３ ８７,６５１
うち預金・貸出業務 １４,７６５ ２８６ 一 １５,０５１ １５,４４２ ９４ ５ １５,５３１
為替業務 ２７,４９２ ３３８ ７３ ２７,７５８ ２７,４９０ １５１ ６６ ２７,５７５
証券関連業務 ３,７７１ １０ ３８ ３,７４３ ３,４３１ ６ ５９ ３,３７８
代理業務 ３,５４１ 一 一 ３,５４１ ３,５８５ 一 一 ３,５８５
保護預り・貸金庫業務 ２,３８４ 一 一 ２,３８４ ２,３１５ 一 一 ２,３１５
保証業務 ２４,４５４ ２７０ ９,４２０ １５,３０４ ２５,６０２ １５３ １０,３９２ １５,３６４

役務取引等費用 ３２,１５７ ４６６ １２,４５６ ２０,１６６ ３４,５７８ １３３ １３,５２９ ２１,１８２
うち為替業務 ５,１４２ ２４ ７２ ５,０９３ ５,３３２ ３ ６５ ５,２７０

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

■特定取引収益・費用の内訳（連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

特定取引収益 ４,５５８ △１０２ 一 ４,４５５ ５,０８１ △８２ 一 ４,９９９
うち商品有価証券収益 ３９２ 一 一 ３９２ ２６９ 一 一 ２６９

特定取引有価証券収益 ２ 一 一 ２ 一 一 一 一
特定金融派生商品収益 ２,７９０ △１０２ 一 ２,６８８ ３,９３４ △８２ 一 ３,８５２
その他の特定取引収益 １,３７３ 一 一 １,３７３ ８７７ 一 一 ８７７

特定取引費用 一 一 一 一 ２１ 一 一 ２１
（注）「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。

■特定取引資産・負債の内訳（連結） （単位：百万円）

平成１３年３月末 平成１４年３月末
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

特定取引資産 ７７２,０９４ ５,５９２ 一 ７７７,６８６ ５７４,１３４ 一 一 ５７４,１３４
うち商品有価証券 ２２,１３７ 一 一 ２２,１３７ ６,１１８ 一 一 ６,１１８
特定金融派生商品 １８２,１５１ ５,５９２ 一 １８７,７４４ １９６,３３３ 一 一 １９６,３３３
その他の特定取引資産 ５６７,８０５ 一 一 ５６７,８０５ ３７１,６８２ 一 一 ３７１,６８２

特定取引負債 ２０６,４１２ ５,０８４ 一 ２１１,４９６ １９３,７８６ 一 一 １９３,７８６
うち売付商品債券 ２６,５８７ 一 一 ２６,５８７ 一 一 一 一

商品有価証券派生商品 １３ 一 一 １３ ４ 一 一 ４
特定金融派生商品 １７９,８１１ ５,０８４ 一 １８４,８９５ １９３,７８２ 一 一 １９３,７８２

（注）「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
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■預金の種類別残高（連結） （単位：百万円）

平成１３年３月末 平成１４年３月末
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

流動性預金 ７,９４６,８２７ ４９,９１４ １２,６３９ ７,９８４,１０２ １１,１９７,９９４ 一 ４３,３６７ １１,１５４,６２７
定期性預金 １０,９１７,０１７ ７３１,３７３ ９１８ １１,６４７,４７３ ７,２６２,６０５ 一 ５７５ ７,２６２,０３０
その他 ８０８,５５６ ３０ 一 ８０８,５８７ ４８９,１４１ 一 一 ４８９,１４１
合　計 １９,６７２,４０１ ７８１,３１９ １３,５５７ ２０,４４０,１６３ １８,９４９,７４１ 一 ４３,９４３ １８,９０５,７９８

譲渡性預金 ２,９１３,５００ ６８,２９５ １７,０００ ２,９６４,７９５ ３３９,０２０ 一 ２９,２００ ３０９,８２０
総合計 ２２,５８５,９０１ ８４９,６１４ ３０,５５７ ２３,４０４,９５８ １９,２８８,７６１ 一 ７３,１４３ １９,２１５,６１８

（注）１.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
２.定期性預金＝定期預金＋定期積金
３.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
４.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

■業種別貸出金（連結） （単位：百万円、％）

平成１３年３月末 平成１４年３月末

国内（除く特別国際金融取引勘定分） ２０,０２６,２７３（１００.００） １７,６０６,３１５（１００.００）

製造業 ２,６９６,２８１（ １３.４６） ２,０６７,９２６（ １１.７４）

農　業 ２１,０８０（ ０.１０） １７,６２２（ ０.１０）

林　業 １,２３６（ ０.０１） １,０７０（ ０.０１）

漁　業 １,７１４（ ０.０１） １,２９８（ ０.０１）

鉱　業 ２６,０１０（ ０.１３） ２４,４８２（ ０.１４）

建設業 １,１０６,０１９（ ５.５２） ８０７,１０２（ ４.５８）

電気・ガス・熱供給・水道業 ８３,４１７（ ０.４２） ４８,３９５（ ０.２７）

運輸・通信業 ６１２,８４７（ ３.０６） ５０８,４０９（ ２.８９）

卸売・小売業、飲食店 ２,７８１,９８１（ １３.８９） ２,０８４,５５９（ １１.８４）

金融・保険業 ９４５,８０６（ ４.７２） ７９４,０１０（ ４.５１）

不動産業 ２,２１０,４３３（ １１.０４） １,９５７,５１５（ １１.１２）

サービス業 ２,０４９,８２４（ １０.２４） １,７９２,４２６（ １０.１８）

地方公共団体 ３９５,０６７（ １.９７） ３８５,００５（ ２.１９）

その他 ７,０９４,５５１（ ３５.４３） ７,１１６,４９０（ ４０.４２）

海外及び特別国際金融取引勘定分 ７７４,９１７（１００.００） ３４,６１６（１００.００）

政府等 １９,２３５（ ２.４８） １,２５１（ ３.６１）

金融機関 ５９,８７３（ ７.７３） １０,４４３（ ３０.１７）

その他 ６９５,８０７（ ８９.７９） ２２,９２１（ ６６.２２）

相殺消去額（△） １８４,８６２ ４００,６５０
合　計 ２０,６１６,３２８ １７,２４０,２８１

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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■有価証券残高（連結） （単位：百万円）

平成１３年３月末 平成１４年３月末
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

国　債 １,４９８,８７５ 一 一 １,４９８,８７５ １,９１５,１４８ 一 一 １,９１５,１４８
地方債 ２４６,２８９ 一 一 ２４６,２８９ ８４,６５９ 一 一 ８４,６５９
社　債 ３８９,３３０ 一 一 ３８９,３３０ ２８６,９８９ 一 一 ２８６,９８９
株　式 １,８３２,７１５ 一 ２０,０８３ １,８１２,６３２ １,０３４,０３７ 一 １０８,５３４ ９２５,５０３
その他の証券 ２１０,３９９ ８４,７５３ ７,８６６ ２８７,２８６ １１１,７２２ 一 ４,８６２ １０６,８５９
合　計 ４,１７７,６１１ ８４,７５３ ２７,９４９ ４,２３４,４１４ ３,４３２,５５７ 一 １１３,３９６ ３,３１９,１６０

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
２.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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退職給付債務に関する事項 （単位：百万円）

平成１３年３月末 平成１４年３月末

退職給付債務 （A） △４００,７８２ △４２３,１５０
年金資産 （B） ２７４,９９４ ３６７,５８３
未積立退職給付債務 （C）＝（A）＋（B） △１２５,７８７ △５５,５６６
会計基準変更時差異の未処理額 （D） ７３,０３８ ５４,８９８
未認識数理計算上の差異 （E） ４８,７４２ １０５,４０９
連結貸借対照表計上額純額 （F）＝（C）＋（D）＋（E） △４,００６ １０４,７４１
前払年金費用 （G） １８,８８０ １１０,９３７
退職給付引当金 （F）－（G） △２２,８８７ △６,１９６

（注）１.厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
２. 当連結会計年度においては、平成１２年３月３１日付けで厚生年金保険法が改正されたことに伴い、当行の厚生年金基金の代行部分に係る支給開始年齢の引き上げについての規約改正を
行ったため、過去勤務債務（債務の減少）が発生しております。

３. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
４. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
５. 上記のほか、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない複数事業主制度に係る年金資産（時価）が２,２９７百万円あります。

■退職給付会計基準について

■外国政府等向け債権残高（国別、連結） （単位：百万円）

平成１３年３月末 平成１４年３月末

外国政府等向け債権残高 インドネシア ２４,３３５ インドネシア ３９８
アルジェリア ５ アルゼンチン ７

ブルガリア ６
アルジェリア ５

合　計 ２４,３４０ ４１７
（資産の総額に対する割合） （０.０７％） （０.００％）
（注）日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております。
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退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

平成１３年３月期 平成１４年３月期

（１）割引率 ３.５％ ３.０％
（２）期待運用収益率 ５.４％ ４.７％
（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
（４）過去勤務債務の額の処理年数 一

（５）数理計算上の差異の処理年数

（６）会計基準変更時差異の処理年数

５年～１０年（発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数による定額法によ
り、翌連結会計年度から費用処理すること
としている）

主として５年（当行及び一部の連結子会社
では、退職給付信託を設定したことにより、
期首退職給付債務の一部を一括費用処理
している）

１年（その発生年度に一括して費用処理す
ることとしている）
５年～１０年（各連結会計年度の発生時の従
業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
による定額法により按分した額を、それぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理す
ることとしている）
主として５年

退職給付費用に関する事項 （単位：百万円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期

勤務費用 ９,４６７ ９,９８６
利息費用 １３,７７８ １３,９９３
期待運用収益 △１２,７３３ △１１,５６６
過去勤務債務の費用処理額 一 △６,１９０
数理計算上の差異の費用処理額 一 ４,８７６
会計基準変更時差異の費用処理額 ５８,６７４ １８,２５９
その他（退職給付債務の対象外の退職金） ２,６９９ ６,８２１
退職給付費用 ７１,８８６ ３６,１８０

（注）１.前連結会計年度においては、前中間連結会計期間末までに退職給付信託を設定したことにより、信託財産の拠出時の時価に相当する期首退職給付債務を一括費用処理した額４０,４１３百
万円を含んでおります。

２. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。
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■当行グループの事業系統図

当行は、従来からのリテール特化戦略をさらに発展・拡大させ、メガバンクと異なる「スーパー・リージョナル・バンク」、すなわち、「地域密
着を基本とする新たな地域金融機関の連合体」を創造し、お客様の利便性を最大化すべく、平成１４年３月に大和銀行グループと持株会社の下
で経営統合し、株式会社大和銀ホールディングスの完全子会社となりました。
このなかで当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、子会社２８社、関連会社３社で構成され、銀行信託業務を中心に、クレジッ

ト・カード業務等の金融サービスを提供しております。

＜銀行業務＞

●本支店・出張所等及び主要な連結子会社・持分法適用会社

＜銀行・信託業務＞

＜銀行業務＞

＜銀行業務＞

＜銀行・信託業務＞

（注）１．当行は国内リテール分野への徹底した経営資源の集中を図るため、海外営業拠点（海外支店、海外出張所、及び上記の資金調達目的の為の海外２現地法人を除く海外現地法人）につき
ましては、全面的に廃止いたしました。

２．平成１４年１０月１日を目処に、あさひ信託銀行株式会社を株式会社大和銀行と大和銀信託銀行株式会社へ合併及び営業譲渡により統合する予定です。
３．平成１５年３月を目処に、当行と株式会社大和銀行を分割・合併により「埼玉りそな銀行」と「りそな銀行」に再編する予定です。

当行の業務内容は次のとおりです。

Ａ 預金業務
(a)預金 当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住者

円預金、外貨預金等を取り扱っております。
(b)譲渡性預金 譲渡可能な定期預金を取り扱っております。

Ｂ 貸出業務
(a)貸付　 手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。
(b)手形の割引 銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取り扱っております。

Ｃ 商品有価証券売買業務 国債等公共債の売買業務を行っております。
Ｄ 有価証券投資業務 預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。
Ｅ 内国為替業務 送金為替、当座振込及び代金取立等を取り扱っております。
Ｆ 外国為替業務 輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。
Ｇ 社債受託及び登録業務 担保附社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託及び登録に関する業務を行っております。
Ｈ 金融先物取引等の受託等業務 金融先物・オプション取引、証券先物・オプション取引の受託及び金利先渡取引・為替先渡取引業務

を行っております。
Ｉ 附帯業務
(a)代理業務
イ　日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店及び国債代理店業務　　ロ　地方公共団体の公金取扱業務　　ハ　株式払込金の受
入代理業務及び株式配当金、公社債元利金の支払代理業務　　ニ　中小企業退職金共済事業団等の代理店業務　
ホ　中小企業金融公庫等の代理貸付業務

(b)保護預り及び貸金庫業務
(c)有価証券の貸付
(d)債務の保証（支払承諾）
(e)金の売買
(f )公共債の引受
(g)国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売
(h)コマーシャル・ペーパー等の取り扱い

株
式
会
社
　
大
和
銀
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

株式会社　あさひ銀行 国　内

株式会社　大和銀行

株式会社　近畿大阪銀行

株式会社　奈良銀行

米州地域

大和銀信託銀行株式会社

・本店ほか支店２８８、出張所１０、代理店２

・主要な子会社
あさひ信託銀行株式会社 （信託・銀行業務）
あさひ銀リテールファイナンス株式会社 （ファイナンス業務）
あさひ銀保証株式会社 （信用保証業務）
あさひ銀ファイナンスサービス株式会社 （ファクタリング業務）
あさひ債権回収株式会社 （債権管理回収業務）
共同抵当証券株式会社 （抵当証券業務）
あさひカード株式会社 （クレジットカード業務）
あさひ銀リース株式会社 （総合リース業務）
あさひ銀事業投資株式会社 （ベンチャーキャピタル業務）
あさひ東京投信株式会社 （投信委託・投資顧問業務）
株式会社あさひ銀総合研究所 （コンサルティング業務）
あさひ銀総合システム株式会社 （情報処理サービス業務）

・主要な関連会社
あさひリテール証券株式会社 （証券業務）

・主要な子会社
あさひファイナンス（ケイマン） （ファイナンス業務）
（Asahi Finance (Cayman) Ltd.）
あさひプリファードセキュリティーズ（ケイマン） （ファイナンス業務）
（Asahi Preferred Securities (Cayman). Limited）
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国

内

２０

社

■連結子会社及び関連会社 （平成１４年３月末現在）

（注）１. ４月以降、あさひ銀ファイナンスサービス㈱、共同抵当証券㈱、あさひ銀リース㈱は増資を行いました。増資後の資本金は下記のとおりです。
あさひ銀ファイナンスサービス㈱ 資本金５,２００百万円
共同抵当証券㈱ 資本金９,９００百万円
あさひ銀リース㈱ 資本金２,７１０百万円

２. ６月１８日にあさひ信託銀行㈱の全株式を㈱大和銀ホールディングスに譲渡しました。これにより、あさひ信託銀行㈱は当行の子会社ではなくなりました。

連

結

子

会

社

関連
会社

当行 子会社等

会社名 所在地 資本金 主要業務内容 設立年月日 議決権 議決権 区分保有割合 保有割合
（百万円） （％） （％）

あさひ信託銀行㈱ さいたま市高砂２-６-５ １０,０００ 信託業務、銀行業務 平成８年３月６日 １００.００ ０.００

あさひ銀リテールファイナンス㈱ 豊島区南池袋１-２１-５ １０,２００ ファイナンス業務 昭和５４年７月５日 １００.００ ０.００

あさひ銀保証㈱ さいたま市常盤１０-１３-１０ ３５,３００ 信用保証業務 昭和５０年５月８日 １００.００ ０.００

あさひ銀ファイナンスサービス㈱ 中央区日本橋茅場町１-１０-５ ２００ ファクタリング業務 昭和５３年１０月２５日 ３９.００ ６１.００

あさひ債権回収㈱ 千代田区九段南１-５-６ ５００ 債権管理回収業務 平成１２年１０月２５日 １００.００ ０.００

共同抵当証券㈱ 中央区日本橋本町２-１-７ ２,４００ 抵当証券業務 昭和５９年２月９日 ４１.１１ ０.００

あさひカード㈱ 中央区日本橋室町１-２-６ ２００
クレジットカード業務、

昭和５８年２月１２日 ５.００ ４２.５０
信用保証業務

あさひ銀リース㈱ 中央区日本橋小網町１３-７ ７１０ 総合リース業務 昭和５１年４月２日 ５.００ ３７.３３

あさひ銀事業投資㈱ 中央区京橋１-３-１ ４,４５０ ベンチャーキャピタル業務 昭和６３年３月２９日 ４８.２５ ２６.７９

あさひ東京投信㈱ 中央区日本橋室町３-２-１５ ７８０
投資信託委託業務・

昭和６２年１１月１８日 ２６.６９ ２３.２１
投資顧問業務

㈱あさひ銀総合研究所 中央区京橋１-３-１ ４００ コンサルティング業務 昭和６１年１０月１日 ５.００ ４５.００

あさひ銀総合システム㈱
港区南青山３-１０-４３

６５０ 情報処理サービス業務 昭和４６年７月１日 ５.００ ２６.５０
（登記上：さいたま市針ケ谷４-２-２０）

あさひ銀ビジネスサービス㈱ さいたま市高砂２-９-１５ ８０ 事務等受託業務 昭和５５年７月２５日 １００.００ ０.００

あさひ銀ソフトウェア㈱ さいたま市北浦和４-５-５ ８０ システム開発・保守業務 昭和５８年１０月１日 １００.００ ０.００

あさひ銀キャリアサービス㈱ 千代田区神田駿河台２-１-９ ６０ 人材派遣業務 昭和６２年１０月２日 １００.００ ０.００

あさひ銀総合サービス㈱ 板橋区板橋３-１-１ ５０
福利厚生業務・

昭和４８年５月７日 １００.００ ０.００
事務等受託業務

あさひ総合管理㈱ 中央区京橋３-１-３ ３００ 担保不動産の競落・管理業務 平成７年１月１２日 １００.００ ０.００

あさひ銀ビルディング㈱ 千代田区大手町１-１-２ ５０ 不動産賃貸・管理業務 昭和６３年３月５日 １００.００ ０.００

あさひ銀ビル管理㈱ 目黒区上目黒３-２-３ １０ ビル清掃・管理業務 昭和５４年９月２０日 １００.００ ０.００

あさひリテール証券㈱ 中央区日本橋室町３-２-１５ ４,７２７ 証券業務 昭和２２年８月２７日 １２.８３ ７.５１
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■連結貸借対照表 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金※８ １,１８７,７６９ １,５７８,６５５ １,６６４,４４４
コールローン及び買入手形 １５３,５６３ ９０１,６９５ ９１,０００
買入金銭債権 ４２９ ２,４５８ ３１
特定取引資産※８ ４３８,９６２ ７７７,６８６ ５７４,１３４
金銭の信託 ２１０,０００ ６０,０５０ ４０,０５０
有価証券※１、２、８ ３,６３９,１１２ ４,２３４,４１４ ３,３１９,１６０
貸出金※３、４、５、６、７、８、９ ２０,５８１,７３４ ２０,６１６,３２８ １７,２４０,２８１
外国為替 ６５,１４１ ７４,０４５ １１４,５００
その他資産※８、１０ ４１９,８２０ ６２１,８９４ ６８２,０９０
動産不動産※８、１１、１２ ４７８,３４２ ４８４,７７８ ５７３,３３２
繰延税金資産 ３０３,６５７ ３２３,３１２ ４６２,１３９
連結調整勘定 ８,１９２ ６,８３２ ５,１２４
支払承諾見返 １,７６０,１９２ １,９７７,８７７ １,５０９,２８４
貸倒引当金 △４５８,７８６ △４７２,３３４ △５８５,２７２
資産の部合計 ２８,７８８,１３１ ３１,１８７,６９７ ２５,６９０,３０３

負債の部 預金※８ １９,９２１,４６５ ２０,４４０,１６３ １８,９０５,７９８
譲渡性預金 １,９７６,０９１ ２,９６４,７９５ ３０９,８２０
コールマネー及び売渡手形※８ １,２７８,８３６ １,２７２,２８５ １,７６５,７１８
売現先勘定※８ 一 一 ２７６,９８３
コマーシャル・ペーパー １２０,０００ ４２０,０００ ２０,０００
特定取引負債 ４０,３１０ ２１１,４９６ １９３,７８６
借用金※８、１３ ８２３,４５８ ９０７,４９８ ６４５,５６６
外国為替 ４,７７５ ８,７３９ ３,３６０
社債※１４ ３７０,６１５ ４４５,３９０ ４００,２２０
その他負債※８ ９１０,４９０ １,０２８,５０５ ７３６,５６１
賞与引当金 ― ― ４,８０６
退職給与引当金 ２７,２２４ 一 一
退職給付引当金 ― ２２,８８７ ６,１９６
債権売却損失引当金 ６４,０７３ ３７,６５４ １０,５９５
特定債務者支援引当金 ６,６０３ 一 一
特別法上の引当金 ０ ０ ０
再評価に係る繰延税金負債※１１ ８７,２７２ ８３,１６７ ７４,２２１
支払承諾 １,７６０,１９２ １,９７７,８７７ １,５０９,２８４
負債の部合計 ２７,３９１,４０９ ２９,８２０,４６１ ２４,８６２,９２０

少数株主持分
少数株主持分 ８,６１７ ８,５２４ ７９,９６８

資本の部 資本金 ６０５,３５６ ６０５,３５６ ６０５,３５６
資本準備金 ５０９,４８６ ５０９,４８６ ５０９,４８６
再評価差額金※１１ １３１,４００ １２７,２２３ １１３,３０１
連結剰余金（△は欠損金） １４１,８８６ １１７,３６０ △４６１,５４８
その他有価証券評価差額金 ― ― △１９,１８２
為替換算調整勘定 ― △６９７ ０
計 １,３８８,１３０ １,３５８,７２９ ７４７,４１４
自己株式 △９ △２ ―
子会社の所有する親会社株式 △１６ △１６ ―
資本の部合計 １,３８８,１０４ １,３５８,７１１ ７４７,４１４
負債、少数株主持分及び ２８,７８８,１３１ ３１,１８７,６９７ ２５,６９０,３０３資本の部合計

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき
監査法人の監査証明を受けております。
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■連結損益計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

経常収益 １,１６０,２６５ ９４３,７１６ ７３０,６７１
資金運用収益 ５８９,１４８ ５５６,７９２ ４９０,３０５

貸出金利息 ４５８,６８８ ４５２,２４８ ４１０,５２０
有価証券利息配当金 ５６,１３６ ５３,５４４ ４６,２２０
コールローン利息及び買入手形利息 ６９０ ２,３６５ １,１７７
買現先利息 一 一 ０
預け金利息 １２,８５９ ３８,４７７ １９,５４９
その他の受入利息 ６０,７７４ １０,１５６ １２,８３８

役務取引等収益 ８６,４５３ ８７,４６５ ８７,６５１
特定取引収益 １,７８７ ４,４５５ ４,９９９
その他業務収益 ２４,２０７ ２５,４８１ ４７,０２７
その他経常収益※１ ４５８,６６８ ２６９,５２１ １００,６８７

経常費用 １,０６６,２１４ ９５５,４６３ １,４４５,４５１
資金調達費用 ２０８,４９０ １７５,０７４ １０３,８５０

預金利息 ７４,０００ １０３,９４２ ５４,４１２
譲渡性預金利息 ３,７４８ ８,８１９ ４,３２７
コールマネー利息及び売渡手形利息 ２,４９０ ７,００７ ２,５６６
売現先利息 一 一 ９２
コマーシャル・ペーパー利息 ４７７ ８４２ ２２０
借用金利息 ２０,４５６ １７,１３１ １４,７６７
社債利息 １０,５３０ ９,０５８ ８,５１２
転換社債利息 ２９ 一 一
その他の支払利息 ９６,７５７ ２８,２７１ １８,９５２

役務取引等費用 ２１,１１７ ２０,１６６ ２１,１８２
特定取引費用 ３ 一 ２１
その他業務費用 ２３,８５７ １４,１００ １４,４６４
営業経費 ２７５,４３７ ２７５,０８０ ２７３,１３９
その他経常費用 ５３７,３０８ ４７１,０４１ １,０３２,７９２

貸倒引当金繰入額 ３２,１２１ １３３,０６６ １８３,４３２
その他の経常費用※２ ５０５,１８７ ３３７,９７４ ８４９,３６０

経常利益（△は経常損失） ９４,０５１ △１１,７４７ △７１４,７８０
特別利益 ４８９ ４２７ １,８６７

動産不動産処分益 ２２１ ９９ ７２３
償却債権取立益 ２６４ ３２７ １,１４３
その他の特別利益 ４ 一 一

特別損失 １６,０１１ ７,９０８ ２３,２０８
動産不動産処分損 １５,９５７ ７,９０８ ２３,２０８
その他の特別損失 ５３ 一 一

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） ７８,５２９ △１９,２２８ △７３６,１２１
法人税、住民税及び事業税 １８,０６９ １１,８０７ ２,３９９
法人税等調整額 ２９,４６２ △２２,９４５ △１４７,３７２
少数株主利益（△は少数株主損失） △４０７ △２４９ １,０９４
当期純利益（△は当期純損失） ３１,４０４ △７,８４１ △５９２,２４３

■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

連結剰余金期首残高 １２４,１８３ １４１,８８６ １１７,３６０
連結剰余金増加高 ４,３２９ ５,１９２ １５,８１０
再評価差額金取崩に伴う剰余金増加高 ４,３２９ ４,９７６ １３,８２８
持分法適用会社の減少に伴う剰余金増加高 ― ２１５ １,９８１

連結剰余金減少高 １８,０３１ ２１,８７７ ２,４７５
配当金 １７,９９６ ２１,８７７ ２,４７５
連結範囲変更に伴う剰余金減少高 ３５ 一 一

当期純利益（△は当期純損失） ３１,４０４ △７,８４１ △５９２,２４３
連結剰余金期末残高（△は欠損金期末残高） １４１,８８６ １１７,３６０ △４６１,５４８
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） △１９,２２８ △７３６,１２１
減価償却費 ２４,７７７ ２８,３１５
連結調整勘定償却額 １,９６２ ７０２
持分法による投資損益（△） ４２９ ５５
貸倒引当金の増加額 △１１,１５５ １１０,３９１
債権売却損失引当金の増加額 △２６,４１８ △２７,０５９
特定債務者支援引当金の増加額 △６,６０３ 一
賞与引当金の増加額 一 ４,６６８
退職給与引当金の増加額 △２７,２２４ 一
退職給付引当金の増加額 ２２,８６１ △１６,９５３
資金運用収益 △５５６,７９２ △４９０,３０５
資金調達費用 １７５,０７４ １０３,８５０
有価証券関係損益（△） △１９３,４３５ ３１４,０９７
金銭の信託の運用損益（△） △１１６ △１４
為替差損益（△） △５,７３９ △４,５６６
動産不動産処分損益（△） ７,８０８ ２２,４８４
特定取引資産の純増（△）減 △３３４,２６８ ２０８,５５２
特定取引負債の純増減（△） １７１,１８６ △１７,７３２
貸出金の純増（△）減 ２１７,９０４ ３,３７２,８１７
預金の純増減（△） ５１８,７５８ △１,５２５,４６０
譲渡性預金の純増減（△） ９８８,７０３ △２,６５４,９７５
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △１９,０１７ △２３６,０９９
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △６８２,４６５ １,００２,６８０
コールローン等の純増（△）減 △７５０,１６２ ８１０,８２７
コールマネー等の純増減（△） △４,７７６ ４９３,４３３
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） ３００,０００ △４００,０００
債券貸付取引担保金の純増減（△） △５７,７１２ △１５,０９９
外国為替(資産)の純増（△）減 △８,９０４ △４０,４５５
外国為替(負債)の純増減（△） ３,９６４ △５,３３７
普通社債の発行・償還による純増減（△） １００,０００ △２２,５００
信託勘定借の純増減（△） △２１５,４２９ １８,７１９
資金運用による収入 ５６３,７２１ ５３１,６６２
資金調達による支出 △１７２,２６６ △１４０,９８１
その他 ９４,４０６ △２６,１３６
小　計 ９９,８４１ ６６３,４５９
法人税等の支払額 △１８,０１０ △１０,２４３
営業活動によるキャッシュ・フロー ８１,８３１ ６５３,２１６

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △１１,７８１,２６１ △７,７４０,６８６
有価証券の売却による収入 ６,８４３,３６７ ５,２３４,８５５
有価証券の償還による収入 ４,５５２,８７６ ３,０３５,１０２
金銭の信託の増加による支出 △５０４ △３２,７００
金銭の信託の減少による収入 １５０,５７１ ５２,７１４
動産不動産の取得による支出 △３８,３０１ △２０,０９５
動産不動産の売却による収入 ８,２２５ ２６,０７２
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得に伴う支出 ０ △０
連結子会社株式の売却による収入 一 ２,９８３
投資活動によるキャッシュ・フロー △２６５,０２６ ５５８,２４６

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入金の返済による支出 △５９,０００ △１６５,０００
劣後特約付社債・転換社債の発行による収入 ５４,０００ ３０,０００
劣後特約付社債・転換社債の償還による支出 △８１,０００ △５３,６００
優先出資証券の発行による収入 一 ７０,６００
配当金支払額 △２１,８６１ △２,５０６
少数株主への配当金支払額 △１７ △１７
自己株式の取得による支出 △１１９ △５３
自己株式の売却による収入 １２６ ２９
財務活動によるキャッシュ・フロー △１０７,８７１ △１２０,５４８

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 ２２７ １９
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 △２９０,８４０ １,０９０,９３３
ⅤⅠ現金及び現金同等物の期首残高 ７１２,１２０ ４２１,２８０
ⅤⅡ現金及び現金同等物の期末残高 ４２１,２８０ １,５１２,２１４
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 （平成１４年３月期）

１. 連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社 ２１社

主要な連結子会社名は､ P.３８～３９に記載しているため省略しました。
なお、Asahi Preferred Securities (Cayman), Limitedは、設立に
より当連結会計年度から連結しております。あさひ銀リース株式会社は、
前連結会計年度では持分法適用の関連会社でしたが、株式の追加取得
により当連結会計年度から連結しております。
Asahi Bank of Californiaは売却により､Asahi Bank (Nederland)
N.V.､Asahi Bank (Deutschland) GmbHは、清算により当連結会計
年度から連結の範囲より除外しております。
また、あさひ銀事務サービス株式会社は、前連結会計年度まで連結子会
社であった旧あさひ銀ビジネスサービス株式会社、あさひ銀プロパティ
株式会社、あさひ銀ローンビジネス株式会社と合併し、社名をあさひ銀
ビジネスサービス株式会社に変更しております。

（２）非連結子会社
主要な会社名
Asahi S/C Ltda.

非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及
び剰余金（持分に見合う額）からみて、連結の範囲から除いても企業集団
の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要
性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社はありません。
（２）持分法適用の関連会社 １社

会社名
あさひリテール証券株式会社

なお、あさひリテール証券株式会社は、千代田証券株式会社を存続会社
とし、非連結子会社であった山文証券株式会社と合併し、社名を変更し
たものであります。この合併により、同社は、当連結会計年度より持分法
を適用しております。
あさひ銀リース株式会社は、連結子会社としたことに伴い、また、昭和リー
ス株式会社は、売却等により当連結会計年度から持分法適用の対象から
除外しております。

（３）持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名
Asahi S/C Ltda.

（４）持分法非適用の関連会社
主要な会社名
Siam City-Showa Leasing Co., Ltd.

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合
う額）及び剰余金（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除いても
連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いてお
ります。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
（１）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

１２月末日 ２社
３月末日 １９社

（２）上記の子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結して
おります。
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要
な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項
（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期
的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取
引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照
表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引
からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に
計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等に
ついては連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派
生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度
中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末
と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については
前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益
相当額の増減額を加えております。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及び
関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券で時価のあるもののうち株式については主として連結決算日前
１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額、また、それ以外
については連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移
動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法によ
る原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法によ
り処理しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って
おります。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により
行っております。

（４）減価償却の方法
①動産不動産
当行の動産不動産は、建物については定額法を、動産については定率
法をそれぞれ採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　 ８年～５０年
動　産　 ２年～２０年

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、
主として定額法により償却しております。

②ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当行及び国内連結子会社で定める
利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。

（５）貸倒引当金の計上基準
当行及び主要な連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当
基準により、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下
「破綻先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が発生してい
ないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」と
いう）に係る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上し
ております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断して必要額を計上しております。
上記以外の債権については、合理的な方法により算出した予想損失率等
に基づく額を計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生
ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５条の２の
海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が実施し
た資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査し、その査定
結果に基づいて、上記の引当を行っております。
その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒
実績等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当て
ております。
なお、当行及び一部の連結子会社の破綻先及び実質破綻先に対する担
保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として
債権額から直接減額しており、その金額は６３３,４９５百万円であります。

（６）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する
賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しており
ます。

（７）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上
しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方
法は以下のとおりであります。
過去勤務債務：その発生年度に一括して費用処理
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として１０年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理

なお、会計基準変更時差異（１３１,７１２百万円）については、前連結会計年
度において退職給付信託の設定により４０,４１３百万円を一時費用処理す
るとともに、残額については５年による按分額を費用処理しております。

（８）債権売却損失引当金の計上基準
㈱共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権について、将来発生す
る可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（９）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。
金融先物取引責任準備金 ０百万円

金融先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため、
金融先物取引法第８２条及び同法施行規則第２９条の規定に定めるところ
により算出した額を計上しております。

（１０）外貨建資産・負債の換算基準
当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、取得時の為替相
場による円換算額を付す関連会社株式等を除き、主として連結決算日の
為替相場による円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替
相場により換算しております。

（１１）リース取引の処理方法
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に準じた会計処理によっております。

（１２）重要なヘッジ会計の方法
当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債か
ら生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する「マクロ
ヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準
適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第１５号）に定められたリスク調整アプローチによ
るリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、
リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段と
なるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減
殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価して
おります。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金
利スワップの特例処理を行っております。
一部の連結子会社につきましては、繰延ヘッジを行っております。

（１３）消費税等の会計処理
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主と
して税抜方式によっております。
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５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用して
おります。
なお、前連結会計年度までは部分時価評価法を採用しておりましたが、大和
銀行グループとの経営統合に伴い会計方針の統一を行った結果、当連結会
計年度より全面時価評価法に変更しております。この変更による影響はあり
ません。

６. 連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、原則５年間で均等償却することとしておりま
すが、重要性の乏しいものは発生年度において一括償却しております。

７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて
作成しております。

８. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であります。

追加情報 （平成１４年３月期）
（金融商品会計）
金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
(企業会計審議会平成１１年１月２２日））の適用に伴い、当連結会計年度から次のと
おり処理しております。
（１）現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先勘定」及び
「売現先勘定」に資金取引として処理しております。

（２）その他有価証券及びその他の金銭の信託を時価評価することにより生じる
評価差額に税効果を勘案した額を「その他有価証券評価差額金」として計上
しております。この結果、有価証券が１７,１３６百万円減少し、その他有価証券
評価差額金が△１９,１８２百万円計上されております。

（外貨建取引等会計基準）
当行は、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の
監査上の取扱い」(日本公認会計士協会平成１２年４月１０日)に基づき、「新外為経
理基準」を適用しておりましたが、当連結会計年度から、「銀行業における外貨建
取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨
建取引等会計処理基準(「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」
(企業会計審議会平成１１年１０月２２日))を適用しております。この変更による影響
は軽微であります。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第２０号に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の連結決算日の為替相
場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を
反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替
取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により連結損益計算書に
計上するとともに、連結決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として
行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売
為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受けるべき金額・期日
の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替ス
ワップ取引であります。
また、異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相当
額の支払額又は受取額と通貨スワップ契約満了時における元本相当額の受取
額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分に適用されるスワップレート
が合理的なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引（利息相当額の支払
日ごとにその時点の実勢為替相場を反映して一方の通貨の元本相当額を更改
し、かつ、各利払期間ごとに直先フラットである通貨スワップ取引を含む）につい
ては、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号に基づき、債権元本相
当額及び債務元本相当額の連結決算日の為替相場による正味の円換算額を連
結貸借対照表に計上し、交換利息相当額はその期間にわたり発生主義により連
結損益計算書に計上するとともに、連結決算日の未収収益又は未払費用を計上
しております。

（連結貸借対照表関係）
従業員賞与の未払計上額については、従来「その他負債」中の未払費用に計上
しておりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（日
本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報No.１５）により、当連結会計年度
から「賞与引当金」として表示しております。
なお、この変更により、「その他負債」中の未払費用が４,８０６百万円減少し、賞与
引当金が同額増加しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれ
ておりました「賞与引当金の増加額」を、当連結会計年度においては区分掲記し
ております。

（その他）
東京都に係る事業税の課税標準については、「東京都における銀行業等に対す
る事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年４月１日東京都条例第
１４５条）（以下都条例）が施行されたことに伴い、従来の所得から業務粗利益に
変更になりました。
平成１２年１０月１８日、当行は、東京都及び東京都知事を被告として、都条例の無
効確認等を求めて東京地方裁判所に提訴し、平成１４年３月２６日、東京地方裁判
所は、都条例が違法無効であることを理由として、誤納金４,１１３百万円及び損害
賠償金１００百万円の請求を認める判決を言い渡しましたが、３月２９日、東京都は、
判決を不服として、東京高等裁判所に控訴しております。
このように当行は、都条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟において主
張して係争中であり、当連結会計年度における会計処理についても、前連結会
計年度と同様に東京都に係る事業税を都条例に基づく外形標準課税基準によ
る事業税として処理しているものの、これは現時点では従来の会計処理を継続
適用することが適当であると判断されるためであり、都条例を合憲・適法なもの
と認めたということではありません。上記条例施行に伴い、東京都に係る事業税
については、前連結会計年度が４,３００百万円、当連結会計年度が４,５００百万円を
その他の経常費用に計上しており、所得が課税標準である場合に比べ経常損失

はそれぞれ同額増加しております。また、所得が課税標準である場合に比べ、前
連結会計年度、当連結会計年度とも「法人税、住民税及び事業税」への影響はあ
りません。また、当該事業税は税効果会計の計算に含められる税金でないため、
所得が課税標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は２０,０３５百万円減少いたし
ました。また、「再評価に係る繰延税金負債」は、３,５０６百万円減少し、「再評価差
額金」は、同額増加しております。
また、大阪府に係る事業税の課税標準についても、「大阪府における銀行業等に
対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年６月９日大阪府条例
第１３１号）（以下府条例）が施行されたことに伴い、従来の所得から業務粗利益に
変更になりました。
平成１４年４月４日、当行は、大阪府及び大阪府知事を被告として、府条例の無効
確認等を求めて大阪地方裁判所に提訴しました。
このように当行は府条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟において主
張して係争中であり、当連結会計年度における会計処理についても、大阪府に係
る事業税を府条例に基づく外形標準課税基準による事業税として処理している
ものの、これは現時点では東京都と同様の会計処理を継続適用することが適当
であると判断されるためであり、府条例を合憲・適法なものと認めたということ
ではありません。上記条例施行に伴い、大阪府に係る事業税については、９００百
万円をその他の経常費用に計上しており、所得が課税標準である場合に比べ経
常損失は同額増加しております。また、所得が課税標準である場合に比べ、「法
人税、住民税及び事業税」への影響はありません。また、当該事業税は税効果会
計の計算に含められる税金でないため、所得が課税標準である場合に比べ、「繰
延税金資産」は３,９６４百万円減少いたしました。また、「再評価に係る繰延税金負
債」は、６９３百万円減少し、「再評価差額金」は、同額増加しております。
なお、大阪府に係る事業税については、平成１４年５月３０日に「大阪府における銀
行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例の一部を改正する条
例」（平成１４年大阪府条例第７７号）（以下改正府条例）が施行されたことにより、
府条例による課税標準等の特例が平成１４年４月１日以後開始する事業年度より
適用されることとなりました。これにより、当連結会計年度に係る大阪府に対す
る事業税については、改正府条例附則２の適用を受け、当行の場合、外形標準課
税基準と所得基準のうち低い額となる、所得を課税標準として計算される額を
申告・納付する予定であります。ただし、この申告・納付によって、府条例ならび
に改正府条例を合憲・適法なものと認めたということではありません。

注　記　事　項 （平成１４年３月期）

連結貸借対照表関係
※１. 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式２,３２０百万円及び出資

金２３３百万円が含まれております。
※２. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の株式に

１２０,８４８百万円含まれております。また、賃貸借契約により貸し付けてい
る有価証券は､｢有価証券｣中の株式に１４,６０１百万円含まれております。
消費貸借契約により借り入れている有価証券は１０８,０１７百万円で、売却又
は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており、すべて担保
に差し入れております。

※３. 貸出金のうち、破綻先債権額は７３,５１０百万円、延滞債権額は９６８,１９１百万
円であります。但し、上記債権額のうち、最終処理につながる措置である㈱整
理回収機構への管理信託方式による処分額は、７,８０２百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令
（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又
は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金であります。

※４. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は９７,２５０百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります。

※５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４８１,１９２百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞
債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※６. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債
権額の合計額は１,６２０,１４５百万円であります。但し、上記債権額のうち、最
終処理につながる措置である㈱整理回収機構への管理信託方式による処
分額は、７,８０２百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※７. 手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面
金額は、２６８,２４５百万円であります。

※８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

現金預け金 ５０,０５０百万円
特定取引資産 ２７６,９５１百万円
有価証券 １,８６４,７７７百万円
貸出金 ５９５,５６３百万円
その他資産 １８,９２８百万円

担保提供資産に対応する債務
預金 ８１,２０１百万円
コールマネー及び売渡手形 １,５７３,８１８百万円
売現先勘定 ２７６,９８３百万円
借用金 １０７,７８７百万円
その他負債 ６２３百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用
として、有価証券６８３,８４３百万円、その他資産１９,６２２百万円を差し入れて
おります。
また、関係会社等の借入金の担保として、現金預け金１５,０００百万円を差し
入れております。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は２５,０７４百万円、その他資産のうち
先物取引差入証拠金は３３６百万円であります。
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※９. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、５,９１４,３５２百万円であります。
このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものが５,８５９,９３５百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び
連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額
をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい
て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期
的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

※１０. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてその
他資産に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総
額は１０４,９７１百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１０３,５９８百万円であります。

※１１. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布　法律第３４号）に基づ
き、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価
差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に
計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上して
おります。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）
第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年１月１日
基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整を行って算
出しております。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末
における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計
額との差額 ８０,０５１百万円

※１２. 動産不動産の減価償却累計額は４５８,５８７百万円であります。
※１３. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ

れた劣後特約付借入金４１８,０００百万円が含まれております。
※１４. 社債には、劣後特約付社債３２２,７２０百万円が含まれております。

連結損益計算書関係
※１. その他経常収益には、

株式等売却益 ３２,１６３百万円
退職給付信託設定益 ２８,３８１百万円
を含んでおります。

※２. その他の経常費用には、
貸出金償却 ２４６,６６５百万円
取引先支援のための債権放棄等による損失 ６５,０００百万円
延滞債権を売却したことによる損失 ４３,５８５百万円
（株）共同債権買取機構へ不動産担保付債権
を売却したことにかかわる損失 ９,６１５百万円
株式等売却損 １９８,７７６百万円
株式等償却 １５１,５０４百万円
退職給付会計適用に伴う会計基準変更時
差異の費用処理額 １８,２５９百万円
転職支援制度に伴う転職支援金支給額 １５,７９１百万円
を含んでおります。

連結キャッシュ・フロー計算書関係
１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係は、次のとおりであります。
平成１４年３月３１日現在
現金預け金勘定 １,６６４,４４４百万円
日本銀行以外の金融機関への預け金 △ １５２,２３０百万円
現金及び現金同等物 １,５１２,２１４百万円

２.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳
株式の取得により新たにあさひ銀リース株式会社を連結したことに伴う連結
開始時の資産及び負債の主な内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得の
ための支出（純額）との関係は次のとおりであります。
動産不動産 １３６,２９９百万円
借用金 △ １３９,１６８百万円
上記以外の資産及び負債 ３,１８０百万円
既取得株式の持分法による評価額 △ ３２５百万円
連結調整勘定 １４百万円
新たに連結子会社となった会社の株式の取得価額 ０百万円
新たに連結子会社となった会社の現金及び現金同等物 ０百万円
差引：新たに連結子会社となった会社の取得のための支出 ０百万円

リース取引関係
（借主側）
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

•リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末残高
相当額

動産 その他 合計
取得価額相当額 ２２,２１５百万円 ６３百万円 ２２,２７９百万円
減価償却累計額相当額 １２,７５８百万円 ４百万円 １２,７６２百万円
年度末残高相当額 ９,４５７百万円 ５９百万円 ９,５１６百万円

•未経過リース料 １年内 １年超 合計
年度末残高相当額 ４,６２３百万円 ５,２１４百万円 ９,８３７百万円

•支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ５,６３７百万円
減価償却費相当額 ５,３９９百万円
支払利息相当額 １９５百万円

•減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

•利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各連結会計年度への配分方法については、利息法によっております。

２.オペレーティング・リース取引
１年内 １年超 合計

•未経過リース料 ３７３百万円 ２０１百万円 ５７４百万円

（貸主側）
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

•リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残高
動産 その他 合計

取得価額 １９９,８８７百万円 ３１,０７１百万円 ２３０,９５９百万円
減価償却累計額 ９３,６５４百万円 １５,０８６百万円 １０８,７４１百万円
年度末残高 １０６,２３２百万円 １５,９８４百万円 １２２,２１７百万円

•未経過リース料 １年内 １年超 合計
年度末残高相当額 ４０,４７２百万円 ８１,６２４百万円 １２２,０９６百万円

•受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
あさひ銀リース株式会社は当連結会計年度末に連結子会社となったため、
記載しておりません。

２.オペレーティング・リース取引
１年内 １年超 合計

•未経過リース料 ９５５百万円 １,８０９百万円 ２,７６５百万円
なお、上記１．２．に記載した未経過リース料のうち８１,０４６百万円を借用金等の担
保に提供しております。

税効果会計関係
１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ３３８,２５５百万円
税務上の繰越欠損金 １７７,４６０百万円
株式等償却否認 ７２,７７８百万円
その他有価証券評価差額金 ８,０５４百万円
退職給付引当金 ５,２６４百万円
債権売却損失引当金 ４,１９３百万円
その他 ４７,０８１百万円
繰延税金資産小計 ６５３,０８９百万円
評価性引当額 △１７１,０５２百万円
繰延税金資産合計 ４８２,０３６百万円
繰延税金負債
退職給付信託設定益 △ １７,０２５百万円
未収配当金 △ １,５２０百万円
その他有価証券評価差額金 △ １,３５０百万円
繰延税金負債合計 △ １９,８９６百万円
繰延税金資産の純額 ４６２,１３９百万円

２. 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が、前連結
会計年度比０.０５％上昇しております。この影響による繰延税金資産の増加額
は５３１百万円であり、同額法人税等調整額が減少しております。また、再評価
に係る繰延税金負債の金額も９３百万円増加し、再評価差額金の金額は同額
減少しております。

退職給付関係
採用している退職給付制度の概要
当行及び一部の国内連結子会社は、退職一時金制度及び確定給付型の企業年
金制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、退職給付に係る会計
基準に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない退職金を支給
する場合があります。
また、当行及び連結子会社中１社において、退職給付信託を設定しております。
当連結会計年度末現在、退職一時金制度については、当行及び連結子会社全体
で１９社が有しており、また、企業年金制度については、当行は昭和４６年設立の単
独設立型の厚生年金基金を有しており、連結子会社中３社が総合設立型の厚生
年金基金を、１社が適格退職年金制度を有しております。

１株当たり情報
連結ベースの１株当たり純資産額 １２２.４２円
連結ベースの１株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失） △２０９.３２円
連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益 一円
（注）１. 連結ベースの１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期

末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済
普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を
除く）で除して算出しております。

２. 連結ベースの１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結
当期純利益（又は連結当期純損失）から当期の優先株式配当金総
額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己株式」及
び「子会社の所有する親会社株式」を除く）で除して算出しており
ます。

３. 連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、純損失が計上されているので、記載しておりません。

重要な後発事象
当行は、当行が保有するあさひ信託銀行株式会社の株式２００,０００株（発行済株
式の１００％）を、平成１４年６月１８日に株式会社大和銀ホールディングスに譲渡い
たしました。
なお、あさひ信託銀行は、平成１４年６月１７日付にて、大和銀信託銀行株式会社と
「営業譲渡契約」、株式会社大和銀行と「合併契約」を締結しており、平成１４年９月
９日に投資信託、退職給付信託、特定金銭信託・特定金外信託業務を大和銀信
託銀行株式会社に一部営業譲渡した上で、平成１４年１０月１日に株式会社大和銀
行と合併する予定となっております。この営業譲渡および合併は、りそなグルー
プ内の重複業務の再編を目的としたものです。
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■関連当事者との取引

平成１３年３月期
子会社等 （単位：百万円）

議決権等 関係内容
属性 会社等 住所 資本金又 事業内容 の所有（被 役員の 取引の 取引金額 科目 期末

の名称 は出資金 又は職業 所有）割合 兼任等 事業上の関係 内　容 残高

子会社 共同抵当 抵当証券販売取 債権放棄
証券株式 東京都中央区 ２,４００ 抵当証券業 （所　有） 転籍１人 次、金銭貸借、預 による支 ２８,８００ ― ―
会社 直接４１.１１％ 金の取引関係 援損

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
同社からの再建支援要請に対して、再建計画の実現性及び事業の将来性等を総合的に検討の上、決定しております。

■所在地別セグメント情報 （単位：百万円）

日 本 米州地域 欧州地域 アジア・オセアニア地域 計 消去又は全社 連　結
Ⅰ経常収益

（１）外部顧客に対する経常収益 ８５８,４４２ ３８,５０２ ７,８４６ ３８,９２５ ９４３,７１６ 一 ９４３,７１６
（２）セグメント間の内部経常収益 １９,７９８ １３,７６０ ２,８７２ ５,９８９ ４２,４２０ （４２,４２０） 一

計 ８７８,２４１ ５２,２６２ １０,７１８ ４４,９１５ ９８６,１３７ （４２,４２０） ９４３,７１６
経常費用 ８９８,０１７ ５０,５２２ １１,０６７ ３５,９９０ ９９５,５９８ （４０,１３４） ９５５,４６３
経常利益（△は経常損失） △１９,７７６ １,７３９ △３４９ ８,９２５ △９,４６１ （２,２８５） △１１,７４７
Ⅱ資　産 ２９,８５１,１６３ ９３７,１１９ ５３６,７１４ １,１２３,６２９ ３２,４４８,６２７ （１,２６０,９３０）３１,１８７,６９７

（注）１. 当行の本支店及び連結子会社について、地理的近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と国又は地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に
代えて、それぞれ経常収益及び経常利益（△は経常損失）を記載しております。

２. 米州地域にはアメリカ合衆国等が属しております。欧州地域にはイギリス等が属しております。アジア・オセアニア地域には、香港、オーストラリア等が属しております。
３. 会計処理基準等の変更
（１）退職給付に係る会計基準の適用による影響

当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法
によった場合と比較して、「日本」について経常費用が２２,１１５百万円減少し、経常損失は同額減少しております。
また、当行及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度に退職給付信託を設定しております。この結果、「日本」について経常収益が２１,２１６百万円、経常費用が４０,４１３百万円そ
れぞれ増加し、経常損失は１９,１９７百万円増加しております。

（２）金融商品に係る会計基準の適用による影響
当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価の方法、デリバ
ティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」については経常収益が３,３２７百万円、経常費用が
８,６４７百万円それぞれ増加し、経常損失は５,３２０百万円増加しております。「米州地域」については経常収益が３５９百万円、経常費用が１８９百万円それぞれ増加し、経常損失は１６９百万
円減少しております。「欧州地域」については経常収益が２００百万円増加し、経常損失は２００百万円減少しております。「アジア・オセアニア地域」については経常収益が２２１百万円、経
常費用が１百万円それぞれ増加し、経常損失は２２０百万円減少しております。

平成１４年３月期
全セグメントの経常収益および資産の合計に占める海外の割合が僅少であり、海外拠点の全面的廃止を契機に、当連結会計年度より所在地
別セグメント情報の記載を省略しております。

■海外経常収益 （単位：百万円）

平成１３年３月期
海外経常収益 （Ａ） ８５,２７４
連結経常収益 （Ｂ） ９４３,７１６
（Ａ）／（Ｂ） （％） ９.０

（注）１. 一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。
２. 海外経常収益は、当行の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大
な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域毎のセグメント情報は記載しておりません。

平成１４年３月期
海外経常収益の連結経常収益に占める割合が僅少であり、海外拠点の全面的廃止を契機に、当連結会計年度より海外経常収益の記載を省
略しております。

■事業の種類別セグメント情報

連結会社は銀行業以外に一部で信託等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種
類別セグメント情報は記載しておりません。

セグメント情報

平
成
１３
年
３
月
期

平成１４年３月期
子会社等 （単位：百万円）

議決権等 関係内容
属性 会社等 住所 資本金又 事業内容 の所有（被 役員の 取引の 取引金額 科目 期末

の名称 は出資金 又は職業 所有）割合 兼任等 事業上の関係 内　容 残高

子会社 あさひ銀 （所　有） リース取引関係、 債権放棄
リース 東京都中央区 ７１０ 総合リース 直接 ５.００％ ― 預金取引関係、金 による支 １０,０００ ― ―
株式会社 間接３７.３３％ 銭貸借取引関係 援損

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
同社からの再建支援要請に対して、再建計画の実現性及び事業の将来性等を総合的に検討の上、決定しております。
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主要な経営指標の推移（単体情報）

■最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

平成１０年３月期 平成１１年３月期 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

経常収益 １,０１７,４１８ ８９８,８８５ １,０８３,０３８ ８７２,０１７ ６６４,５７９
業務純益 １５６,４０１ ８３,８８３ １５５,４０８ １６６,７５７ １５８,５９１
経常利益（△は経常損失） △１８９,８４１ △４０７,５００ ８８,０９１ △１３,１１２ △６９４,３４６
当期純利益（△は当期純損失） △１８３,９８７ △２２０,０１４ ３１,５５８ △９,８４１ △５８４,６８４
資本金 ３３２,８４５ ６０５,２８７ ６０５,３５６ ６０５,３５６ ６０５,３５６

普通株式 ２,３２３,１１８ 普通株式 ２,８０５,８８７ 普通株式 ２,８１７,３５４ 普通株式 ２,８２５,１４５ 普通株式 ２,８３１,５４９

発行済株式総数 （千株）第１回優先株式 ５０,０００ 第１回優先株式 ６,７３５ 第１回優先株式 ３,９１０ 第１回優先株式 １,９７６ 第１回優先株式 ３８６
第１回第２種優先株式２４０,０００ 第１回第２種優先株式２４０,０００ 第１回第２種優先株式２４０,０００ 第１回第２種優先株式２４０,０００
第２回第２種優先株式 ８０,０００ 第２回第２種優先株式 ８０,０００ 第２回第２種優先株式 ８０,０００ 第２回第２種優先株式 ８０,０００

純資産額 ７５３,７５５ １,３７２,４４８ １,３９０,４１３ １,３５９,４９４ ７５１,９３１
総資産額 ２９,２６７,３３０ ２８,６３７,３７９ ２８,１０２,６７６ ３０,２６４,７１９ ２５,０３９,２６４
預金残高 ２０,４３４,０５３ １９,９１６,６０９ ２０,１４６,２６３ ２０,４４４,８１１ １８,９４９,７３３
貸出金残高 ２０,９６６,３４７ ２０,８４３,５０９ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５ １７,１４８,７２３
有価証券残高 ３,８８７,４４４ ３,９５０,８９４ ３,６１９,９１２ ４,２１６,０３２ ３,４０３,５７７
１株当たり純資産額 （円） ２８１.４１ ３４１.７７ ３４８.７６ ３３８.２２ １２４.０１

普通株式 ６.００ 普通株式 ６.００ 普通株式 ６.００ 普通株式 ３.００ 普通株式 ０.００

１株当たり配当額 （円） 第１回優先株式１０.００ 第１回優先株式１０.００ 第１回優先株式１０.００ 第１回優先株式 ０.００
第１回優先株式 第１回第２種優先株式 ０.０４ 第１回第２種優先株式１４.３８ 第１回第２種優先株式１４.３８ 第１回第２種優先株式 ０.００

１０.００ 第２回第２種優先株式 ０.０６ 第２回第２種優先株式１８.５０ 第２回第２種優先株式１８.５０ 第２回第２種優先株式 ０.００
（普通株式３.５０） （普通株式 ３.５０） （普通株式 ３.００） （普通株式 ３.００） （普通株式 ０.００）

（第１回優先株式 ５.００）（第１回優先株式 ５.００）（第１回優先株式 ５.００）（第１回優先株式 ０.００）（うち１株当たり中間配当額）（円）
（第１回優先株式 ５.００）（第１回第２種優先株式 ―）（第１回第２種優先株式 ７.１９）（第１回第２種優先株式 ７.１９）（第１回第２種優先株式 ０.００）

（第２回第２種優先株式 ―）（第２回第２種優先株式 ９.２５）（第２回第２種優先株式 ９.２５）（第２回第２種優先株式 ０.００）
１株当たり当期純利益（円）
（△は１株当たり当期純損失） △７９.４１ △９１.９１ ９.４５ △５.２４ △２０６.６４
配当性向 （％） ― ― ６３.５５ 一 一
従業員数 （人） １２,６８８ １２,５９４ １０,４４８ ９,９６７ ８,１７６
単体自己資本比率 （％） １２.０１ １１.９７ １１.４１ ８.９５

（国際統一基準） （国際統一基準） （国際統一基準） （国内基準）
（注）１. 平成１１年３月期の財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（平

成１０年大蔵省令 第１３５号）附則第２項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令 第１７３号）附則第３項に基づき、これらの省
令により改正された財務諸表等規則を適用しております。

２. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
３. １株当たり純資産額は、期末純資産額から、「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除して算出しております。
４. １株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数で除して算出しております。
５. 金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律の施行により銀行法第１４条の２が改正されたことに伴い、平成１１年３月期より単体自己資本比率を算出しております。なお、平
成１１年３月期から平成１３年３月期までは国際統一基準により算出しておりましたが、平成１４年３月期から国内基準により算出しております。

６. 自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、平成１０年３月期、平成１１年３月期、平成１３年３月期及び平成１４年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
７. 従業員数については、平成１１年３月期までは当行から他社への出向者は含め、他社から当行への出向者及び海外の現地採用者を除いておりましたが、平成１２年３月期からは当行から他
社への出向者は除き、他社から当行への出向者及び海外の現地採用者を含めております。

８. 平成１４年３月期から自己株式について資本に対する控除項目とされたことから、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益については、それぞれ発行済株式数から自己株式数を控除し
て計算しております。
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単体財務諸表

貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書又は損失処理計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき監査法人の監査証明を
受けております。また、銀行法第２１条第１項後段の規定により公衆の縦覧に供する書類については、株式会社の監査等に関する商法の特例に
関する法律（昭和４９年法律第２２号）による会計監査人の監査を受けております。

■単体貸借対照表 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在）

資産の部

現金預け金※９ １,１８１,３５８ １,５７５,８４５ １,６６０,４４６

現　金 ２９３,８４２ ３０５,３００ ３８７,５１９

預け金 ８８７,５１６ １,２７０,５４５ １,２７２,９２７

コールローン １５１,５１５ ９７,８００ ９１,０００

買入手形 ― ８０１,６００ 一

買入金銭債権 ４０１ 一 一

特定取引資産※９ ４３８,９６２ ７７７,６８６ ５７４,１３４

商品有価証券 １２,２９９ ２２,１３７ ６,１１８

特定金融派生商品 ３７,１４４ １８７,７４４ １９６,３３３

その他の特定取引資産 ３８９,５１８ ５６７,８０５ ３７１,６８２

金銭の信託 ２１０,０００ ６０,０００ ４０,０００

有価証券※９ ３,６１９,９１２ ４,２１６,０３２ ３,４０３,５７７

国　債※２ ７３３,６５０ １,４９８,８４１ １,９１５,１２３

地方債 ２６６,１８７ ２３８,４３６ ８４,６５９

社　債 ３５８,５１５ ３８６,１４５ ２８４,９７１

株式※１、２ ２,０９２,２３７ １,８０２,７９８ １,０１０,６３９

自己株式※３ ９ ２ 一

その他の証券※１ １６９,３１２ ２８９,８０８ １０８,１８３

貸出金※４、５、６、７、９、１０ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５ １７,１４８,７２３

割引手形※８ ４３０,４９３ ４４７,５１２ ２６８,２４５

手形貸付 ２,４４９,３３７ ２,５５６,８１８ ２,０４２,０６６

証書貸付 １４,５７０,５７１ １４,２３３,１３４ １２,７８３,３５９

当座貸越 ３,０９７,０２２ ３,０８９,８８９ ２,０５５,０５１

外国為替 ６５,１４７ ７４,０５４ １１４,５００

外国他店預け ４,７４４ ４,１２５ ７９,３９７

外国他店貸 ２,４０８ ３,７３２ ３

買入外国為替 ２７,４９４ ３２,００８ １８,０９６

取立外国為替 ３０,４９９ ３４,１８７ １７,００３

その他資産※９ ２８０,９１３ ４８１,０５１ ５２４,７２５

前払費用 ２,８６０ ２,７３２ １,４９０

未収収益 １００,１６２ ９８,６４９ ５１,０６０

先物取引差入証拠金 ３７７ ３４８ ３３６

先物取引差金勘定 ３０４ １,６４３ １,０２３

保管有価証券等 ３,１１９ 一 一

金融派生商品 ― １１１,９７６ １１０,２０９

繰延ヘッジ損失※１１ ― ２５,９１３ １,１２１

その他の資産 １７４,０８９ ２３９,７８６ ３５９,４８４

動産不動産※１２、１３、１４ ４６０,６５９ ４５１,８０３ ４１７,０３５

土地建物動産 ４３３,５７６ ４２６,１０１ ３９３,８７１

建設仮払金 ２５７ １ １６０

保証金権利金 ２６,８２５ ２５,７００ ２３,００３

繰延税金資産 ２８３,０９７ ３００,７５６ ４２４,０６０

支払承諾見返 １,２６２,０６１ １,５１７,３０３ １,１９１,３６１

貸倒引当金 △３９８,７８０ △４１６,５７０ △５３２,５０１

投資損失引当金 ― ― △１７,８００

資産の部合計 ２８,１０２,６７６ ３０,２６４,７１９ ２５,０３９,２６４
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（単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在）

負債及び資本の部
預金※９ ２０,１４６,２６３ ２０,４４４,８１１ １８,９４９,７３３
当座預金 １,０３７,９００ １,２８４,４６０ １,１７９,９３４
普通預金 ５,３１２,４９５ ５,７９２,９７２ ９,３９８,１６８
貯蓄預金 ７０７,１１６ ６３８,９０８ ４４９,０８２
通知預金 ２８９,８９８ ２７３,５７７ １７０,８００
定期預金 １２,１２５,６９２ １１,６４６,２９７ ７,２６２,６０５
定期積金 １２ １１ 一
その他の預金 ６７３,１４６ ８０８,５８４ ４８９,１４１

譲渡性預金 １,９８７,０９１ ２,９８１,７９５ ３３９,０２０
コールマネー※９ １,２６３,８３６ １,２３３,６８５ ８４６,４１８
売現先勘定※９ ― ― ２７６,９８３
売渡手形※９ １５,０００ ３８,６００ ９１９,３００
コマーシャル・ペーパー １２０,０００ ４２０,０００ ２０,０００
特定取引負債 ４０,３１０ ２１１,４９６ １９３,７８６
売付商品債券 ４,００８ ２６,５８７ 一
商品有価証券派生商品 １７ １３ ４
特定金融派生商品 ３６,２８３ １８４,８９５ １９３,７８２

借用金 １,１１０,８９８ １,０２７,２０７ ８８４,１６６
再割引手形 １,３４４ １,１７０ 一
借入金※１５ １,１０９,５５３ １,０２６,０３６ ８８４,１６６

外国為替 ４,７６４ ８,７０６ ３,３６０
外国他店預り １,７７９ ５,１１９ １,４１２
外国他店借 １,０９６ ４１８ ４４３
売渡外国為替 １,００９ １,２３２ １,１７７
未払外国為替 ８７８ １,９３６ ３２７

社　債※１６ ― １００,０００ ８７,５００
その他負債 ５７８,８３９ ７５７,８６８ ４８３,７０５
未決済為替借 ４,５９２ １,０２１ ８６２
未払法人税等 １,３６４ ９,３１０ ５,７２０
未払費用 ８１,３７９ ８４,５６１ ４０,４９２
前受収益 １６,９９４ １４,４３８ １０,８５８
給付補てん備金 ０ ０ 一
先物取引受入証拠金 １２５ 一 一
先物取引差金勘定 ― １,２３９ 一
借入商品債券 ３,０００ 一 一
金融派生商品 ― １３６,５５４ １１１,６２７
債券貸付取引担保金 ７２,８１１ １５,０９９ 一
特定取引未払金 ３３８,９７６ ３６１,９６５ ２５,０６３
その他の負債 ５９,５９４ １３３,６７７ ２８９,０８１

賞与引当金 ― 一 ３,２２９
退職給与引当金 ２５,２４６ 一 一
退職給付引当金 ― ２０,９２６ ３,９５０
債権売却損失引当金 ６４,０７３ ３７,６５４ １０,５９５
特定債務者支援引当金 ６,６０３ ２２,０００ 一
特別法上の引当金 ０ ０ ０
金融先物取引責任準備金 ０ ０ ０

再評価に係る繰延税金負債※１２ ８７,２７２ ８３,１６７ ７４,２２１
支払承諾 １,２６２,０６１ １,５１７,３０３ １,１９１,３６１
負債の部合計 ２６,７１２,２６２ ２８,９０５,２２４ ２４,２８７,３３２
資本金※１７ ６０５,３５６ ６０５,３５６ ６０５,３５６
資本準備金 ５０９,４８６ ５０９,４８６ ５０９,４８６
利益準備金 ７１,１８９ ７５,５６７ ７６,０６７
再評価差額金※１２ １３１,４００ １２７,２２３ １１３,３０１
その他の剰余金（△は欠損金）※１８ ７２,９８０ ４１,８６０ △５３１,９７１
任意積立金 ３１,１００ ４４,１００ ２５,１００
海外投資等損失準備金 ４ ４ ４
行員退職給与基金 １,０１９ １,０１９ １,０１９
別途積立金 ３０,０７６ ４３,０７６ ２４,０７６

当期未処分利益（△は当期未処理損失） ４１,８７９ △２,２４０ △５５７,０７１
その他有価証券評価差額金 ― ― △２０,３０９
資本の部合計 １,３９０,４１３ １,３５９,４９４ ７５１,９３１
負債及び資本の部合計 ２８,１０２,６７６ ３０,２６４,７１９ ２５,０３９,２６４
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■単体損益計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

経常収益 １,０８３,０３８ ８７２,０１７ ６６４,５７９
資金運用収益 ５７９,５４１ ５４７,４６１ ４７６,０１４
貸出金利息 ４５１,０５８ ４４４,１８６ ３９７,５４７
有価証券利息配当金 ５５,３１８ ５３,０３３ ４５,６０７
コールローン利息 ５６６ １,６７８ ９９８
買現先利息 ― 一 ０
買入手形利息 ７０ ５７１ ５０
預け金利息 １２,４１０ ３８,２９７ １９,４８５
金利スワップ受入利息 ４８,５７３ 一 一
その他の受入利息 １１,５４４ ９,６９３ １２,３２５

役務取引等収益 ５８,７７８ ６４,１２１ ６３,４０４
受入為替手数料 ２５,９１２ ２７,８２６ ２７,６３７
その他の役務収益 ３２,８６５ ３６,２９５ ３５,７６６

特定取引収益 １,７８７ ４,４５５ ４,９９９
商品有価証券収益 ４５８ ３９２ ２６９
特定取引有価証券収益 ― ２ 一
特定金融派生商品収益 ５２７ ２,６８８ ３,８５２
その他の特定取引収益 ８０１ １,３７３ ８７７

その他業務収益 ２６,３５１ ２６,２２３ ４６,２７８
外国為替売買益 ４,４７７ ７,６４６ ６,５３１
国債等債券売却益 １８,８８８ １７,６５７ ２３,７５２
国債等債券償還益 ２,９７７ 一 一
金融派生商品収益 ― １６５ ４９１
その他の業務収益 ７ ７５３ １５,５０２

その他経常収益 ４１６,５７９ ２２９,７５４ ７３,８８２
株式等売却益 ４１０,２４７ １９７,４５８ ２９,８２８
金銭の信託運用益 ３６５ １１６ １４
その他の経常収益※１ ５,９６６ ３２,１７９ ４４,０３９

経常費用 ９９４,９４７ ８８５,１２９ １,３５８,９２６
資金調達費用 ２０７,６８７ １７３,７８９ １０１,９６６
預金利息 ７３,９９０ １０３,６５１ ５４,２４９
譲渡性預金利息 ３,７７２ ８,８１９ ４,３３３
コールマネー利息 ２,４７９ ６,９８６ ２,４９４
売現先利息 ― 一 ９２
売渡手形利息 １０ ２０ ７１
コマーシャル・ペーパー利息 ４７７ ８４２ ２２０
借用金利息 ３０,１９９ ２４,６０９ １９,９４１
社債利息 ― ６２１ １,６４０
転換社債利息 ２９ 一 一
金利スワップ支払利息 ８７,９０９ ２４,９４４ １５,８９７
その他の支払利息 ８,８１８ ３,２９２ ３,０２６

役務取引等費用 ２８,１８７ ３０,５５３ ３２,５６４
支払為替手数料 ４,９９２ ５,０９５ ５,２７０
その他の役務費用 ２３,１９５ ２５,４５７ ２７,２９３

特定取引費用 ３ 一 ２１
特定取引有価証券費用 ３ 一 ２１

その他業務費用 ２３,５８３ １４,０２１ １４,１８０
国債等債券売却損 ２２,３５２ １３,５３６ １３,８２９
国債等債券償還損 １,２０４ 一 一
国債等債券償却 ２６ ５５ ２０７
社債発行費償却 ― ４２９ １２１
その他の業務費用 ― 一 ２２

営業経費 ２６３,５１１ ２５９,２５１ ２５７,９４０
その他経常費用 ４７１,９７４ ４０７,５１３ ９５２,２５２
貸倒引当金繰入額 ５３,６５１ １３３,９９６ ２１５,９１５
貸出金償却 ６５,６６２ １１４,８４９ １９７,０５５
株式等売却損 １６０,７８１ ２,２６９ １９６,６６２
株式等償却 ９６,５７３ ７,９４４ １５０,５４５
金銭の信託運用損 ０ 一 一
その他の経常費用※２ ９５,３０５ １４８,４５２ １９２,０７４

経常利益（△は経常損失） ８８,０９１ △１３,１１２ △６９４,３４６
特別利益 ２８５ ２９６ １,０３６

動産不動産処分益 １７３ ９９ ４４
償却債権取立益 １１１ １９７ ９９２
金融先物取引責任準備金取崩額 ０ 一 一

特別損失 ６,６６１ ７,６２０ ２２,７８６
動産不動産処分損 ６,６６１ ７,６２０ ２２,７８６

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失） ８１,７１５ △２０,４３６ △７１６,０９６
法人税、住民税及び事業税 ２,１７５ １０,３６８ ９３１
法人税等調整額 ４７,９８０ △２０,９６４ △１３２,３４３
当期純利益（△は当期純損失） ３１,５５８ △９,８４１ △５８４,６８４
前期繰越利益 １９,１１１ １５,７５２ １３,７８３
再評価差額金取崩額 ４,３２９ ４,９７６ １３,８２８
中間配当額 １０,９３３ １０,９４０ 一
中間配当に伴う利益準備金積立額 ２,１８６ ２,１８８ 一
当期未処分利益（△は当期未処理損失） ４１,８７９ △２,２４０ △５５７,０７１
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■利益処分計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（株主総会承認日 平成１２年６月２８日） （株主総会承認日 平成１３年６月２７日） （株主総会承認日 平成１４年６月２５日）

当期未処分利益（△は当期未処理損失） ４１,８７９ △２,２４０ 一
任意積立金取崩額 ― １９,０００ 一
別途積立金取崩額 ― １９,０００ 一
計 ４１,８７９ １６,７５９ 一

利益処分額 ２６,１２７ ２,９７５ 一
利益準備金 ２,１９０ ５００ 一
第１回優先株式配当金 （１株につき５円） １９ （１株につき５円） ９ 一
第１回第２種優先株式配当金 （１株につき７円１９銭） １,７２５ （１株につき７円１９銭） １,７２５ 一
第２回第２種優先株式配当金 （１株につき９円２５銭） ７４０ （１株につき９円２５銭） ７４０ 一
普通株式配当金 （１株につき３円） ８,４５２ 一 一
任意積立金 １３,０００ ０ 一
海外投資等損失準備金 ０ ０ 一
別途積立金 １３,０００ 一 一

次期繰越利益 １５,７５２ １３,７８３ 一
（注）平成１２年３月期の特定取引に係る評価利益額は１,０５８百万円です。

重要な会計方針 （平成１４年３月期）

１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的
な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目
的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取
引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を損
益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等につい
ては決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品につ
いては決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等
に、有価証券、金銭債権等については前期末と当期末における評価損益の増
減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみなし決済からの損益
相当額の増減額を加えております。

２. 有価証券の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による

償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平
均法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式につい
ては期末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額、また、そ
れ以外については期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動
平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価
法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処
理しております。

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産
として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

３. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っ
ております。

４. 固定資産の減価償却の方法
（１）動産不動産

建物については定額法を、動産については定率法をそれぞれ採用してお
ります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物 ８年～５０年
動　産 ２年～２０年

（２）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法により償却しております。

５．繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

６. 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、取得時の為替相場による円
換算額を付す子会社株式及び関連会社株式を除き、主として決算日の為替
相場による円換算額を付しております。

７. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上し
ております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下
「破綻先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が発生してい
ないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」と
いう）に係る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上し
ております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断して必要額を計上しております。
上記以外の債権については、合理的な方法により算出した予想損失率等
に基づく額を計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生
ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５条の２の
海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が実施し
た資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査し、その査定
結果に基づいて、上記の引当を行っております。

■損失処理計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（株主総会承認日 平成１２年６月２８日） （株主総会承認日 平成１３年６月２７日） （株主総会承認日 平成１４年６月２５日）

当期未処理損失 ― ― ５５７,０７１
損失処理額 ― ― ５５７,０７１
任意積立金取崩額 ― ― ２５,１００
海外投資等損失準備金取崩額 ― ― ４
行員退職給与基金取崩額 ― ― １,０１９
別途積立金取崩額 ― ― ２４,０７６

資本準備金取崩額 ― ― ５０９,４８６
利益準備金取崩額 ― ― ２２,４８４

次期繰越損失 ― ― 一
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なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を
控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は５３３,７８１百万円であります。

（２）投資損失引当金
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため､有価証券発行会社
の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（３）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する
賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております｡

（４）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のと
おりであります。
過去勤務債務　　 その発生年度に一括して費用処理
数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（１０年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌期から費用処理

なお、会計基準変更時差異（１３１,５８８百万円）については､前期において退
職給付信託の設定により４０,２９０百万円を一時費用処理するとともに、残
額については５年による按分額を費用処理しております。

（５）債権売却損失引当金
㈱共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権について、将来発生
する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しており
ます。

（６）金融先物取引責任準備金
金融先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため、
金融先物取引法第８２条及び同法施行規則第２９条の規定に定めるところ
により算出した額を計上しております。

８. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス･リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており
ます。

９．ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金
利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する「マクロヘッジ」を実施
しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面
の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第１５号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延
ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた
許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が収ま
っており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証すること
により、ヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利ス
ワップの特例処理を行っております。

１０. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

追加情報
(金融商品会計）
金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
(企業会計審議会平成１１年１月２２日））の適用に伴い、当事業年度から次のとおり
処理しております。
（１）現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先勘定」及び
「売現先勘定」に資金取引として処理しております。

（２）その他有価証券及びその他の金銭の信託を時価評価することにより生じる
評価差額に税効果を勘案した額を「その他有価証券評価差額金」として計上
しております。なお、この結果、有価証券が２０,３０９百万円減少し、その他有
価証券評価差額金が△２０,３０９百万円計上されております。

（外貨建取引等会計基準）
従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上
の取扱い」(日本公認会計士協会平成１２年４月１０日)に基づき、「新外為経理基準」
を適用しておりましたが、当事業年度から、「銀行業における外貨建取引等の会
計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会
計処理基準(「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」(企業会計審
議会平成１１年１０月２２日))を適用しております。この変更による影響は軽微であ
ります。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第２０号に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の決算日の為替相場に
よる正味の円換算額を貸借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直
先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替取引の決済
日の属する期までの期間にわたり発生主義により損益計算書に計上するととも
に、決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として
行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売
為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受けるべき金額・期日
の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替ス
ワップ取引であります。
また、異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相当
額の支払額又は受取額と通貨スワップ契約満了時における元本相当額の受取
額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分に適用されるスワップレート
が合理的なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引（利息相当額の支払

日ごとにその時点の実勢為替相場を反映して一方の通貨の元本相当額を更改
し、かつ、各利払期間ごとに直先フラットである通貨スワップ取引を含む）につい
ては、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号に基づき、債権元本相
当額及び債務元本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸借対
照表に計上し、交換利息相当額はその期間にわたり発生主義により損益計算書
に計上するとともに、決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。

（貸借対照表関係）
従業員賞与の未払計上額については、従来、未払費用に計上しておりましたが、
「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（日本公認会計士協会
リサーチ・センター審理情報No.１５）により、当事業年度から「賞与引当金」として
表示しております。この変更により、未払費用が３,２２９百万円減少し、賞与引当金
が同額増加しております。

（その他）
東京都に係る事業税の課税標準については、「東京都における銀行業等に対す
る事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年４月１日東京都条例第
１４５条）（以下都条例）が施行されたことに伴い、従来の所得から業務粗利益に
変更になりました。
平成１２年１０月１８日、当行は、東京都及び東京都知事を被告として、都条例の無
効確認等を求めて東京地方裁判所に提訴し、平成１４年３月２６日、東京地方裁判
所は、都条例が違法無効であることを理由として、誤納金４,１１３百万円及び損害
賠償金１００百万円の請求を認める判決を言い渡しましたが、３月２９日、東京都は、
判決を不服として、東京高等裁判所に控訴しております。
このように当行は都条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟において主
張して係争中であり、当事業年度における会計処理についても、前事業年度と同
様に東京都に係る事業税を都条例に基づく外形標準課税基準による事業税とし
て処理しているものの、これは現時点では従来の会計処理を継続適用すること
が適当であると判断されるためであり、都条例を合憲・適法なものと認めたとい
うことではありません。上記条例施行に伴い、東京都に係る事業税については、
前事業年度が４,３００百万円、当事業年度が４,５００百万円をその他の経常費用に
計上しており、所得が課税標準である場合に比べ経常損失はそれぞれ同額増加
しております。また、所得が課税標準である場合に比べ、前事業年度、当事業年
度とも「法人税、住民税及び事業税」への影響はありません。また、当該事業税
は税効果会計の計算に含められる税金でないため、所得が課税標準である場合
に比べ、「繰延税金資産」は２０,０３５百万円減少いたしました。また、「再評価に係
る繰延税金負債」は、３,５０６百万円減少し、「再評価差額金」は、同額増加しており
ます。
また、大阪府に係る事業税の課税標準についても、「大阪府における銀行業等に
対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年６月９日大阪府条例
第１３１号）（以下府条例）が施行されたことに伴い、従来の所得から業務粗利益に
変更になりました。
平成１４年４月４日、当行は、大阪府及び大阪府知事を被告として、府条例の無効
確認等を求めて大阪地方裁判所に提訴しました。
このように当行は府条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟において主
張して係争中であり、当事業年度における会計処理についても、大阪府に係る事
業税を府条例に基づく外形標準課税基準による事業税として処理しているもの
の、これは現時点では東京都と同様の会計処理を継続適用することが適当であ
ると判断されるためであり、府条例を合憲・適法なものと認めたということでは
ありません。上記条例施行に伴い、大阪府に係る事業税については、９００百万円
をその他の経常費用に計上しており、所得が課税標準である場合に比べ経常損
失は同額増加しております。また、所得が課税標準である場合に比べ、「法人税、
住民税及び事業税」への影響はありません。また、当該事業税は税効果会計の
計算に含められる税金でないため、所得が課税標準である場合に比べ、「繰延税
金資産」は３,９６４百万円減少いたしました。また、「再評価に係る繰延税金負債」
は、６９３百万円減少し、「再評価差額金」は、同額増加しております。
なお、大阪府に係る事業税については、平成１４年５月３０日に「大阪府における銀
行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例の一部を改正する条
例」（平成１４年大阪府条例第７７号）（以下改正府条例）が施行されたことにより、
府条例による課税標準等の特例が平成１４年４月１日以後開始する事業年度より
適用されることとなりました。これにより、当事業年度に係る大阪府に対する事
業税については、改正府条例附則２の適用を受け、当行の場合、外形標準課税基
準と所得基準のうち低い額となる、所得を課税標準として計算される額を申
告・納付する予定であります。ただし、この申告・納付によって、府条例ならびに
改正府条例を合憲・適法なものと認めたということではありません。

注　記　事　項 （平成１４年３月期）

貸借対照表関係
※１. 子会社の株式及び出資総額 １０４,６５６百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。
※２. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、株式に１２０,８４８百万円含

まれております。また、賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、株式
に２１,３５２百万円含まれております。
消費貸借契約により借り入れている有価証券は１０８,０１７百万円で、売却又
は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており、すべて担保
に差し入れております。

※３. 当事業年度末において自己株式はありません。
※４. 貸出金のうち、破綻先債権額は６７,０８１百万円、延滞債権額は８７３,５０３百万

円であります。但し、上記債権額のうち、最終処理につながる措置である
㈱整理回収機構への管理信託方式による処理分は、７,８０２百万円であり
ます。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令
（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又
は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
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また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金であります。

※５. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は７９,２１９百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります。

※６. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４４４,４０４百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞
債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※７. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債
権額の合計額は１,４６４,２０８百万円であります。但し、上記債権額のうち、最
終処理につながる措置である㈱整理回収機構への管理信託方式による処
理分は、７,８０２百万円であります。
なお、上記４.から７.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※８. 手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面
金額は、２６８,２４５百万円であります。

※９. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 ２７６,９５１百万円
有価証券 １,８５７,４０２百万円
貸出金 ５９５,５６３百万円

担保提供資産に対応する債務
預金 ８１,２０１百万円
コールマネー ６５４,５１８百万円
売現先勘定 ２７６,９８３百万円
売渡手形 ９１９,３００百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用
として、有価証券６８３,８２８百万円、その他資産１９,６２２百万円を差し入れて
おります。
また、関係会社等の借入金の担保として、現金預け金６５,０００百万円を差し
入れております。

※１０. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、５,７９８,２５０百万円であります。
このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものが５,７４３,８３３百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変
化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを
受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が
付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券
等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上
の措置等を講じております。

※１１. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として計上
しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１０４,７２０百万
円、繰延ヘッジ利益の総額は１０３,５９８百万円であります。

※１２. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布 法律第３４号）に基
づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額
に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計
上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上して
おります。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布 政令第１１９号）
第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年１月１日
基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整を行って算
出しております。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価
の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

８０,０５１百万円
※１３. 動産不動産の減価償却累計額 ２２２,３９６百万円
※１４. 動産不動産の圧縮記帳額 ５８,３２７百万円

（当期圧縮記帳額 ―百万円）
※１５. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ

れた劣後特約付借入金８０２,６００百万円が含まれております。
※１６. 社債には、劣後特約付社債１０,０００百万円が含まれております。
※１７. 会社が発行する株式の総数

普通株式 ６,０００,０００千株
優先株式 ５０,３８６千株
第２種優先株式 ６００,０００千株
第３種優先株式 １００,０００千株

発行済株式総数
普通株式 ２,８３１,５４９千株
第１回優先株式 ３８６千株
第１回第２種優先株式 ２４０,０００千株
第２回第２種優先株式 ８０,０００千株

※１８. 当行の定款の定めるところにより、平成９年８月８日発行の第１回優先株式
所有の株主に対しては、優先配当金（１株につき年１０円）を、平成１１年３月３
１日発行の第１回第２種優先株式所有の株主に対しては、優先配当金（１株
につき年１４円３８銭）を、平成１１年３月３１日発行の第２回第２種優先株式所有
の株主に対しては、優先配当金(１株につき年１８円５０銭)を越えて配当する
ことはありません。

損益計算書関係
※１. その他の経常収益には、

退職給付信託設定益 ２８,３８１百万円
を含んでおります。

※２. その他の経常費用には、
取引先支援のための債権放棄による損失 ６５,０００百万円
延滞債権等を売却したことによる損失 ４３,３５６百万円
(株)共同債権買取機構へ不動産担保付債権
を売却したことにかかわる損失 ９,６１５百万円
投資損失引当金繰入額 １７,８００百万円
退職給付会計適用に伴う会計基準変更時
差異の費用処理額 １８,２５９百万円
転職支援制度に伴う転職支援金支給額 １５,７９１百万円

を含んでおります。

リース取引関係
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引
• リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相
当額

動　産 合　計
取得価額相当額 ２２,２６８百万円 ２２,２６８百万円
減価償却累計額相当額 １２,３２５百万円 １２,３２５百万円
期末残高相当額 ９,９４２百万円 ９,９４２百万円

• 未経過リース料
１年内 １年超 合　計

期末残高相当額 ４,６４７百万円 ５,５５２百万円 １０,２００百万円
• 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ４,７７２百万円
減価償却費相当額 ４,６３２百万円
支払利息相当額 １１１百万円

• 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

• 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

２.オペレーティング・リース取引
１年内 １年超 合　計

• 未経過リース料 ３７１百万円 １９６百万円 ５６７百万円

税効果会計関係
１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ３２７,８６０百万円
税務上の繰越欠損金 １７１,０２０百万円
株式等償却否認 ７１,８２３百万円
その他有価証券評価差額金 ８,０３８百万円
退職給付引当金 ４,５０４百万円
債権売却損失引当金 ４,１９３百万円
その他 ２１,０４０百万円
繰延税金資産小計 ６０８,４８２百万円
評価性引当額 △１６５,９１８百万円
繰延税金資産合計 ４４２,５６４百万円
繰延税金負債
退職給付信託設定益 △ １６,９８３百万円
株式未収配当金 △ １,５２０百万円
繰延税金負債合計 △ １８,５０３百万円
繰延税金資産の純額 ４２４,０６０百万円

２.繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が、前期比
０.０５％上昇しております。この影響による繰延税金資産の増加額は５３５百万
円であり、同額法人税等調整額が減少しております。また、再評価に係る繰延
税金負債の金額も９３百万円増加し、再評価差額金の金額は同額減少してお
ります。

１株当たり情報
１株当たり純資産額 １２４.０１円
１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失） △２０６.６４円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 一円
（注）１. １株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×

発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除して算出し
ております。

２.１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純
損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発
行済普通株式数で除して算出しております。

３.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、純損失が計上
されているので、記載しておりません。

重要な後発事象
当行は、当行が保有するあさひ信託銀行株式会社の株式２００,０００株（発行済株
式の１００％）を、平成１４年６月１８日に株式会社大和銀ホールディングスに譲渡い
たしました。
なお、あさひ信託銀行は、平成１４年６月１７日付にて、大和銀信託銀行株式会社と
「営業譲渡契約」、株式会社大和銀行と「合併契約」を締結しており、平成１４年９月
９日に投資信託、退職給付信託、特定金銭信託・特定金外信託業務を大和銀信
託銀行株式会社に一部営業譲渡した上で、平成１４年１０月１日に株式会社大和銀
行と合併する予定となっております。この営業譲渡および合併は、りそなグルー
プ内の重複業務の再編を目的としたものです。
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主要な業務の状況を示す指標（単体情報）

■部門別損益の内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

資金運用収支 ３５８,３０６ ３５８,０４８ ３６８,５８１
資金運用収益 ４６７,３８２ ４４９,７０８ ４２３,６２０
資金調達費用 １０９,０７６ ９１,６５９ ５５,０３９

役務取引等収支 ２８,５４６ ３１,５０３ ２８,６５２
役務取引等収益 ５４,６７０ ６０,０７１ ６０,０４５
役務取引等費用 ２６,１２３ ２８,５６８ ３１,３９２

特定取引収支 １,５０７ ２,１４０ １,１３２
特定取引収益 １,５１０ ２,１４０ １,１５４
特定取引費用 ３ 一 ２１

その他業務収支 △４,１５２ ５,０３５ ２１,９３７
その他業務収益 １９,４３０ １８,３９９ ３４,８３６
その他業務費用 ２３,５８３ １３,３６４ １２,８９８

業務粗利益 ３８４,２０８ ３９６,７２７ ４２０,３０３
業務粗利益率（％） １.６５ １.６３ １.７７
資金運用収支 １４,３９８ １６,００９ ５,５９１
資金運用収益 １１３,１５０ ９８,１０９ ５２,６６６
資金調達費用 ９８,７５２ ８２,１００ ４７,０７４

役務取引等収支 ２,０４３ ２,０６５ ２,１８７
役務取引等収益 ４,１０７ ４,０４９ ３,３５８
役務取引等費用 ２,０６４ １,９８４ １,１７１

特定取引収支 ２７６ ２,３１５ ３,８４５
特定取引収益 ２７６ ２,３１５ ３,８４５
特定取引費用 ― 一 一

その他業務収支 ６,９２０ ７,１６６ １０,１６０
その他業務収益 ６,９２０ ７,８２３ １１,４４２
その他業務費用 ０ ６５７ １,２８２

業務粗利益 ２３,６３９ ２７,５５６ ２１,７８４
業務粗利益率（％） ０.９４ １.２５ １.４０
資金運用収支 ３７２,７０４ ３７４,０５７ ３７４,１７２
資金運用収益 ９９１ ３５６ ２７２

５７９,５４１ ５４７,４６１ ４７６,０１４
資金調達費用 ９９１ ３５６ ２７２

２０６,８３７ １７３,４０４ １０１,８４１
役務取引等収支 ３０,５９０ ３３,５６８ ３０,８３９
役務取引等収益 ５８,７７８ ６４,１２１ ６３,４０４
役務取引等費用 ２８,１８７ ３０,５５３ ３２,５６４

特定取引収支 １,７８４ ４,４５５ ４,９７８
特定取引収益 １,７８７ ４,４５５ ４,９９９
特定取引費用 ３ 一 ２１

その他業務収支 ２,７６８ １２,２０１ ３２,０９７
その他業務収益 ２６,３５１ ２６,２２３ ４６,２７８
その他業務費用 ２３,５８３ １４,０２１ １４,１８０

業務粗利益 ４０７,８４７ ４２４,２８３ ４４２,０８８
業務粗利益率（％） １.６０ １.６０ １.７６
一般貸倒引当金繰入額 １,６００ １,９００ ３７,６００
経費（除く臨時経費） ２５０,８３９ ２５５,６２６ ２４５,８９６
業務純益 １５５,４０８ １６６,７５７ １５８,５９１
臨時損益 △６７,３１７ △１７９,８６９ △８５２,９３８
経常利益（△は経常損失） ８８,０９１ △１３,１１２ △６９４,３４６

（注）１. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含
めております。

２. 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（平成１２年３月期８４９百万円、平成１３年３月期３８５百万円、平成１４年３月期１２５百万円）を控除して表示しております。
３. 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。

業務粗利益４. 業務粗利益率＝資金運用勘定平均残高×１００
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■資金利益の内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り
（３４２,７０１） （９９１） （１２２,９９１） （３５６） （１８０,３６２） （２７２）

資金運用勘定 ２３,２８４,２８７ ４６７,３８２ ２.００ ２４,３０２,９４２ ４４９,７０８ １.８５ ２３,７３６,８７８ ４２３,６２０ １.７８
うち貸出金 １８,６２１,６７４ ３９９,８７７ ２.１４ １９,１２９,６１３ ４００,２９３ ２.０９ １８,６４０,１４０ ３７７,９２８ ２.０２
有価証券 ３,８５４,２７８ ５１,１４９ １.３２ ４,４４６,５５２ ４７,０１７ １.０５ ４,３０９,７５９ ４２,４１１ ０.９８
コールローン １８２,７６６ ２８７ ０.１５ ２７８,５１３ ８７０ ０.３１ ２９５,２８６ ６０ ０.０２
買現先勘定 ― ― ― 一 一 一 ３,８５７ ０ ０.００
買入手形 ２００,４０６ ７０ ０.０３ ３１５,５９１ ５７１ ０.１８ ３０５,３３４ ５０ ０.０１
預け金 ８２,４５５ ３２９ ０.４０ ９,４５３ ３ ０.０３ ２,１３７ ０ ０.０４

資金調達勘定 ２２,７８１,０３４ １０９,０７６ ０.４７ ２３,５４４,８９７ ９１,６５９ ０.３８ ２４,０６８,９１２ ５５,０３９ ０.２２
うち預金 １８,７５９,８７０ ４１,２４１ ０.２１ １８,８９６,０６８ ３８,１７８ ０.２０ １８,０８５,６２０ ２０,３７１ ０.１１
譲渡性預金 １,７４８,０７４ ２,５４４ ０.１４ ２,１２０,７７９ ６,１４８ ０.２８ ２,８６７,２７４ ２,２１８ ０.０７
コールマネー １,３３８,７５６ ２,０９１ ０.１５ １,５９８,０３８ ４,９５４ ０.３１ １,５７１,９２５ １,８００ ０.１１
売現先勘定 ― ― ― 一 一 一 ３６５,０８７ ９２ ０.０２
売渡手形 １２,３５７ １０ ０.０８ １３,１８７ ２０ ０.１５ ２８６,８０９ ７１ ０.０２
コマーシャル・ペーパー ２３０,１０９ ４７７ ０.２０ ２４９,２１９ ８４２ ０.３３ １７４,８４９ ２２０ ０.１２
借用金 ７５２,８２３ １９,５６８ ２.５９ ６９６,８９３ １７,９６９ ２.５７ ６０９,９４９ １４,５５０ ２.３８

資金運用勘定 ２,５０１,３１６ １１３,１５０ ４.５２ ２,２０４,０００ ９８,１０９ ４.４５ １,５５０,４２５ ５２,６６６ ３.３９
うち貸出金 １,９３７,０４６ ５１,１８０ ２.６４ １,０５３,１２５ ４３,８９３ ４.１６ ５３９,４２９ １９,６１８ ３.６３
有価証券 １３６,５８７ ４,１６８ ３.０５ １２３,９７３ ６,０１６ ４.８５ １１２,３９１ ３,１９６ ２.８４
コールローン ５,４５５ ２７９ ５.１１ １２,３４１ ８０８ ６.５４ ２１,３６２ ９３８ ４.３９
買現先勘定 ― ― ― 一 一 一 一 一 一
買入手形 ― ― ― 一 一 一 一 一 一
預け金 ３２４,７３７ １２,０８１ ３.７２ ９３７,３４３ ３８,２９３ ４.０８ ７８３,５１０ １９,４８４ ２.４８

（３４２,７０１） （９９１） （１２２,９９１） （３５６） （１８０,３６２） （２７２）
資金調達勘定 ２,５１８,０８０ ９８,７５２ ３.９２ ２,１７９,７９６ ８２,１００ ３.７６ １,５４８,９００ ４７,０７４ ３.０３
うち預金 １,７６５,０４７ ３２,７４８ １.８５ １,６０１,２０８ ６５,４７３ ４.０８ ９５１,８７６ ３３,８７７ ３.５５
譲渡性預金 ２０,９３９ １,２２８ ５.８６ ４０,５７９ ２,６７０ ６.５８ ４６,５０３ ２,１１５ ４.５４
コールマネー ６,９３９ ３８８ ５.５９ ２９,９９７ ２,０３２ ６.７７ １４,６５６ ６９３ ４.７３
売現先勘定 ― ― ― 一 一 一 一 一 一
売渡手形 ― ― ― 一 一 一 一 一 一
コマーシャル・ペーパー ― ― ― 一 一 一 一 一 一
借用金 ３７７,６７９ １０,６３１ ２.８１ ３８０,４６８ ６,６３９ １.７４ ３５０,３８１ ５,３９０ １.５３

資金運用勘定 ２５,４４２,９０２ ５７９,５４１ ２.２７ ２６,３８３,９５１ ５４７,４６１ ２.０７ ２５,１０６,９４１ ４７６,０１４ １.８９
うち貸出金 ２０,５５８,７２０ ４５１,０５８ ２.１９ ２０,１８２,７３８ ４４４,１８６ ２.２０ １９,１７９,５７０ ３９７,５４７ ２.０７
有価証券 ３,９９０,８６５ ５５,３１８ １.３８ ４,５７０,５２５ ５３,０３３ １.１６ ４,４２２,１５１ ４５,６０７ １.０３
コールローン １８８,２２２ ５６６ ０.３０ ２９０,８５４ １,６７８ ０.５７ ３１６,６４８ ９９８ ０.３１
買現先勘定 ― ― ― 一 一 一 ３,８５７ ０ ０.００
買入手形 ２００,４０６ ７０ ０.０３ ３１５,５９１ ５７１ ０.１８ ３０５,３３４ ５０ ０.０１
預け金 ４０７,１９２ １２,４１０ ３.０４ ９４６,７９６ ３８,２９７ ４.０４ ７８５,６４７ １９,４８５ ２.４８

資金調達勘定 ２４,９５６,４１３ ２０６,８３７ ０.８２ ２５,６０１,７０２ １７３,４０４ ０.６７ ２５,４３７,４５０ １０１,８４１ ０.４０
うち預金 ２０,５２４,９１８ ７３,９９０ ０.３６ ２０,４９７,２７６ １０３,６５１ ０.５０ １９,０３７,４９７ ５４,２４９ ０.２８
譲渡性預金 １,７６９,０１４ ３,７７２ ０.２１ ２,１６１,３５９ ８,８１９ ０.４０ ２,９１３,７７８ ４,３３３ ０.１４
コールマネー １,３４５,６９６ ２,４７９ ０.１８ １,６２８,０３５ ６,９８６ ０.４２ １,５８６,５８１ ２,４９４ ０.１５
売現先勘定 ― ― ― 一 一 一 ３６５,０８７ ９２ ０.０２
売渡手形 １２,３５７ １０ ０.０８ １３,１８７ ２０ ０.１５ ２８６,８０９ ７１ ０.０２
コマーシャル・ペーパー ２３０,１０９ ４７７ ０.２０ ２４９,２１９ ８４２ ０.３３ １７４,８４９ ２２０ ０.１２
借用金 １,１３０,５０２ ３０,１９９ ２.６７ １,０７７,３６１ ２４,６０９ ２.２８ ９６０,３３１ １９,９４１ ２.０７

（注）１. 国内業務部門の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成１２年３月期２３８,３７７百万円、平成１３年３月期２３２,３８４百万円、平成１４年３月期４２９,６０９百万円）を、資金調達勘定は金銭の信
託運用見合額の平均残高（平成１２年３月期１７７,４１３百万円、平成１３年３月期９９,０４１百万円、平成１４年３月期５４,６８４百万円）及び利息（平成１２年３月期８４９百万円、平成１３年３月期３８５百万円、
平成１４年３月期１２５百万円）を、それぞれ控除して表示しております。
国際業務部門の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成１２年３月期３,９１９百万円、平成１３年３月期４,７０２百万円、平成１４年３月期１０,８１３百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用
見合額の平均残高（平成１２年３月期１５百万円、平成１３年３月期―百万円、平成１４年３月期―百万円）及び利息（平成１２年３月期０百万円、平成１３年３月期―百万円、平成１４年３月期―百万円）
を、それぞれ控除して表示しております。
合計欄の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成１２年３月期２４２,２９６百万円、平成１３年３月期２３７,０８６百万円、平成１４年３月期４４０,４２３百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用
見合額の平均残高（平成１２年３月期１７７,４２８百万円、平成１３年３月期９９,０４１百万円、平成１４年３月期５４,６８４百万円）及び利息（平成１２年３月期８４９百万円、平成１３年３月期３８５百万円、平成
１４年３月期１２５百万円）を、それぞれ控除して表示しております。

２.（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であり、合計欄では相殺して記載されております。
３. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。
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■受取・支払利息の分析 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 ８,４６８ △２５,８７３ △１７,４０５ ２０,４４７ △３８,１２１ △１７,６７４ △１０,４７４ △１５,６１２ △２６,０８７
うち貸出金 ８,００６ △２０,４０９ △１２,４０２ １０,９０７ △１０,４９１ ４１５ △１０,２４２ △１２,１２２ △２２,３６４
有価証券 ３,０８８ △９,００８ △５,９１９ ７,８６０ △１１,９９２ △４,１３２ △１,４４６ △３,１５９ △４,６０６
コールローン ６５９ △９９６ △３３７ １５０ ４３２ ５８３ ５２ △８６２ △８１０
買入手形 ― ― ― ４０ ４６０ ５０１ △１８ △５０２ △５２１
預け金 △４０８ △１７９ △５８７ △２９２ △３４ △３２６ △２ ０ △２

支払利息 ３,３７４ △４３,０１５ △３９,６４１ ３,６５７ △２１,０７４ △１７,４１６ ２,０３９ △３８,６６０ △３６,６２０
うち預金 ５,０３６ △３０,１６７ △２５,１３０ ２９９ △３,３６２ △３,０６３ △１,６３７ △１６,１６９ △１７,８０６
譲渡性預金 ５０８ △７,９４７ △７,４３９ ５４２ ３,０６２ ３,６０４ ２,１６４ △６,０９４ △３,９３０
コールマネー △５,１８２ △５,４５６ △１０,６３８ ４０５ ２,４５８ ２,８６３ △８０ △３,０７２ △３,１５３
売渡手形 △３１ △６１ △９２ ０ ９ ９ ４２２ △３７１ ５１
コマーシャル・ペーパー １,０７２ △８４８ ２２４ ３９ ３２５ ３６５ △２５１ △３７１ △６２２
借用金 ２,６５９ △２,７１１ △５２ △１,４５３ △１４４ △１,５９８ △２,２４１ △１,１７７ △３,４１９

受取利息 △６１,２８４ ５,８１２ △５５,４７１ △１３,４４９ △１,５９１ △１５,０４０ △２９,０９３ △１６,３４９ △４５,４４３
うち貸出金 △３４,４３２ △６,０２８ △４０,４６０ △２３,３５４ １６,０６８ △７,２８６ △２１,４１０ △２,８６４ △２４,２７５
有価証券 △１,１２４ △１９０ △１,３１４ △３８４ ２,２３２ １,８４７ △５６２ △２,２５７ △２,８１９
コールローン △６７５ △１６ △６９１ ３５２ １７６ ５２８ ５９０ △４６０ １２９
買入手形 ― ― ― 一 一 一 一 一 一
預け金 △８,７８５ △４,６８６ △１３,４７２ ２２,７９０ ３,４２２ ２６,２１２ △６,２８４ △１２,５２４ △１８,８０９

支払利息 △５４,３９６ ４,１４０ △５０,２５６ △１３,２６６ △３,３８５ △１６,６５２ △２３,７６２ △１１,２６３ △３５,０２５
うち預金 △３０,２５１ △２０,２０８ △５０,４５９ △３,０３９ ３５,７６４ ３２,７２４ △２６,５５１ △５,０４４ △３１,５９６
譲渡性預金 △９７２ △１１１ △１,０８４ １,１５２ ２９０ １,４４２ ３８９ △９４５ △５５５
コールマネー △１,７９２ △１０ △１,８０３ １,２９１ ３５２ １,６４３ △１,０３９ △２９９ △１,３３８
売渡手形 ― ― ― 一 一 一 一 一 一
コマーシャル・ペーパー ― ― ― 一 一 一 一 一 一
借用金 △５０９ △１,２４５ △１,７５５ ７８ △４,０７０ △３,９９１ △５２５ △７２４ △１,２４９

受取利息 △１６,１８０ △５３,７８９ △６９,９６９ ２１,４３５ △５３,５１５ △３２,０８０ △２６,４９７ △４４,９４９ △７１,４４７
支払利息 △６,４９２ △８０,４９７ △８６,９８９ ５,３４８ △３８,７８１ △３３,４３３ △１,１１２ △７０,４４９ △７１,５６２

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めて表示しております。
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■役務取引等収支の内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

役務取引等収益 ５４,６７０ ６０,０７１ ６０,０４５
うち預金･貸出業務 １４,５３３ １４,７４９ １５,３８５
為替業務 ２３,２０２ ２５,０３５ ２５,１９７
証券関連業務 ４,１４４ ３,６７９ ３,３２４
代理業務 ３,９０９ ３,５２１ ３,５７３
保護預り･貸金庫業務 ２,４５９ ２,３８４ ２,３１５
保証業務 ６８４ １,３９５ １,０９９

役務取引等費用 ２６,１２３ ２８,５６８ ３１,３９２
うち為替業務 ４,２５５ ４,５２８ ４,６６９

役務取引等収益 ４,１０７ ４,０４９ ３,３５８
うち預金･貸出業務 ２６４ ２８１ １０６
為替業務 ２,７０９ ２,７９１ ２,４４０
証券関連業務 １１ １０ ６
代理業務 ６６ ２０ １２
保護預り･貸金庫業務 ― 一 一
保証業務 １,０１５ ８８４ ７５１

役務取引等費用 ２,０６４ １,９８４ １,１７１
うち為替業務 ７３６ ５６７ ６０１

役務取引等収益 ５８,７７８ ６４,１２１ ６３,４０４
うち預金･貸出業務 １４,７９８ １５,０３１ １５,４９１
為替業務 ２５,９１２ ２７,８２６ ２７,６３７
証券関連業務 ４,１５５ ３,６９０ ３,３３０
代理業務 ３,９７６ ３,５４１ ３,５８５
保護預り･貸金庫業務 ２,４５９ ２,３８４ ２,３１５
保証業務 １,７００ ２,２８０ １,８５１

役務取引等費用 ２８,１８７ ３０,５５３ ３２,５６４
うち為替業務 ４,９９２ ５,０９５ ５,２７０
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■特定取引収支の内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

特定取引収益 １,５１１ ２,１４０ １,１５４
うち商品有価証券収益 ４１７ ３７７ ２６９
特定取引有価証券収益 ― ２ 一
特定金融派生商品収益 ２９２ ３８７ ７
その他の特定取引収益 ８０１ １,３７３ ８７７

特定取引費用 ３ 一 ２１
うち商品有価証券費用 ― 一 一
特定取引有価証券費用 ３ 一 ２１
特定金融派生商品費用 ― 一 一
その他の特定取引費用 ― 一 一

特定取引収益 ２７６ ２,３１５ ３,８４５
うち商品有価証券収益 ４１ １５ 一
特定取引有価証券収益 ― △０ 一
特定金融派生商品収益 ２３４ ２,３０１ ３,８４５
その他の特定取引収益 ― 一 一

特定取引費用 △０ 一 一
うち商品有価証券費用 ― 一 一
特定取引有価証券費用 △０ 一 一
特定金融派生商品費用 ― 一 一
その他の特定取引費用 ― 一 一

特定取引収益 １,７８７ ４,４５５ ４,９９９
うち商品有価証券収益 ４５８ ３９２ ２６９
特定取引有価証券収益 ― ２ 一
特定金融派生商品収益 ５２７ ２,６８８ ３,８５２
その他の特定取引収益 ８０１ １,３７３ ８７７

特定取引費用 ３ 一 ２１
うち商品有価証券費用 ― 一 一
特定取引有価証券費用 ３ 一 ２１
特定金融派生商品費用 ― 一 一
その他の特定取引費用 ― 一 一

（注）内訳科目はそれぞれの収益と費用で相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用欄に、上回った純額を計上しております。
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■その他の業務収支の内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

国債等債券関係損益 △４,１６０ ４,７１１ ６,５７８
その他 ７ ３２４ １５,３５９
計 △４,１５２ ５,０３５ ２１,９３７
外国為替売買益 ４,４７７ ７,６４６ ６,５３１
国債等債券関係損益 ２,４４３ △６４５ ３,１３７
その他 ― １６５ ４９１
計 ６,９２０ ７,１６６ １０,１６０

合　計 ２,７６８ １２,２０１ ３２,０９７
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■営業経費の内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

給料・手当 ９１,４４８ ８８,３８４ ７６,４５１
退職金 ５,２８５ 一 一
退職給与引当金繰入 ３,２８２ 一 一
退職給付費用 ― １０,０２０ １６,６８３
福利厚生費 ２２,０９８ １１,１３２ １０,７７９
減価償却費 ２２,３１１ ２３,６３２ ２７,２８７
土地建物機械賃借料 ２４,８３３ ２６,７７３ ２６,１１８
営繕費 ５９３ ４６３ ４０５
消耗品費 ４,７３５ ４,０８５ ３,３９３
給水光熱費 ３,５４７ ３,４７０ ３,２１５
旅　費 ８２０ ８６６ ７０５
通信費 ５,８７２ ５,８４９ ６,０５９
広告宣伝費 ３,２９０ ３,９３１ ３,３６４
租税公課 １４,９６７ １４,８１２ １３,９５１
その他 ６０,４２３ ６５,８３０ ６９,５２６
合　計 ２６３,５１１ ２５９,２５１ ２５７,９４０

（注）本表はP.９４の｢損益計算書｣中の経常費用中の｢営業経費｣の内訳を示したもので、P.９８の｢部門別損益の内訳｣中の｢経費｣との差額は臨時的な費用として｢部門別損益の内訳｣中の｢臨時損
益｣に含まれております。
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預金に関する指標（単体情報）

■預金科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

流動性預金 ７,０５２,６５９（ ３７.６） ７,２３３,６１７（ ３８.３） ７,８１５,４３９（ ４３.２） ７,３１６,１３８（ ３９.３） ７,９４６,８２２（ ４２.５）１１,１９７,９８６（ ５９.９）

うち有利息預金 ６,２８３,９９４（ ３３.５） ６,４３１,５４８（ ３４.０） ７,００４,４７３（ ３８.７） ６,２９０,４５０（ ３３.８） ６,６７６,２７３（ ３５.７）１０,０１８,０５１（ ５３.６）

定期性預金 １１,５９３,６７６（ ６１.８） １１,５３３,２９０（ ６１.０）１０,１３６,６５４（ ５６.１）１０,９５５,２１７（ ５８.８） １０,５３９,０１７（ ５６.３） ７,２６２,６０５（ ３８.９）

その他 １１３,５３５（ ０.６） １２９,１６０（ ０.７） １３３,５２７（ ０.７） ３５６,９０５（ １.９） ２１９,２４２（ １.２） ２３４,９００（ １.２）

小　計 １８,７５９,８７０（１００.０） １８,８９６,０６８（１００.０）１８,０８５,６２０（１００.０）１８,６２８,２６０（１００.０） １８,７０５,０８３（１００.０）１８,６９５,４９２（１００.０）

譲渡性預金 １,７４８,０７４ ２,１２０,７７９ ２,８６７,２７４ １,９６０,４６０ ２,９１３,５００ ３３９,０２０

計 ２０,５０７,９４５ ２１,０１６,８４７ ２０,９５２,８９５ ２０,５８８,７２０ ２１,６１８,５８３ １９,０３４,５１２

流動性預金 ２４,７４３（ １.４） ３０,７１５（ １.９） １８,５３５（ ２.０） ３１,２７３（ ２.１） ４３,０９６（ ２.５） ０（ ０.０）

うち有利息預金 １４,９２０（ ０.８） １８,９７５（ １.２） １２,６７４（ １.３） １９,０５９（ １.３） ２９,１８４（ １.７） ０（ ０.０）

定期性預金 １,３８８,９０６（ ７８.７） １,０４２,４１６（ ６５.１） ４３３,３０５（ ４５.５） １,１７０,４８７（ ７７.１） １,１０７,２９０（ ６３.６） ０（ ０.０）

その他 ３５１,３９７（ １９.９） ５２８,０７５（ ３３.０） ５００,０３５（ ５２.５） ３１６,２４１（ ２０.８） ５８９,３４１（ ３３.９） ２５４,２４０（１００.０）

小　計 １,７６５,０４７（１００.０） １,６０１,２０８（１００.０） ９５１,８７６（１００.０） １,５１８,００２（１００.０） １,７３９,７２８（１００.０） ２５４,２４０（１００.０）

譲渡性預金 ２０,９３９ ４０,５７９ ４６,５０３ ２６,６３１ ６８,２９５ ０

計 １,７８５,９８７ １,６４１,７８８ ９９８,３８０ １,５４４,６３３ １,８０８,０２３ ２５４,２４０

流動性預金 ７,０７７,４０２（ ３４.５） ７,２６４,３３３（ ３５.４） ７,８３３,９７４（ ４１.２） ７,３４７,４１１（ ３６.５） ７,９８９,９１８（ ３９.１）１１,１９７,９８６（ ５９.１）

うち有利息預金 ６,２９８,９１５（ ３０.７） ６,４５０,５２４（ ３１.５） ７,０１７,１４７（ ３６.９） ６,３０９,５１０（ ３１.３） ６,７０５,４５８（ ３２.８）１０,０１８,０５１（ ５２.９）

定期性預金 １２,９８２,５８２（ ６３.２） １２,５７５,７０６（ ６１.４）１０,５６９,９５９（ ５５.５）１２,１２５,７０４（ ６０.２） １１,６４６,３０８（ ５７.０） ７,２６２,６０５（ ３８.３）

その他 ４６４,９３３（ ２.３） ６５７,２３６（ ３.２） ６３３,５６２（ ３.３） ６７３,１４６（ ３.３） ８０８,５８４（ ３.９） ４８９,１４１（ ２.６）

小　計 ２０,５２４,９１８（１００.０） ２０,４９７,２７６（１００.０）１９,０３７,４９７（１００.０）２０,１４６,２６３（１００.０） ２０,４４４,８１１（１００.０）１８,９４９,７３３（１００.０）

譲渡性預金 １,７６９,０１４ ２,１６１,３５９ ２,９１３,７７８ １,９８７,０９１ ２,９８１,７９５ ３３９,０２０

総合計 ２２,２９３,９３２ ２２,６５８,６３６ ２１,９５１,２７６ ２２,１３３,３５４ ２３,４２６,６０７ １９,２８８,７５３
（注）１.（ ）内は構成比であります。

２. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出しております。
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■預金者別残高 （単位：百万円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

個　人 １２,０４３,７５４（６４.７） １２,３３１,９１８（６５.９） １１,５８５,８２７（ ６２.０）
法　人 ５,２１０,７７２（２８.０） ５,６０９,５８１（３０.０） ５,６８３,３６４（ ３０.４）
その他 １,３７３,７３４（ ７.３） ７６３,５８４（ ４.１） １,４２６,３０１（ ７.６）

合　計 １８,６２８,２６０（１００.０） １８,７０５,０８３（１００.０） １８,６９５,４９２（１００.０）
（注）１.（ ）内は構成比であります。

２. 国内業務部門の残高であり、譲渡性預金は含んでおりません。

■定期預金の残存期間別残高 （単位：百万円）

３カ月以上 ６カ月以上 １年以上 ２年以上３カ月未満 ６カ月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満 ３年以上 合　計

定期預金 ４,６２７,１７７ ２,３１４,２７０ ２,９６９,５５３ ９００,２７７ ７７２,３３９ ５４１,２４８ １２,１２４,８６７
うち固定自由金利定期預金 ３,６８１,０３４ ２,１２８,３９３ ２,９２１,１００ ８９９,７０５ ７７１,４８２ ５４１,２４８ １０,９４２,９６５
変動自由金利定期預金 ３８４ ２６５ ７６６ ５７２ ８５６ ― ２,８４５
その他 ９４５,７５８ １８５,６１１ ４７,６８６ ― ― ― １,１７９,０５６

定期預金 ４,３１６,１１４ ２,１１４,４４５ ２,７５６,６１８ ９８２,８８５ ９６０,２１２ ５１５,３２２ １１,６４５,５９８
うち固定自由金利定期預金 ３,６４６,１０９ １,７６２,１３８ ２,６７８,６５４ ９８２,０５１ ９４４,３１０ ５１５,３２２ １０,５２８,５８６
変動自由金利定期預金 ３２１ ２５７ ６６４ ８３２ ６８４ 一 ２,７６０
その他 ６６９,６８２ ３５２,０５０ ７７,３００ １ １５,２１７ 一 １,１１４,２５１

定期預金 １,９７９,４８０ １,１２８,６８１ １,９９９,５３３ ８５４,４１４ ６４２,６７４ ６５７,２１８ ７,２６２,００３
うち固定自由金利定期預金 １,９７３,７７４ １,１２８,５５７ １,９９８,８３６ ８５３,８０３ ６４２,５２１ ６５７,２１８ ７,２５４,７１１
変動自由金利定期預金 ２０８ １２４ ６９７ ６１０ １５３ 一 １,７９３
その他 ５,４９８ 一 一 一 一 一 ５,４９８

（注）積立定期預金を含んでおりません。
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貸出金に関する指標（単体情報）

■貸出金科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

手形貸付 ２,４５２,９７５ ２,４０７,３５９ ２,３１０,０３０ ２,３２８,００６ ２,４０８,８２６ １,９７７,６４８
証書貸付 １３,１９２,３１２ １３,４１３,４７１ １３,３８９,７３２ １３,４９３,８７０ １３,５２２,３９８ １２,６２８,３０２
当座貸越 ２,５９２,４７６ ２,９３９,０４２ ２,６３２,８１４ ３,０９６,０８９ ３,０８８,０６９ ２,０４４,８８３
割引手形 ３８３,９０９ ３６９,７３９ ３０７,５６３ ４３０,４９３ ４４７,５１２ ２６８,２４５
計 １８,６２１,６７４ １９,１２９,６１３ １８,６４０,１４０ １９,３４８,４６０ １９,４６６,８０７ １６,９１９,０７９
手形貸付 １３６,４５５ １４７,２３４ １００,２４４ １２１,３３１ １４７,９９１ ６４,４１８
証書貸付 １,８００,０４１ ９０４,７９３ ４３２,８０５ １,０７６,７００ ７１０,７３５ １５５,０５７
当座貸越 ５４９ １,０９８ ６,３７９ ９３２ １,８２０ １０,１６８
割引手形 ― 一 ０ ― 一 ０
計 １,９３７,０４６ １,０５３,１２５ ５３９,４２９ １,１９８,９６５ ８６０,５４７ ２２９,６４３
手形貸付 ２,５８９,４３１ ２,５５４,５９４ ２,４１０,２７４ ２,４４９,３３７ ２,５５６,８１８ ２,０４２,０６６
証書貸付 １４,９９２,３５４ １４,３１８,２６４ １３,８２２,５３８ １４,５７０,５７１ １４,２３３,１３４ １２,７８３,３５９
当座貸越 ２,５９３,０２５ ２,９４０,１４０ ２,６３９,１９４ ３,０９７,０２２ ３,０８９,８８９ ２,０５５,０５１
割引手形 ３８３,９０９ ３６９,７３９ ３０７,５６３ ４３０,４９３ ４４７,５１２ ２６８,２４５

総合計 ２０,５５８,７２０ ２０,１８２,７３８ １９,１７９,５７０ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５ １７,１４８,７２３
（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。
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■貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合　計

貸出金 ４,６７１,８６０ １,７８４,６４９ ２,１６５,５７８ ８００,６１９ ８,０２７,６９４ ３,０９７,０２２ ２０,５４７,４２５
うち変動金利 ― ９２５,７９７ １,３２３,８１１ ４２０,３４２ ５,０４０,６１８ １,７１８,６０６ ―
固定金利 ― ８５８,８５２ ８４１,７６６ ３８０,２７６ ２,９８７,０７６ １,３７８,４１６ ―

貸出金 ４,５６２,１３２ １,９８９,４２６ １,７９４,２８８ ７６３,４００ ８,１２８,２１７ ３,０８９,８８９ ２０,３２７,３５５
うち変動金利 一 １,１４６,５４７ １,０７８,１９９ ４１８,８６５ ４,７９９,２０６ １,６５５,５０６ 一
固定金利 一 ８４２,８７８ ７１６,０８８ ３４４,５３５ ３,３２９,０１０ １,４３４,３８３ 一

貸出金 ３,４７６,４９０ １,６０４,７１６ １,４８４,８５８ ６８０,８９９ ７,８４３,２０５ ２,０５８,５５１ １７,１４８,７２３
うち変動金利 一 ９４６,６４９ ８５３,８５８ ３５１,５９４ ４,３９９,９７４ ９２９,０８３ 一
固定金利 一 ６５８,０６７ ６３１,０００ ３２９,３０４ ３,４４３,２３１ １,１２９,４６８ 一

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

平
成
１２
年
３
月
末
平
成
１３
年
３
月
末
平
成
１４
年
３
月
末

■貸出金の担保別内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

有価証券 ２５４,３８５ ２０２,７６１ １６０,９５０
債　権 ５３１,７３６ ４４７,５４２ ３７６,４４４
商　品 ３１ １０ 一
不動産 ４,１４９,７８３ ４,００１,９２５ ３,１３２,０４６
その他 ２１,９４９ ２４,１６３ ２７,１４４
計 ４,９５７,８８５ ４,６７６,４０３ ３,６９６,５８４
保　証 １０,３４４,３０８ １０,６４９,９８６ ９,７８８,５２４
信　用 ５,２４５,２３０ ５,０００,９６５ ３,６６３,６１３
合　計 ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５ １７,１４８,７２３

■支払承諾の残高内訳 （単位：口、百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
手形引受 口数 １８９ ２２２ １１６

金額 ９０９ １,５２２ １,０１３
信用状 口数 ４,５９９ ４,１０２ ２,８３８

金額 ３１,１５４ ３３,９５０ ２０,３３８
保　証 口数 ８１,４６５ ７６,１８１ ６９,９８４

金額 １,２２９,９９７ １,４８１,８３１ １,１７０,００９
合　計　　口数 ８６,２５３ ８０,５０５ ７２,９３８

金額 １,２６２,０６１ １,５１７,３０３ １,１９１,３６１

■支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
有価証券 ２,１６０ １,３４５ ８９５
債　権 ５１２,９３３ ５３９,４８６ ３８５,０３４
商　品 ― 一 一
不動産 ３４,９０３ ３６,３５１ ３４,５８１
その他 １,１１５ ９２６ １２,４５５
計 ５５１,１１２ ５７８,１０９ ４３２,９６７
保　証 ６７,６５５ ８１,５７２ １０１,９９９
信　用 ６４３,２９３ ８５７,６２１ ６５６,３９４
合　計 １,２６２,０６１ １,５１７,３０３ １,１９１,３６１



Super Regional Bank Group   61

■貸出金の使途別内訳 （単位：百万円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

設備資金 ９,８４７,６６２（ ４７.９） ９,９１４,８０２（ ４８.８） ９,４３６,８２９（ ５５.０）
運転資金 １０,６９９,７６３（ ５２.１） １０,４１２,５５２（ ５１.２） ７,７１１,８９３（ ４５.０）
合　計 ２０,５４７,４２５（１００.０） ２０,３２７,３５５（１００.０） １７,１４８,７２３（１００.０）

（注）（ ）内は構成比であります。

■貸出金の業種別内訳 （単位：百万円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

国内店分 １９,４４１,０２１（１００.００） １９,５５７,４０７（１００.００） １７,１１４,１０７（１００.００）
うち製造業 ２,６１０,０１１（ １３.４３） ２,６６３,４４５（ １３.６２） ２,０３５,４７８（ １１.８９）
農　業 １７,２７４（ ０.０９） １５,８４３（ ０.０８） １２,８５５（ ０.０８）

林　業 １,７４１（ ０.０１） １,２３６（ ０.０１） １,０７０（ ０.０１）

漁　業 ２,１３１（ ０.０１） １,５８４（ ０.０１） １,１６８（ ０.０１）

鉱　業 ２５,７３０（ ０.１３） ２６,００７（ ０.１３） ２４,４７９（ ０.１４）

建設業 １,１１８,２４５（ ５.７５） １,０８２,９４１（ ５.５４） ７８６,１６６（ ４.５９）

電気・ガス・熱供給・水道業 ９３,１２４（ ０.４８） ８３,１１８（ ０.４２） ４８,０９９（ ０.２８）

運輸・通信業 ５２８,８５０（ ２.７２） ６０４,３５７（ ３.０９） ５００,５２４（ ２.９２）

卸売・小売業、飲食店 ２,７６１,４６０（ １４.２０） ２,７３２,４８８（ １３.９７） ２,０３６,５３０（ １１.９０）
金融・保険業 １,０３９,５９２（ ５.３５） ９４５,１３５（ ４.８３） ７９２,７０３（ ４.６３）

不動産業 ２,１８６,４７５（ １１.２５） ２,０８９,１０１（ １０.６８） １,８４２,８３５（ １０.７７）
サービス業 １,８６０,３２６（ ９.５７） １,９４３,２４０（ ９.９４） １,６４９,７０８（ ９.６４）

地方公共団体 ４２８,９７６（ ２.２１） ３９５,０６７（ ２.０２） ３８５,００５（ ２.２５）

その他 ６,７６７,０８６（ ３４.８０） ６,９７３,８４５（ ３５.６６） ６,９９７,４８７（ ４０.８９）
海外店分及び特別国際金融取引勘定分 １,１０６,４０４（１００.００） ７６９,９４８（１００.００） ３４,６１６（１００.００）
うち政府等 １８,３９９（ １.６６） １９,２３５（ ２.５０） １,２５１（ ３.６１）

金融機関 ９７,３４６（ ８.８０） ５９,８７３（ ７.７７） １０,４４３（ ３０.１７）
商工業 ９０３,４９４（ ８１.６６） ６５１,５１３（ ８４.６２） ２,０１２（ ５.８２）

その他 ８７,１６４（ ７.８８） ３９,３２４（ ５.１１） ２０,９０９（ ６０.４０）
合　計 ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５ １７,１４８,７２３

（注）（ ）内は構成比であります。

■業種別リスク管理債権・金融再生法開示債権 （単位：億円）

リスク管理債権 金融再生法開示債権
平成１３年３月末 平成１４年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） １２,３５６ １４,５６８ １２,４３５ １４,６６４
うち製造業 ８７８ １,３６８ ８８１ １,３７１
農　業 １２ １４ １２ １４
林　業 一 ０ 一 ０
漁　業 一 １ 一 １
鉱　業 ４ ４ ４ ４
建設業 １,７７４ １,８７０ １,８１１ １,９１４
電気・ガス・熱供給・水道業 ０ ０ ０ ０
運輸・通信業 ７０ ７５ ７０ ７６
卸売・小売業、飲食店 １,３６３ １,４４９ １,３７５ １,４６３
金融・保険業 ２３１ ６６ ２３１ ６６
不動産業 ４,４０９ ６,００３ ４,４１５ ６,００８
サービス業 ２,２５０ ２,３１７ ２,２５８ ２,３３１
地方公共団体 一 一 一 一
その他 １,３６０ １,３９６ １,３７３ １,４１０

海外店分及びオフショア勘定分 ２５５ ７３ ２５８ ７３
合　計 １２,６１２ １４,６４２ １２,６９３ １４,７３７

■中小企業等向け貸出 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

中小企業等に対する貸出金 １４,９６７,７６９ １５,１２４,８４６ １３,４６８,７６１
総貸出金に占める割合 ７６.９９％ ７７.３３％ ７８.６９％

（注）１. 海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、サービス業は
１００人）以下の会社及び個人であります。
なお、平成１１年１２月３日に「中小企業基本法等の一部を改正する法律（平成１１年法律第１４６号）」が公布・施行され、「中小企業」の範囲が拡大されたことに伴い、平成１２年３月期の金額等
は改正後の中小企業の範囲により記載しております。この変更により平成１２年３月期の「中小企業等貸出残高」は、改正前の中小企業の範囲によった場合に比べ、６００,１７０百万円増加して
おります。
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■住宅ローン･消費者ローン残高 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
住宅ローン ５８,３２０ ６１,２５５ ６１,５３９
消費者ローン ２,６９５ ２,５１５ ２,３２１
合　計 ６１,０１５ ６３,７７０ ６３,８６０

（注）住宅ローン債権流動化後の金額であります。
＜参考＞住宅ローン債権流動化前

平成１４年３月末
住宅ローン ６３,６７０
消費者ローン ２,３２１
合　計 ６５,９９１

■特定海外債権残高 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
インドネシア２２,６６３ インドネシア２４,３３５ インドネシア ３９８
ブラジル ８４ アルジェリア ５ アルゼンチン ７
ブルガリア １４ ブルガリア ６
アルゼンチン ９ アルジェリア ５
アルジェリア ５

合　計 ２２,７７７ ２４,３４０ ４１７
資産の総額に対する割合 ０.０７％ ０.０７％ ０.００％

（注）日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する特定海外債権引当勘
定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております。

■リスク管理債権残高 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
破綻先債権・延滞債権 ６８４,４５１ ８２０,７３０ ９４０,５８５
３カ月以上延滞債権 ８４,９２０ １００,７８４ ７９,２１９
貸出条件緩和債権 ８８,２６２ ３３９,７４１ ４４４,４０４
リスク管理債権合計 ８５７,６３５ １,２６１,２５６ １,４６４,２０８

（注）リスク管理債権の各々の定義はP.５２および５３注記事項をご参照ください。

■金融再生法に基づく資産査定額 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
破綻更生債権及び
これらに準ずる債権 １８６,７６５ １７４,８９５ １４９,１５９
危険債権 ５０３,６６２ ６５３,９４５ ８００,９５０
要管理債権 １７３,１８３ ４４０,５２６ ５２３,６２３
正常債権 ２１,０６７,６００ ２０,６９６,４１３ １７,０３１,４５０

■貸倒引当金残高 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
一般貸倒引当金 １２７,７００ １２９,６００ １６７,２００
個別貸倒引当金 ２６６,７２８ ２８２,３３３ ３６５,２４１
特定海外債権引当勘定 ４,３５１ ４,６３６ ６０
増減額
一般貸倒引当金 １,６００ １,９００ ３７,６００
個別貸倒引当金 △１６,０１７ １５,６０５ ８２,９０７
特定海外債権引当勘定 １ ２８５ △４,５７６

■貸出金償却額 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
償却額 ６５,６６２ １１４,８４９ １９７,０５５
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有価証券に関する指標（単体情報）

■商品有価証券売買高 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

商品国債 ２１,９００,９６４ ２４,１０７,４０５ ２４,３５９,８７５
商品地方債 １ ２,１１０ １,０１１
商品政府保証債 一 一 １,０００
合　計 ２１,９００,９６５ ２４,１０９,５１５ ２４,３６１,８８６

■有価証券の平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

国　債 １,０７０,６８０（ ２７.８） １,６８４,１７２（ ３７.９） ２,０９５,７０１（ ４８.６） ７３３,６５０（ ２０.９） １,４９８,８４１（ ３６.７） １,９１５,１２３（５７.０）
地方債 ２２０,１４０（ ５.７） ２６０,４０６（ ５.８） １７６,９２０（ ４.１） ２６６,１８７（ ７.６） ２３８,４３６（ ５.８） ８４,６５９（ ２.５）

社　債 ３５３,１３０（ ９.１） ３８５,３０１（ ８.７） ３５４,２７７（ ８.２） ３５８,５１５（ １０.２） ３８６,１４５（ ９.５） ２８４,９７１（ ８.５）

株　式 ２,１６１,４０８（ ５６.１） １,９９３,６４１（ ４４.８） １,５６１,５０９（ ３６.３） ２,０９２,２４７（ ５９.７） １,８０２,８００（ ４４.２） １,０１０,６３９（ ３０.１）
その他 ４８,９１８（ １.３） １２３,０２９（ ２.８） １２１,３５１（ ２.８） ５６,５７８（ １.６） １５５,２８５（ ３.８） ６２,０９６（ １.９）

うち外国債券及び外国株式 ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一） ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一）

その他 ４８,９１８（ １.３） １２３,０２９（ ２.８） １２１,３５１（ ２.８） ５６,５７８（ １.６） １５５,２８５（ ３.８） ６２,０９６（ １.９）

計 ３,８５４,２７８（１００.０） ４,４４６,５５２（１００.０） ４,３０９,７５９（１００.０） ３,５０７,１７８（１００.０） ４,０８１,５０９（１００.０） ３,３５７,４９１（１００.０）
国　債 ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一） ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一）

地方債 ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一） ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一）

社　債 ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一） ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一）

株　式 ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一） ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一）

その他 １３６,５８７（１００.０） １２３,９７３（１００.０） １１２,３９１（１００.０） １１２,７３４（１００.０） １３４,５２２（１００.０） ４６,０８６（１００.０）
うち外国債券及び外国株式 １３６,５８７（１００.０） １２３,９７３（１００.０） １１２,３９１（１００.０） １１２,７３４（１００.０） １３４,５２２（１００.０） ４６,０８６（１００.０）
その他 ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一） ―（ ―） 一（ 一） 一（ 一）

計 １３６,５８７（１００.０） １２３,９７３（１００.０） １１２,３９１（１００.０） １１２,７３４（１００.０） １３４,５２２（１００.０） ４６,０８６（１００.０）
国　債 １,０７０,６８０（ ２６.８） １,６８４,１７２（ ３６.９） ２,０９５,７０１（ ４７.４） ７３３,６５０（ ２０.３） １,４９８,８４１（ ３５.５） １,９１５,１２３（ ５６.２）
地方債 ２２０,１４０（ ５.５） ２６０,４０６（ ５.７） １７６,９２０（ ４.０） ２６６,１８７（ ７.３） ２３８,４３６（ ５.６） ８４,６５９（ ２.５）

社　債 ３５３,１３０（ ８.９） ３８５,３０１（ ８.４） ３５４,２７７（ ８.０） ３５８,５１５（ ９.９） ３８６,１４５（ ９.２） ２８４,９７１（ ８.４）

株　式 ２,１６１,４０８（ ５４.２） １,９９３,６４１（ ４３.６） １,５６１,５０９（ ３５.３） ２,０９２,２４７（ ５７.８） １,８０２,８００（ ４２.８） １,０１０,６３９（ ２９.７）
その他 １８５,５０５（ ４.６） ２４７,００３（ ５.４） ２３３,７４２（ ５.３） １６９,３１２（ ４.７） ２８９,８０８（ ６.９） １０８,１８３（ ３.１）

うち外国債券及び外国株式 １３６,５８７（ ３.４） １２３,９７３（ ２.７） １１２,３９１（ ２.６） １１２,７３４（ ３.１） １３４,５２２（ ３.２） ４６,０８６（ １.３）

その他 ４８,９１８（ １.２） １２３,０２９（ ２.７） １２１,３５１（ ２.７） ５６,５７８（ １.６） １５５,２８５（ ３.７） ６２,０９６（ １.８）

総合計 ３,９９０,８６５（１００.０） ４,５７０,５２５（１００.０） ４,４２２,１５１（１００.０） ３,６１９,９１２（１００.０） ４,２１６,０３２（１００.０） ３,４０３,５７７（１００.０）
（注）１.（ ）内は構成比であります。

２. 自己株式は、｢株式｣に含めて記載しております。
３. 貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しております。
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。
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■有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

１年超 ５年超 期間の定め１年以内 ５年以内 １０年以内 １０年超 のないもの 合　計

国　債 ６９９,９４３ ５１７,５１６ ２８１,３８１ 一 一 １,４９８,８４１
地方債 ２０,３６１ １０２,６４６ １１５,４２８ 一 一 ２３８,４３６
社　債 ６２,８２２ ２８１,０９６ ４２,２２５ 一 一 ３８６,１４５
株　式 一 一 一 一 １,７８５,２３９ １,７８５,２３９
その他 １０７,９１３ １５１,４０８ ３３,８３４ 一 ３２,０５９ ３２５,２１５

うち外国債券及び外国株式 ４７,６５９ ７７,９８４ ６,８５３ 一 ２３５ １３２,７３２
その他 ６０,２５４ ７３,４２３ ２６,９８０ 一 ３１,８２４ １９２,４８２

貸付有価証券 一 一 一 一 一 一
国　債 ５６４,３３１ １,２２３,７２３ １２７,０６９ 一 一 １,９１５,１２３
地方債 １１,７９３ ３２,９０２ ３９,９６２ 一 一 ８４,６５９
社　債 ４９,８６２ ２０７,０６１ ２７,２８３ ７６３ 一 ２８４,９７１
株　式 一 一 一 一 ９０３,５２２ ９０３,５２２
その他 ４１,１０５ １４,０７１ ８,０９５ 一 ４３,５９６ １０６,８６９

うち外国債券及び外国株式 ４１,０２２ ３,２５６ 一 一 ４９３ ４４,７７２
その他 ８３ １０,８１４ ８,０９５ 一 ４３,１０２ ６２,０９６

貸付有価証券 一 一 一 一 一 一
（注）１. その他有価証券及び満期保有目的債券を対象としております。

２.「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーが含まれております。

平
成
１３
年　
３
月
期

平
成
１４
年　
３
月
期



64

為替業務および社債受託に関する指標（単体情報）

■内国為替取扱高 （単位：千口、百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
各地へ向けた分
口　数 ９１,２７７ ９４,６３０ ９５,８０５
金　額 １３５,７４７,０４６ １４３,７０７,６９０ １３３,９３７,４７９

各地より受けた分
口　数 ９５,３３９ ９７,８１１ ９７,７１６
金　額 １４２,５７５,１４４ １４９,７５８,３３０ １３８,８２２,２１８

各地へ向けた分
口　数 ２,２２０ ２,１３９ １,８５１
金　額 ４,５４８,９３０ ４,４６５,１９０ ３,７９３,０７２

各地より受けた分
口　数 １,２３６ １,１８２ １,０７２
金　額 ２,５２８,７０８ ２,４２９,２１７ ２,２２０,７９４
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■外国為替取扱高 （単位：百万米ドル）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
仕向為替

売渡為替 ７５,４３２ ４２,０５７ ２０,２９８
買入為替 ３,１９２ ３,３０７ ２,２２４

被仕向為替
支払為替 ６５,５３０ ４０,１１４ １９,１５５
取立為替 ３,０７５ ３,０１４ １,８２６

合　計 １４７,２３０ ８８,４９４ ４３,５０５
（注）取扱高は海外店分を含んでおります。

■外貨建資産残高 （単位：百万米ドル）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
国内店 ３,１８１ ５,１３４ ３,４３６
海外店 １３,０４９ １０,７０３ １６
合　計 １６,２３０ １５,８３７ ３,４５２

■担保附社債の受託状況 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
当行単独及び当行代表受託 １１３,５９１ １０７,１２４ ９４,６４０
他行代表共同受託 ５５,５９１ ４３,０４１ ３３,３０３
合　計 １６９,１８２ １５０,１６５ １２７,９４３

付帯業務に関する指標（単体情報）

■代理貸付の取扱高 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
中小企業金融公庫 ９,９８６ ７,５６８ ６,４５４
国民生活金融公庫 ３,１０７ ３,００２ ２,８１４

うち旧国民金融公庫 ８９７ ９４４ ９１５
旧環境衛生金融公庫 ２,２１０ ２,０５８ １,８９８

住宅金融公庫 ３,４５８,９７１ ３,８８５,５８２ ３,７４７,２０９
農林漁業金融公庫 ５,３０１ １１,４６２ １６,８４１
年金資金運用基金 ５６１,１４３ ５１８,５３２ ４６５,５３９
社会福祉・医療事業団 ２,６５２ ２,４８８ ５,０２２
雇用・能力開発機構 １,２２２ １,１６０ １,０８１
日本政策投資銀行 ６８ ５２ ３６
環境事業団 １０,８４６ １０,１６３ ８,９２７
労働福祉事業団 ３３０ ２７４ ２２９
中小企業総合事業団 ２,８４５ ３,３６０ ３,６０３
勤労者退職金共済機構 ２７ ３４ ３３
合　計 ４,０５６,５０３ ４,４４３,６８２ ４,２５７,７９２

（注）国民生活金融公庫は、国民金融公庫と環境衛生金融公庫が統合し、名称変更したもの
であります。

■公共債引受額 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
国　債 １６２,２８７ １６８,６７１ ２１２,５２３
地方債 ２２５,４７９ １５５,１０６ １２５,６９０
政府保証債 ４０,４２０ ５７,４５０ ３６,６００
合　計 ４２８,１８６ ３８１,２２７ ３７４,８１３

■公共債および証券投資信託窓口販売実績 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
国　債 ３９,０６２ ３１,１９３ １０,２１２
地方債 ― ５２７ １,１５７
政府保証債 ― 一 ２００
合　計 ３９,０６２ ３１,７２０ １１,５６９
証券投資信託 ２４１,５３４ ４８３,００９ ３１５,７９４

（注）証券投資信託の窓口販売は、平成１０年１２月１日から実施しております。

■国内コマーシャル･ペーパー発行取扱実績 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
発行取扱実績 １,６０４,４６１ ２,０９４,３２１ ２,５４０,６４０



Super Regional Bank Group   65

■１店舗当たりの預金・貸出金 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
預　金 国内店 ６５,２４２ ７１,０２４ ６６,７４３

海外店 ７４,２９２ １０５,０８８ 一
貸出金 国内店 ５９,０９４ ６１,５０３ ５９,３３８

海外店 １２２,８３３ ９６,１５０ 一
店舗数 国内店 ３２９ ３１８ ２８９

海外店 ９ ８ 一
（注）１. 預金額には譲渡性預金を含んでおります。

２. 店舗数には出張所を含んでおりません。

■従業員１人当たりの預金・貸出金 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
預　金 国内店 ２,０４３ ２,１９９ ２,０７４

海外店 １,６２６ ２,３２２ 一
貸出金 国内店 １,８５０ １,９０４ １,８４４

海外店 ２,６８９ ２,１２４ 一
従業員 国内店 １０,５０６ １０,２６７ ９,２９６

海外店 ４１１ ３６２ ２５１
（注）１. 預金額には譲渡性預金を含んでおります。

２. 従業員数は期中平均人員を使用しております。なお、国内店の従業員数には本部人員
を含んでおります。

■預証率 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
国内業務部門
期　末 １７.０３ １８.８７ １７.６３
期中平均 １８.７９ ２１.１５ ２０.５６

国際業務部門
期　末 ７.２９ ７.４４ １８.１２
期中平均 ７.６４ ７.５５ １１.２５

合　計
期　末 １６.３５ １７.９９ １７.６４
期中平均 １７.９０ ２０.１７ ２０.１４

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

■預貸率 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
国内業務部門
期　末 ９３.９７ ９０.０４ ８８.８８
期中平均 ９０.８０ ９１.０２ ８８.９６

国際業務部門
期　末 ７７.６２ ４７.５９ ９０.３２
期中平均 １０８.４５ ６４.１４ ５４.０３

合　計
期　末 ９２.８３ ８６.７７ ８８.９０
期中平均 ９２.２１ ８９.０７ ８７.３７

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

■利益率 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
総資産経常利益率 ０.３２ 一 一
資本経常利益率 ６.４７ 一 一
総資産当期純利益率 ０.１１ 一 一
資本当期純利益率 ２.３１ 一 一

経常（当期純）利益（注）１.総資産経常（当期純）利益率＝ 総資産（除く支払承諾見返）平均残高×１００

経常（当期純）利益２.資本経常（当期純）利益率＝資本勘定平均残高 ×１００

■利鞘 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
資金運用利回り ２.００ １.８５ １.７８
資金調達原価 １.４９ １.３９ １.１８
総資金利鞘 ０.５１ ０.４５ ０.６０
資金運用利回り ４.５２ ４.４５ ３.３９
資金調達原価 ４.６９ ４.６４ ４.０８
総資金利鞘 △０.１７ △０.１９ △０.６８
資金運用利回り ２.２７ ２.０７ １.８９
資金調達原価 １.８３ １.６７ １.３６
総資金利鞘 ０.４４ ０.３９ ０.５３

経営諸比率の状況（単体情報）
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■来店客数 （単位：千人）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
来店客数 ５４９ ５４６ ５０５

（注）期末月、月中平均来店客数であります。
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従業員の状況

■従業員の状況

在籍人員ベース 参考：就業人員ベース
平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１４年３月期

従業員数（人） １２,１４８ １１,８４１ １０,１５４ ８,１７６
平均年齢 ３８歳１月 ３７歳１１月 ３７歳１月 ３４歳１１月
平均勤続年数 １６年５月 １６年２月 １５年３月 １３年１月
平均給与月額（円） ４４４千 ４４４千 ４２６千 平均年間給与

６,５０２千
嘱託、臨時雇員及び ２,４３５ ２,４１８ ２,１９８
海外の現地採用者数（人）

（注）１. 平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものであります。
２. 従業員の定年は、満６０歳に達したときとしております。

大株主の状況（平成１４年３月３１日現在）

■普通株式

所有株式数 割合株主名
（千株） （％）

株式会社 大和銀ホールディングス ２,８３１,５４９ １００.００

■優先株式

所有株式数 割合株主名
（千株） （％）

第１回優先株式 株式会社 大和銀ホールディングス ３８６ １００.００
第１回第２種優先株式 株式会社 大和銀ホールディングス ２４０,０００ １００.００
第２回第２種優先株式 株式会社 大和銀ホールディングス ８０,０００ １００.００
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自己資本比率の状況

■連結自己資本比率 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
（国際統一基準） （国際統一基準） （国内基準）

基本的項目 資本金 ６０５,３３１ ６０５,３３８ ６０５,３５６
うち非累積的永久優先株 ２０３,９１０ ２０１,９７６ ２００,３８６

新株式払込金 ― 一 一
資本準備金 ５０９,４８６ ５０９,４８６ 一
連結剰余金 １３０,９２１ １１４,８８４ ４７,９３７
連結子会社の少数株主持分 ８,６１７ ８,５２４ ７９,２９２
うち海外特別目的会社の発行する
優先出資証券 ― 一 ７０,６００

その他有価証券の評価差損（△） 一 １８,５０６
自己株式（△） 一
為替換算調整勘定 一 △６９７ ０
営業権相当額（△） ― 一 一
連結調整勘定相当額（△） ８,１９２ ６,８３２ ５,１２４
計 （A） １,２４６,１６３ １,２３０,７０３ ７０８,９５６

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 ― ― ７０,６００
補完的項目 有価証券含み益の４５％相当額 ― ―

土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の４５％相当額 ９８,４０２ ９４,６７６ ８４,３８５
一般貸倒引当金 １４５,２７７ １５４,３９７ １０１,３８０
負債性資本調達手段等 ７９９,６１５ ７０８,１９０ ５９２,７２０
うち永久劣後債務 ５０８,５９０ ４４９,４２０

期限付劣後債務および期限付優先株 １９９,６００ １４３,３００
計 １,０４３,２９５ ９５７,２６４ ７７８,４８６
うち自己資本への算入額 （B） １,０４３,２９５ ９５７,２６４ ７０８,９５６

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―
うち自己資本への算入額 （C） ― ―

控除項目 （D） ９９９ ２,９４３ ４,９２２
自己資本額 （A）＋（B）＋（C）－（D）計 （E） ２,２８８,４５９ ２,１８５,０２４ １,４１２,９９１

リスク・アセット等 資産（オンバランス）項目 １８,２２４,６３９ １８,３９６,１２１ １４,８７０,３３２
オフバランス取引項目 １,１３６,９６８ １,１８５,６０５ １,３５０,６１８
信用リスク・アセットの額 （F） １９,３６１,６０７ １９,５８１,７２６ １６,２２０,９５０
マーケット・リスク相当額に
係る額（（H）／８％） （G） ３０,４８２ ３１,１２６
（参考）マーケット・リスク相当額 （H） ２,４３８ ２,４９０
計（（F）＋（G）） （ I ） １９,３９２,０８９ １９,６１２,８５３ １６,２２０,９５０

連結自己資本比率 ＝E/I×１００ １１.８０％ １１.１４％ ８.７１％
（注）１. ステップ・アップ金利条項付優先出資証券とは、告示第４条第２項または第２３条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式

等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券含む。）であります。
２. 永久劣後債務とは、告示第５条第１項第４号または第２４条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
３. 期限付劣後債務および期限付優先株とは、告示第５条第１項第５号および第６号または第２４条第１項第４号および第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時におけ
る償還期間が５年を超えるものに限られております。

４. 控除項目は、告示第７条第１項第１号または第２５条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、および第７条第１項第２号または第２５条第１項第２号に規定
するものに対する投資に相当する額であります。

自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年大蔵省告示第５５号。以下、「告示」という）に定め
られた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。
なお、当行は、従来国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導入しておりましたが、平成１４年３月から国内基準を適用しており

ます。



■単体自己資本比率 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
（国際統一基準） （国際統一基準） （国内基準）

基本的項目 資本金 ６０５,３４７ ６０５,３５４ ６０５,３５６
うち非累積的永久優先株 ２０３,９１０ ２０１,９７６ ２００,３８６

新株式払込金 ― ― ―
資本準備金 ５０９,４８６ ５０９,４８６ ―
利益準備金 ７３,３７９ ７６,０６７ ５３,５８２
任意積立金 ４４,１００ ２５,１００ ―
次期繰越利益 １５,７５２ １３,７８３ ―
その他 ― ― ７０,６００
その他有価証券の評価差損（△） 一 ２０,３０９
自己株式（△） 一
営業権相当額（△） ― ― ―
計 （A） １,２４８,０６６ １,２２９,７９３ ７０９,２３０
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 ― ― ７０,６００

補完的項目 有価証券含み益の４５％相当額 ― ―
土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の４５％相当額 ９８,４０２ ９４,６７６ ８４,３８５
一般貸倒引当金 １２７,７００ １２９,６００ ９８,７５６
負債性資本調達手段等 ７９９,６１５ ７０８,１９０ ５９２,７２０
うち永久劣後債務 ５０８,５９０ ４４９,４２０

期限付劣後債務および期限付優先株 １９９,６００ １４３,３００
計 １,０２５,７１７ ９３２,４６６ ７７５,８６１
うち自己資本への算入額 （B） １,０２５,７１７ ９３２,４６６ ７０９,２３０

準補完的項目 短期劣後債務 ― ―
うち自己資本への算入額 （C） ― ―

控除項目 （D） ９９９ ９９９ ３,０８３
自己資本額 （A）＋（B）＋（C）－（D） （E） ２,２７２,７８４ ２,１６１,２５９ １,４１５,３７７

リスク・アセット等 資産（オンバランス）項目 １８,０４６,８０７ １７,９３３,４３９ １４,５５７,２７２
オフバランス取引項目 ９０８,９５２ ９７３,３４８ １,２４３,７８０
信用リスク・アセットの額 （F） １８,９５５,７５９ １８,９０６,７８８ １５,８０１,０５３
マーケット・リスク相当額に
係る額（（H）／８％） （G） ３０,６４６ ３０,８６８
（参考）マーケット・リスク相当額 （H） ２,４５１ ２,４６９
計（（F）＋（G）） （ I ） １８,９８６,４０６ １８,９３７,６５６ １５,８０１,０５３

単体自己資本比率 ＝E/I×１００ １１.９７％ １１.４１％ ８.９５%
（注）１. ステップ・アップ金利条項付優先出資証券とは、告示第１４条第２項または第３０条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式

等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券含む。）であります。
２. 永久劣後債務とは、告示第１５条第１項第４号または第３１条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
３. 期限付劣後債務および期限付優先株とは、告示第１５条第１項第５号および第６号または第３１条第１項第４号および第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時におけ
る償還期間が５年を超えるものに限られております。

４. 控除項目は、告示第１７条第１項または第３２条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。

68
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■優先出資証券の概要

発行体 Asahi Preferred Securities (Cayman), Limited
発行証券の種類 配当非累積型永久優先出資証券
発行期間 永久
任意償還 平成２４年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
配当率 平成２４年７月の優先配当日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率

が適用されるとともに、ステップアップ配当が付される。
発行総額 ７０６億円
払込日 平成１４年３月２６日
配当支払の内容 配当支払日

毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
配当制限
当行優先株式（注）１について優先配当金額の配当決議を行わなかった場合、本優先出資証券に対する配当金額も、
当行優先株式に対して年間で支払われるべき配当総額に対する実際の配当金額の比率に応じ、同比率の金額
に制限される。

配当可能利益の制限
本優先出資証券への配当額は、当行の処分可能利益（注）２及び次年度予想処分可能利益

（注）３
の範囲内でなければ

ならない。
配当停止条件 以下のいずれかの事由が発生した場合は、配当の支払いは停止される。（支払われなかった配当は翌期以降に累積

しない。）
（１）当行に「損失吸収事由（注）４」が発生し、当行が発行体に損失吸収事由発生証明を交付した場合
（２）当行優先株式への配当が停止された場合
（３）当行の処分可能利益または次年度予想処分可能利益が無い場合
（４）当行が配当不払指示（注）５を交付した場合

残余財産請求権 当行優先株式と同順位
（注）１. 当行優先株式

当行により直接発行され、配当支払に関して最も優先順位の高い優先株式。
２. 処分可能利益
ある会計年度について、当行の配当可能利益から、当該会計年度において当行優先株式及びその他の配当同順位証券へ支払われたまたは支払われる予定の配当額を差し引いたもの。

３. 次年度予想処分可能利益
銀行の次会計年度についての予想処分可能利益。

４. 損失吸収事由
当行に関して、（１）自己資本比率あるいはTierⅠ比率が日本の銀行規制上要求される最低比率を下回る場合、（２）期限の到来した債務の支払を履行できない、またはできなくなる場合、
（３）負債の金額が資産の額を超過する場合、（４）管理変更事由（①清算事由（清算手続の開始、破産宣告、清算的更生計画案作成許可、清算的再生計画案作成許可）の発生、②会社更
生、会社整理等の手続の開始、③監督当局が、当行の支払不能、債務超過を認定し公表あるいは当行の公的管理を決定）が発生すること。ただし（１）の場合は、配当を停止するかは当
行の任意。

５. 配当不払指示
本優先出資証券のある優先配当日に関し、当行から発行体に対して発行される当該優先配当日に配当不払いとする旨の指示。ただし、前年に当行が普通株式の配当を実施した場合を
除く。

当行では、資本増強を目的として、告示第２３条第２項及び第３０条第２項に基づき「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり
発行し、「連結自己資本比率」及び「単体自己資本比率」の「基本的項目（TierⅠ）に計上しております。
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有価証券の時価等情報

■売買目的有価証券（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期
単体ベース 連結ベース

売買目的有価証券
貸借対照表計上額 ３７７,８０１ ３７７,８０１
当期の損益に含まれた評価差額 ２９１ ２９１

■当期中に売却した満期保有目的の債券 該当ありません。

■当期中に売却したその他有価証券（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期
単体ベース 連結ベース

その他有価証券
売却額 ５,１９３,１８６ ５,２１８,５１０
売却益の合計額 ５２,４０２ ５６,５４１
売却損の合計額 ２０７,９９６ ２０９,３９３

（注）平成１４年３月期は、貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、譲渡性預け金、コマーシャル・ペーパー、「現金
預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

■時価のない有価証券の主な内容および
貸借対照表計上額（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期
単体ベース 連結ベース

子会社株式及び関連会社株式
子会社株式 １０７,３７５ ４９４
関連会社株式 １,０５５ ２,０５９

その他有価証券
非上場内国債券 １５１,４７６ １５３,４９４
非上場株式（店頭売買株式を除く） ４１,８６１ ５２,８０２

■その他有価証券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期
単体ベース 連結ベース

貸借対照表 連結貸借対照表
取得原価 計上額 評価差額 うち益 うち損 取得原価 計上額 評価差額 うち益 うち損

株　式 ８９２,５５５ ８６１,６６０ △３０,８９４ ５８,９３６ ８９,８３１ ８９８,１１４ ８７０,３８０ △２７,７３３ ６２,４６６ ９０,２００
債　券 ２,１２２,２５２ ２,１３３,２７８ １１,０２５ １１,７１９ ６９３ ２,１２２,２６７ ２,１３３,２９３ １１,０２５ １１,７１９ ６９３

国　債 １,９０８,６０６ １,９１５,１２３ ６,５１７ ６,５６０ ４２ １,９０８,６２１ １,９１５,１３８ ６,５１７ ６,５６０ ４２
地方債 ７８,７０５ ８１,５４９ ２,８４３ ２,８４３ 一 ７８,７０５ ８１,５４９ ２,８４３ ２,８４３ 一
社　債 １３４,９４０ １３６,６０４ １,６６４ ２,３１５ ６５１ １３４,９４０ １３６,６０４ １,６６４ ２,３１５ ６５１

その他 ９７,０５９ ９６,６１９ △４４０ ６３６ １,０７６ ９７,３１２ ９６,８８４ △４２８ ６５３ １,０８２
合　計 ３,１１１,８６７ ３,０９１,５５８ △２０,３０９ ７１,２９２ ９１,６０１ ３,１１７,６９４ ３,１００,５５８ △１７,１３６ ７４,８３９ ９１,９７６

（注）時価は、株式については期末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に、また、それ以外については期末日における市場価格等に、それぞれ基づいております。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期
単体ベース 連結ベース

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損 連結貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損
国　債 一 一 一 一 一 ９ ９ ０ ０ 一
その他 一 一 一 一 一 ３１ ３１ ０ ０ 一
合　計 一 一 一 一 一 ４１ ４１ ０ ０ 一

（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

■子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの（単体ベース） 該当ありません。

■保有目的を変更した有価証券 該当ありません。

■満期があるその他有価証券および
満期保有目的の債券の償還予定額（単体・連結） （単位：百万円）

単体ベース 平成１４年３月期
１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 ６２５,９８８ １,４６３,６８７ １９４,３１５ ７６３
国　債 ５６４,３３１ １,２２３,７２３ １２７,０６９ 一
地方債 １１,７９３ ３２,９０２ ３９,９６２ 一
社　債 ４９,８６２ ２０７,０６１ ２７,２８３ ７６３

その他 ４１,１０５ １４,０７１ ８,０９５ 一
合　計 ６６７,０９４ １,４７７,７５８ ２０２,４１１ ７６３

連結ベース 平成１４年３月期
１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 ６２６,２４３ １,４６５,１２４ １９４,６６５ ７６３
国　債 ５６４,３３１ １,２２３,７４８ １２７,０６９ 一
地方債 １１,７９３ ３２,９０２ ３９,９６２ 一
社　債 ５０,１１８ ２０８,４７３ ２７,６３３ ７６３

その他 ４１,１３７ １４,３２６ ９,５９４ 一
合　計 ６６７,３８１ １,４７９,４５１ ２０４,２５９ ７６３
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■売買目的有価証券（単体・連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期
単体ベース 連結ベース

売買目的有価証券
貸借対照表計上額 ５８９,９４２ ５８９,９４２
当期の損益に含まれた評価差額 ９５ ９５

■当期中に売却した満期保有目的の債券 該当ありません。

■当期中に売却したその他有価証券（単体・連続） （単位：百万円）

平成１３年３月期
単体ベース 連結ベース

その他有価証券
売却額 ６,８４０,３９３ ６,８４８,６３４
売却益の合計額 ２１５,１１８ ２１９,８４６
売却損の合計額 ５,４３０ ５,４８１

■保有目的を変更した有価証券 該当ありません。

■満期があるその他有価証券および
満期保有目的の債券の償還予定額（単体・連結） （単位：百万円）

単体ベース 平成１３年３月期
１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 ７８３,１２７ ９０１,２５９ ４３９,０３５ 一
国　債 ６９９,９４３ ５１７,５１６ ２８１,３８１ 一
地方債 ２０,３６１ １０２,６４６ １１５,４２８ 一
社　債 ６２,８２２ ２８１,０９６ ４２,２２５ 一

その他 １０７,９１３ １５１,４０８ ３３,８３４ 一
合　計 ８９１,０４０ １,０５２,６６７ ４７２,８７０ 一

連結ベース 平成１３年３月期
１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 ７８３,５０７ ９０３,０７６ ４４７,９１１ 一
国　債 ６９９,９５３ ５１７,５４０ ２８１,３８１ 一
地方債 ２０,３６１ １０２,６４６ １２３,２８２ 一
社　債 ６３,１９３ ２８２,８８９ ４３,２４８ 一

その他 １０８,５５１ １５２,８８１ ３４,９３９ ８１
合　計 ８９２,０５９ １,０５５,９５７ ４８２,８５１ ８１

（注）平成１３年３月期は、貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、譲渡性預け金、コマーシャル・ペーパー、「現金
預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

■時価のない有価証券の主な内容および
貸借対照表計上額（単体・連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期
単体ベース 連結ベース

子会社株式及び関連会社株式
子会社株式 １８,４１７ 一
関連会社株式 ９３４ 一

その他有価証券
非上場内国債券 ３３８,０６８ ３４０,６０５
非上場株式（店頭売買株式を除く） ３８,８３６ ４９,０８２

■その他有価証券で時価のあるもの（単体・連結）
当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。
なお、平成１２年大蔵省令第８号附則第４項及び平成１２年大蔵省令第９号附則第３項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次の
とおりであります。

（単位：百万円）

平成１３年３月期
単体ベース 連結ベース

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損 連結貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損
株　式 １,７４６,４０３ １,６２７,６２５ △１１８,７７８ １１６,０３５ ２３４,８１３ １,７５９,８９７ １,６４３,３１９ △１１６,５７７ １２０,１３２ ２３６,７０９
債　券 １,７８５,３５４ １,８０３,５９７ １８,２４３ ２０,２６１ ２,０１８ １,７９３,８７０ １,８１２,９２３ １９,０５２ ２１,０７１ ２,０１８
国　債 １,４９８,８４１ １,５０７,９８８ ９,１４７ １０,４４０ １,２９２ １,４９８,８５６ １,５０８,００３ ９,１４７ １０,４４０ １,２９２
地方債 ３８,０９８ ４１,５９１ ３,４９２ ３,４９２ 一 ４５,９５１ ５０,１９２ ４,２４１ ４,２４１ 一
社　債 ２４８,４１５ ２５４,０１７ ５,６０２ ６,３２８ ７２５ ２４９,０６２ ２５４,７２７ ５,６６４ ６,３９０ ７２５

その他 ２８９,９９７ ２７３,８４４ △１６,１５２ １,９７０ １８,１２２ ２９１,８４９ ２７５,６７６ △１６,１７２ １,９７０ １８,１４２
合　計 ３,８２１,７５５ ３,７０５,０６７ △１１６,６８７ １３８,２６７ ２５４,９５４ ３,８４５,６１７ ３,７３１,９２０ △１１３,６９７ １４３,１７４ ２５６,８７１

（注）時価は、株式については期末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に、また、それ以外については期末日における市場価格等に、それぞれ基づいております。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期
単体ベース 連結ベース

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損 連結貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損
国　債 一 一 一 一 一 １９ １９ ０ ０ 一
その他 一 一 一 一 一 ９９ １００ ０ ０ ０
合　計 一 一 一 一 一 １１９ １２０ １ １ ０

（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

■子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの（単体ベース） 該当ありません。
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金銭の信託の時価等情報

■運用目的の金銭の信託（単体・連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期 平成１４年３月期
単体ベース 連結ベース 単体ベース 連結ベース

運用目的の金銭の信託
貸借対照表計上額 ６０,０００ ６０,０５０ ４０,０００ ４０,０５０
当期の損益に含まれた評価差額 一 一 一 一

■満期保有目的の金銭の信託 該当ありません。

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 該当ありません。

その他有価証券評価差額金

平成１３年３月期において、その他有価証券及びその他の金銭の信託について時価評価を行った場合における、そ
の他有価証券評価差額金相当額は次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１３年３月期
単体ベース 連結ベース

その他有価証券評価差額金相当額
差額（時価－貸借対照表計上額） △１１６,６８７ △１１３,６９７
その他有価証券 △１１６,６８７ △１１３,６９７
その他の金銭の信託 一 一

繰延税金資産相当額 （＋） ４６,１２６ ４４,８６８
その他有価証券評価差額金相当額（持分相当額調整前） △７０,５６０ △６８,８２９

少数株主持分相当額 （△） 一 ３１２
持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
評価差額金相当額のうち親会社持分相当額 （＋） 一 １８

その他有価証券評価差額金相当額 △７０,５６０ △６９,１２３

平成１４年３月期において、貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

平成１４年３月期
単体ベース 連結ベース

その他有価証券評価差額金
評価差額 △２０,３０９ △１７,１３６
その他有価証券 △２０,３０９ △１７,１３６
その他の金銭の信託 一 一

繰延税金負債 （△） 一 １,３３３
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） △２０,３０９ △１８,４７０

少数株主持分相当額 （△） 一 ６７５
持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
評価差額金のうち親会社持分相当額 （＋） 一 △３５
その他有価証券評価差額金 △２０,３０９ △１９,１８２
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デリバティブ取引情報

取引の時価等に関する事項（平成１４年３月期）
■金利関連取引（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

うち１年超 うち１年超

取引所　　金利先物
売　建 ５６９,４７０ ５,３６２ △１,７８３ △１,７８３ ５６９,４７０ ５,３６２ △１,７８３ △１,７８３
買　建 ３４４,６３８ 一 １,６２８ １,６２８ ３４４,６３８ 一 １,６２８ １,６２８

金利オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

店　頭 金利先渡契約
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

金利スワップ
受取固定・支払変動 １,３６１,２８２ ８５７,１１３ ２５,０４０ ２５,０４０ １,３６１,２８２ ８５７,１１３ ２５,０４０ ２５,０４０
受取変動・支払固定 １,２９６,４０１ ８２３,０９８ △２３,７３３ △２３,７３３ １,２９６,４０１ ８２３,０９８ △２３,７３３ △２３,７３３
受取変動・支払変動 ８５,０００ ８５,０００ △２５１ △２５１ ８５,０００ ８５,０００ △２５１ △２５１

金利オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

キャップ
売　建 １３６,９３５ １２３,６５１ １５５ １,１８５ １３６,９３５ １２３,６５１ １５５ １,１８５
買　建 １２１,４２５ １０５,９２５ １２９ △２８８ １２１,４２５ １０５,９２５ １２９ △２８８

フロアー
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 １００ １００ １２ ３ １００ １００ １２ ３

その他
売　建 １,０００ 一 ２３ △４ １,０００ 一 ２３ △４
買　建 １,０００ 一 ２３ １５ １,０００ 一 ２３ １５

合　計 ８８６ １,８１１ ８８６ １,８１１
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しており
ます。

■通貨関連取引（単体・連結）） （単位：百万円）

平成１４年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

うち１年超 うち１年超

店　頭　　通貨スワップ ６０９,５２８ ５４３,５０５ １,５９４ １,５９４ ６０９,５２８ ５４３,５０５ １,５９４ １,５９４
その他 一 一 一 一 一 一 一 一

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記（注）３.の取引は、上記記載から除いて
おります。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３.「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨
スワップ取引については、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１４年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

通貨スワップ １６７,８３９ ８２６ ８２６ １６７,８３９ ８２６ ８２６
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また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しているもの、及び外貨
建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等
が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１４年３月期 単体 連結
契約額等 契約額等

取引所　　通貨先物
売　建 一 一
買　建 一 一

通貨オプション
売　建 一 一
買　建 一 一

店　頭　　為替予約
売　建 １８２,９０１ １８２,９０１
買　建 １５１,６６４ １５１,６６４

通貨オプション
売　建 ２７,８７３ ２７,８７３
買　建 ３３,２３２ ３３,２３２

その他
売　建 一 一
買　建 一 一

■債券関連取引（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

うち１年超 うち１年超

取引所　　債券先物
売　建 ９６１ 一 △４ △４ ９６１ 一 △４ △４
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

債券先物オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

店　頭　　債券店頭オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

その他
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

合　計 △４ △４ △４ △４
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。

■商品関連取引／クレジットデリバティブ取引（単体・連結） 該当ありません。

■株式関連取引（単体・連結） （単位：百万円）

平成１４年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

うち１年超 うち１年超

取引所　　株式指数先物
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

株式指数オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

店　頭　　有価証券店頭オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

有価証券店頭指数等スワップ
株価指数変化率受取・短期変動金利支払 一 一 一 一 一 一 一 一
短期変動金利受取・株価指数変化率支払 一 一 一 一 一 一 一 一

その他
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

合　計 一 一 一 一
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定　
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
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■通貨関連取引（単体・連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

うち１年超 うち１年超

店　頭　　通貨スワップ ５８６,１２２ ４２９,２７７ １,３８６ １,３８６ ５８６,１２２ ４２９,２７７ １,３８６ １,３８６
その他 一 一 一 一 一 一 一 一

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記（注）３.の取引は、上記記載から除いて
おります。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３.「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引につ
いては、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１３年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

通貨スワップ ８１,４５３ １６６ １６６ ８１,４５３ １６６ １６６

取引の時価等に関する事項（平成１３年３月期）
■金利関連取引（単体・連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

うち１年超 うち１年超

取引所 金利先物
売　建 ９７,３３１ ７,５９３ △１３５ △１３５ ９７,３３１ ７,５９３ △１３５ △１３５
買　建 ２１６,１３８ ８,６４３ １,３６２ １,３６２ ２１６,１３８ ８,６４３ １,３６２ １,３６２

金利オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

店　頭 金利先渡契約
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 １７,７１０ １７,７１０ △６２ △６２ １７,７１０ １７,７１０ △６２ △６２

金利スワップ
受取固定・支払変動 １,９５１,７１５１,１０１,４４５ ３９,７５４ ３９,７５４ １,９５１,７１５１,１０１,４４５ ３９,７５４ ３９,７５４
受取変動・支払固定 １,７９５,７０６１,１４９,８２０ △３８,７７９ △３８,７７９ １,７９５,７０６１,１４９,８２０ △３８,７７９ △３８,７７９
受取変動・支払変動 ２１,０００ ２０,０００ △３５ △３５ ２１,０００ ２０,０００ △３５ △３５

金利オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

キャップ
売　建 ８９,３００ ８５,６００ １９０ １,０５９ ８９,３００ ８５,６００ １９０ １,０５９
買　建 ７４,９８５ ７２,９８５ １５９ △３２９ ７４,９８５ ７２,９８５ １５９ △３２９

フロアー
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 １００ １００ ３ ３ １００ １００ ３ ３

その他
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

合　計 ２,４５７ ２,８３７ ２,４５７ ２,８３７
（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２.時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しており
ます。
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また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しているもの、及び外貨
建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除
いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１３年３月期 単体 連結
契約額等 契約額等

取引所　　通貨先物
売　建 一 一
買　建 一 一

通貨オプション
売　建 一 一
買　建 一 一

店　頭　　為替予約
売　建 ８５１,１６７ ８５１,１６７
買　建 ６２８,７２１ ６２８,７２１

通貨オプション
売　建 １３１,５７１ １３１,５７１
買　建 １３３,９７１ １３３,９７１

その他
売　建 一 一
買　建 一 一

■債券関連取引（単体・連結） （単位：百万円）

平成１３年３月期 単体 連結
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

うち１年超 うち１年超

取引所　　債券先物
売　建 １,３９０ 一 ０ ０ １,３９０ 一 ０ ０
買　建 １３,６３６ 一 △１４ △１４ １３,６３６ 一 △１４ △１４

債券先物オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

店　頭　　債券店頭オプション
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

その他
売　建 一 一 一 一 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一 一 一 一 一

合　計 △１３ △１３ △１３ △１３
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。

■商品関連取引／クレジットデリバティブ取引（単体・連結） 該当ありません。

■株式関連取引（単体・連結） 該当ありません。
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決算公告

銀行法第２０条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第２１条第１項及び第２項の規定により、本決算公告を本誌に掲載しています。
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組織図
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役員一覧

■取締役 代表取締役頭取 梁瀬　行雄

代表取締役副頭取 梅田　明彦

取締役兼専務執行役員 利根　忠　

取締役兼常務執行役員 大貫　利喜

取締役兼常務執行役員 佐野　友昭

取締役兼常務執行役員 森田　　徹

■監査役 常勤監査役 林　　清美

監査役 依田　英男

監査役 西山　俊彦

監査役 豊嶋　秀直

(注)監査役のうち、西山 俊彦および豊嶋 秀直は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める要件を満たす監査役（いわゆる社外監査役）です。

■執行役員 専務執行役員 尾後貫　達也

常務執行役員 大澤　眞輔

常務執行役員 松村　正之

常務執行役員 武井　　司

執行役員 横大路　啓司

執行役員 青山　直樹

執行役員 松下　正美

執行役員 小川　修一

執行役員 岡本　日出男

執行役員 水田　廣行

執行役員 白田　憲司

執行役員 横瀬　三亀夫

執行役員 吉武　宣彦

執行役員 笠井　秀樹

昭和４３年４月入行　平成８年６月取締役 １０年６月常務取締役 １２年６月専務取締役　
１３年１０月頭取 １４年３月大和銀ホールディングス副社長

昭和４４年４月入行　平成１１年６月取締役 １２年６月常務執行役員　
１３年９月専務執行役員 １４年６月副頭取

昭和４４年４月入行 平成１０年６月取締役 １２年１月常務取締役 １２年６月常務執行役員
１３年９月専務執行役員 １４年３月大和銀ホールディングス取締役　
１４年６月取締役兼専務執行役員 企画部担当

昭和４６年４月入行　平成１２年６月執行役員 １３年９月常務執行役員　
１４年６月取締役兼常務執行役員 営業推進本部長

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 １４年４月常務執行役員　
１４年６月取締役兼常務執行役員 融資企画部担当兼融資第一部担当

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 １４年４月常務執行役員　
１４年６月取締役兼常務執行役員 業務監査部担当役員

昭和４５年４月入行　平成１０年６月取締役 １２年６月常務執行役員　
１３年９月専務執行役員 本店営業部長

昭和４５年４月入行　平成１１年６月取締役 １２年６月執行役員　
１３年９月常務執行役員 １４年６月常務執行役員 融資第二部担当兼融資第三部担当　

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員
１４年４月常務執行役員 営業推進本部担当（法人部担当）

昭和４８年４月入行　平成１３年４月執行役員　
１４年４月常務執行役員 営業推進本部担当（地域担当）

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 １３年１１月執行役員 市場営業部担当

昭和４７年４月入行　平成１３年９月執行役員
１３年１１月執行役員 営業推進本部担当（地域担当）

昭和４８年４月入行　平成１３年９月執行役員　
１４年４月執行役員 ALM部担当兼人事部担当

昭和４８年４月入行　平成１３年９月執行役員 １３年１１月執行役員 業務管理部担当

昭和４８年４月入行　平成１３年９月執行役員　
１４年３月執行役員 営業推進本部担当（地域担当兼個人部担当）

昭和４９年４月入行　
平成１４年３月執行役員 営業推進本部担当（地域担当）兼大阪営業部長

昭和５０年４月入行　平成１４年３月執行役員 リスク統括部担当

昭和５０年４月入行　
平成１４年４月執行役員 営業推進本部担当（地域担当兼公務部担当）

昭和５１年４月入行　平成１４年４月執行役員 営業推進本部担当（地域担当）

昭和４９年４月入行　平成１４年６月執行役員 融資第三部副担当

昭和４８年４月入行　平成１４年６月常勤監査役

昭和４５年４月入行　平成１２年６月常勤監査役
１３年１２月大和銀ホールディングス監査役 １４年３月あさひ銀行監査役

平成元年１２月高松高等裁判所長官 ３年７月高松高等裁判所長官定年退官　
４年７月公害等調整委員会委員長 ９年７月公害等調整委員会顧問
１２年６月あさひ銀行監査役

平成１２年１１月福岡高等検察庁検事長 １３年５月福岡高等検察庁検事長退官　
１４年２月大和銀ホールディングス監査役　１４年６月あさひ銀行監査役
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■千代田区

本店営業部
千代田区大手町１-１-２
０３（３２８７）２１１１

東京駅八重洲南口出張所
JR東京駅南口関東バスターミナル３番乗場前
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

丸ノ内出張所
JR東京駅前（丸の内中央口）正面
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

有楽町出張所
ＪＲ有楽町駅（日比谷口）徒歩１分・
有楽町ビル内
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

市ヶ谷支店
千代田区九段南４-８-２６
０３（３２６２）７６１１

九段支店
千代田区九段南１-５-６
０３（３２６１）１１８５

飯田橋駅東口出張所
地下鉄飯田橋駅（A-５出口）徒歩1分・
目白通り沿い
九段支店 ０３（３２６１）１１８５

お茶の水出張所
JR御茶ノ水駅（御茶ノ水橋口）駅前
神田支店 ０３（３２５１）７２３１

秋葉原支店
千代田区神田和泉町１-２７７
０３（３８６６）１１７１

昭和通り出張所
秋葉原支店隣り
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

外神田出張所
地下鉄末広町駅（出口４）徒歩２分
上野支店 ０３（３８３１）１１６１

神田支店
千代田区神田須田町１-１-４
０３（３２５１）７２３１

神田駅西口出張所
JR神田駅（西口）駅前
神田支店 ０３（３２５１）７２３１

地下鉄有楽町線麹町駅（出口１）徒歩３分
地下鉄半蔵門線半蔵門駅（出口２）徒歩５分
市ヶ谷支店 ０３（３２６２）７６１１

岩本町出張所
都営新宿線岩本町駅（A-５出口）徒歩２分
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

■中央区

東京中央支店
中央区京橋１-３-１
０３（３２７６）６６１１

八重洲地下街出張所
地下街レモンロード（イーストスポット際）
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

京橋出張所
地下鉄京橋駅（出口６）・阪神第２グリーンビル内
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

築地出張所
地下鉄日比谷線築地駅徒歩1分・
日刊スポーツ新聞社本社角
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

銀座支店
中央区銀座６-１０-１
０３（３５７１）３１０１

日本橋支店
中央区日本橋室町３-２-１５
０３（３２７９）４４１１

日本橋室町出張所
地下鉄三越前駅徒歩1分・三越本店新館前
日本橋支店 ０３（３２７９）４４１１

茅場町支店
中央区日本橋茅場町１-２-１４
０３（３６６６）０４５５

水天宮出張所
藤和日本橋人形町コープ・
地下鉄水天宮駅（出口８）徒歩１分
茅場町支店 ０３（３６６６）０４５５

新富町出張所
地下鉄新富町駅（出口５）前
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

月島支店
中央区月島２-１４-１２
０３（３５３６）５１１１

■港区

芝支店
港区芝大門１-１４-６
０３（３４３１）１１２１

三田支店
港区芝５-３４-２
０３（３４５２）１７１１

魚籃坂出張所
都営浅草線泉岳寺駅徒歩１０分・
魚籃坂下交差点そば
三田支店 ０３（３４５２）１７１１

麻布支店
港区麻布十番１-１１-８
０３（３５８４）０９６１

東京専売病院出張所
都バス中の橋バス停・東京専売病院入口
麻布支店 ０３（３５８４）０９６１

済生会中央病院出張所
都バス赤羽橋バス停・済生会中央病院内
麻布支店 ０３（３５８４）０９６１

水産経済新聞社ビル
（六本木六丁目）出張所
詳細は下記にお問い合わせください。
麻布支店 ０３（３５８４）０９６１

新橋支店
港区新橋１-１６-４
０３（３５９５）２１１１

赤坂支店
港区赤坂２-３-６
０３（３５８２）３２７１

青山支店
港区南青山２-１１-１７
０３（３４０３）２１３１

表参道出張所
地下鉄表参道駅徒歩１分・あさひ銀ビル内
青山支店 ０３（３４０３）２１３１

神谷町支店
港区虎ノ門５-１２-１
０３（３４３２）５３０１

品川駅前出張所
JR品川駅（西口）徒歩３分・
第一京浜ホテルパシフィック前
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

■新宿区

新都心営業部
新宿区西新宿６-１２-１
０３（５３２３）３３５１

新宿西口支店
新宿区西新宿１-１０-１
０３（３３４２）８３６１

新宿支店
新宿区新宿３-２-１
０３（３３５６）３２３１

新宿駅新南口出張所
JR新宿駅（新南口）徒歩３分
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

新宿御苑前出張所
地下鉄新宿御苑前駅徒歩１分
新宿通り・大木戸門前
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

新宿中央支店
新宿区新宿３-２３-７
０３（３３５２）３１５１

大久保出張所
明治通り大久保通り交差点100m・新宿寄り
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

新大久保駅前出張所
JR新大久保駅徒歩1分・大久保通り沿い
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

早稲田支店
新宿区西早稲田１-１６-４
０３（３２０３）０１３１

早大正門前出張所
地下鉄早稲田駅徒歩５分・
早稲田大学正門大隈講堂前
早稲田支店 ０３（３２０３）０１３１

若松町出張所
地下鉄早稲田駅徒歩１０分・大久保通り沿い
神楽坂支店 ０３（３２６９）０１６１

神楽坂支店
新宿区神楽坂６-７０
０３（３２６９）０１６１

飯田橋駅前出張所
地下鉄有楽町線飯田橋駅前
神楽坂支店 ０３（３２６９）０１６１

都営新宿線曙橋駅（A１出口）徒歩1分
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

西新宿四丁目出張所
地下鉄西新宿五丁目（清水橋）駅前
新宿西口支店 ０３（３３４２）８３６１

北新宿出張所
小滝橋通り北新宿百人町交差点を
新宿駅方面へ１００m
新宿中央支店 ０３（３３５２）３１５１

東京オペラシティ出張所
京王新線初台駅（東口）徒歩２分・
オペラシティ内
新宿西口支店 ０３（３３４２）８３６１

■文京区

白山支店
文京区本駒込１-３-２
０３（３９４１）８１７１

本郷支店
文京区本郷２-２７-２０
０３（３８１２）１２５１

本郷三丁目出張所
地下鉄本郷三丁目駅徒歩４分・
消防署前通り交差点角
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

東大赤門前出張所
地下鉄本郷三丁目駅徒歩４分・
本郷通り東大赤門手前
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

東京大学本郷構内出張所
地下鉄本郷三丁目駅徒歩１０分・
東大病院前バスロータリー横
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

茗荷谷支店
文京区小石川５-５-５
０３（３９４４）２１３１

茗荷谷駅前出張所
地下鉄茗荷谷駅前（拓殖大学側）・日進書房隣
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

千川通り出張所
千川通り白山三丁目交差点徒歩１分・am.pm.隣
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

小石川四丁目出張所
小石川郵便局徒歩２分・
ベルスクエア小石川ビル１階
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

■台東区

浅草支店
台東区駒形１-４-１８
０３（３８４４）４１８１

東武浅草駅前出張所
東武浅草駅（西口）徒歩１分
浅草支店 ０３（３８４４）４１８１

元浅草出張所
春日通り元浅草三丁目交差点角
浅草支店 ０３（３８４４）４１８１

浅草橋出張所
JR浅草橋駅（東口）徒歩２分
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

上野支店
台東区上野４-１０-４
０３（３８３１）１１６１

鶯谷支店
台東区下谷２-４-５
０３（３８７３）３１１６

鳥越出張所
JR秋葉原駅・浅草橋駅徒歩１０分・
CSタワービル前
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

■墨田区

本所支店
墨田区緑１-１６-１
０３（３６３４）１１９１

■江東区

亀戸支店
江東区亀戸２-２７-８
０３（３６８３）５５１１

サンストリート亀戸出張所
JR亀戸駅（東口）徒歩1分・京葉道路沿い
亀戸支店 ０３（３６８３）５５１１

東陽町出張所
地下鉄東陽町駅（西口１番出口）
徒歩７分・東京イースト２１内
本所支店 ０３（３６３４）１１９１

豊洲出張所
地下鉄豊洲駅（１ａ出口）徒歩１分・
豊洲センタービル１階
月島支店 ０３（３５３６）５１１１

ヴィーナスフォート出張所
ゆりかもめ青海駅徒歩１分・
ヴィーナスフォート内
月島支店 ０３（３５３６）５１１１

■品川区

目黒駅前支店
品川区上大崎３-２-１
０３（３４４３）６６５１

小山出張所
東急目黒線武蔵小山駅徒歩１分
目黒駅前支店 ０３（３４４３）６６５１

五反田支店
品川区西五反田１-２３-９
０３（３４９２）３９５７

東五反田出張所
詳細は下記にお問い合わせください。
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

ゲートシティ大崎出張所
ＪＲ大崎駅（東口）徒歩３分・
ゲートシティ大崎３階
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

大井町出張所
ＪＲ大井町駅（西口）徒歩１５分・
大井第一小学校バス停前
大森支店 ０３（３７６３）３３１１

大井町駅前出張所
ＪＲ大井町駅（西口）駅前交番並び
大森支店 ０３（３７６３）３３１１

曙橋出張所 

　町出張所 

東京都

投資信託窓口設置店

外国為替業務取扱店

外貨預金取扱店

ATMコーナーのみの出張所
（店舗外ATM）

外為

投信

外預

トラベルロビー設置店

外貨両替専門店

トラベル （注）１. 平成１４年６月末現在で作成しましたので、平成１４年７月１日以降、表示内容等が変更となる場合がございます。
２.「振込集中第一支店」、「サンライズ支店」、「イーバンク支店」及び「エーティーエム支店」については記載して
おりません。これらの支店では、窓口・ATM業務は行っておりません。

３. 上記４支店を除く支店、営業部はすべて住宅金融公庫業務を取り扱っております。
４. 企業内、学校内などに設置している出張所（店舗外ATM）については、記載していない場合がございます。
５. 外貨両替専門店である成田空港出張所は、上記（ ）内の合計に含めておりません。

両替所

ATM

ATM

ATM

トラベル

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM

投信 外為

ATM

投信 外為

投信 外為

投信 外為

ATM

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

ATM

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

ATM

投信 外為

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為 ATM

ATM

ATM

投信 外預

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM
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■千代田区

本店営業部
千代田区大手町１-１-２
０３（３２８７）２１１１

東京駅八重洲南口出張所
JR東京駅南口関東バスターミナル３番乗場前
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

丸ノ内出張所
JR東京駅前（丸の内中央口）正面
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

有楽町出張所
ＪＲ有楽町駅（日比谷口）徒歩１分・
有楽町ビル内
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

市ヶ谷支店
千代田区九段南４-８-２６
０３（３２６２）７６１１

九段支店
千代田区九段南１-５-６
０３（３２６１）１１８５

飯田橋駅東口出張所
地下鉄飯田橋駅（A-５出口）徒歩1分・
目白通り沿い
九段支店 ０３（３２６１）１１８５

お茶の水出張所
JR御茶ノ水駅（御茶ノ水橋口）駅前
神田支店 ０３（３２５１）７２３１

秋葉原支店
千代田区神田和泉町１-２７７
０３（３８６６）１１７１

昭和通り出張所
秋葉原支店隣り
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

外神田出張所
地下鉄末広町駅（出口４）徒歩２分
上野支店 ０３（３８３１）１１６１

神田支店
千代田区神田須田町１-１-４
０３（３２５１）７２３１

神田駅西口出張所
JR神田駅（西口）駅前
神田支店 ０３（３２５１）７２３１

地下鉄有楽町線麹町駅（出口１）徒歩３分
地下鉄半蔵門線半蔵門駅（出口２）徒歩５分
市ヶ谷支店 ０３（３２６２）７６１１

岩本町出張所
都営新宿線岩本町駅（A-５出口）徒歩２分
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

■中央区

東京中央支店
中央区京橋１-３-１
０３（３２７６）６６１１

八重洲地下街出張所
地下街レモンロード（イーストスポット際）
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

京橋出張所
地下鉄京橋駅（出口６）・阪神第２グリーンビル内
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

築地出張所
地下鉄日比谷線築地駅徒歩1分・
日刊スポーツ新聞社本社角
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

銀座支店
中央区銀座６-１０-１
０３（３５７１）３１０１

日本橋支店
中央区日本橋室町３-２-１５
０３（３２７９）４４１１

日本橋室町出張所
地下鉄三越前駅徒歩1分・三越本店新館前
日本橋支店 ０３（３２７９）４４１１

茅場町支店
中央区日本橋茅場町１-２-１４
０３（３６６６）０４５５

水天宮出張所
藤和日本橋人形町コープ・
地下鉄水天宮駅（出口８）徒歩１分
茅場町支店 ０３（３６６６）０４５５

新富町出張所
地下鉄新富町駅（出口５）前
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

月島支店
中央区月島２-１４-１２
０３（３５３６）５１１１

■港区

芝支店
港区芝大門１-１４-６
０３（３４３１）１１２１

三田支店
港区芝５-３４-２
０３（３４５２）１７１１

魚籃坂出張所
都営浅草線泉岳寺駅徒歩１０分・
魚籃坂下交差点そば
三田支店 ０３（３４５２）１７１１

麻布支店
港区麻布十番１-１１-８
０３（３５８４）０９６１

東京専売病院出張所
都バス中の橋バス停・東京専売病院入口
麻布支店 ０３（３５８４）０９６１

済生会中央病院出張所
都バス赤羽橋バス停・済生会中央病院内
麻布支店 ０３（３５８４）０９６１

水産経済新聞社ビル
（六本木六丁目）出張所
詳細は下記にお問い合わせください。
麻布支店 ０３（３５８４）０９６１

新橋支店
港区新橋１-１６-４
０３（３５９５）２１１１

赤坂支店
港区赤坂２-３-６
０３（３５８２）３２７１

青山支店
港区南青山２-１１-１７
０３（３４０３）２１３１

表参道出張所
地下鉄表参道駅徒歩１分・あさひ銀ビル内
青山支店 ０３（３４０３）２１３１

神谷町支店
港区虎ノ門５-１２-１
０３（３４３２）５３０１

品川駅前出張所
JR品川駅（西口）徒歩３分・
第一京浜ホテルパシフィック前
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

■新宿区

新都心営業部
新宿区西新宿６-１２-１
０３（５３２３）３３５１

新宿西口支店
新宿区西新宿１-１０-１
０３（３３４２）８３６１

新宿支店
新宿区新宿３-２-１
０３（３３５６）３２３１

新宿駅新南口出張所
JR新宿駅（新南口）徒歩３分
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

新宿御苑前出張所
地下鉄新宿御苑前駅徒歩１分
新宿通り・大木戸門前
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

新宿中央支店
新宿区新宿３-２３-７
０３（３３５２）３１５１

大久保出張所
明治通り大久保通り交差点100m・新宿寄り
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

新大久保駅前出張所
JR新大久保駅徒歩1分・大久保通り沿い
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

早稲田支店
新宿区西早稲田１-１６-４
０３（３２０３）０１３１

早大正門前出張所
地下鉄早稲田駅徒歩５分・
早稲田大学正門大隈講堂前
早稲田支店 ０３（３２０３）０１３１

若松町出張所
地下鉄早稲田駅徒歩１０分・大久保通り沿い
神楽坂支店 ０３（３２６９）０１６１

神楽坂支店
新宿区神楽坂６-７０
０３（３２６９）０１６１

飯田橋駅前出張所
地下鉄有楽町線飯田橋駅前
神楽坂支店 ０３（３２６９）０１６１

都営新宿線曙橋駅（A１出口）徒歩1分
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

西新宿四丁目出張所
地下鉄西新宿五丁目（清水橋）駅前
新宿西口支店 ０３（３３４２）８３６１

北新宿出張所
小滝橋通り北新宿百人町交差点を
新宿駅方面へ１００m
新宿中央支店 ０３（３３５２）３１５１

東京オペラシティ出張所
京王新線初台駅（東口）徒歩２分・
オペラシティ内
新宿西口支店 ０３（３３４２）８３６１

■文京区

白山支店
文京区本駒込１-３-２
０３（３９４１）８１７１

本郷支店
文京区本郷２-２７-２０
０３（３８１２）１２５１

本郷三丁目出張所
地下鉄本郷三丁目駅徒歩４分・
消防署前通り交差点角
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

東大赤門前出張所
地下鉄本郷三丁目駅徒歩４分・
本郷通り東大赤門手前
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

東京大学本郷構内出張所
地下鉄本郷三丁目駅徒歩１０分・
東大病院前バスロータリー横
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

茗荷谷支店
文京区小石川５-５-５
０３（３９４４）２１３１

茗荷谷駅前出張所
地下鉄茗荷谷駅前（拓殖大学側）・日進書房隣
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

千川通り出張所
千川通り白山三丁目交差点徒歩１分・am.pm.隣
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

小石川四丁目出張所
小石川郵便局徒歩２分・
ベルスクエア小石川ビル１階
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

■台東区

浅草支店
台東区駒形１-４-１８
０３（３８４４）４１８１

東武浅草駅前出張所
東武浅草駅（西口）徒歩１分
浅草支店 ０３（３８４４）４１８１

元浅草出張所
春日通り元浅草三丁目交差点角
浅草支店 ０３（３８４４）４１８１

浅草橋出張所
JR浅草橋駅（東口）徒歩２分
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

上野支店
台東区上野４-１０-４
０３（３８３１）１１６１

鶯谷支店
台東区下谷２-４-５
０３（３８７３）３１１６

鳥越出張所
JR秋葉原駅・浅草橋駅徒歩１０分・
CSタワービル前
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

■墨田区

本所支店
墨田区緑１-１６-１
０３（３６３４）１１９１

■江東区

亀戸支店
江東区亀戸２-２７-８
０３（３６８３）５５１１

サンストリート亀戸出張所
JR亀戸駅（東口）徒歩1分・京葉道路沿い
亀戸支店 ０３（３６８３）５５１１

東陽町出張所
地下鉄東陽町駅（西口１番出口）
徒歩７分・東京イースト２１内
本所支店 ０３（３６３４）１１９１

豊洲出張所
地下鉄豊洲駅（１ａ出口）徒歩１分・
豊洲センタービル１階
月島支店 ０３（３５３６）５１１１

ヴィーナスフォート出張所
ゆりかもめ青海駅徒歩１分・
ヴィーナスフォート内
月島支店 ０３（３５３６）５１１１

■品川区

目黒駅前支店
品川区上大崎３-２-１
０３（３４４３）６６５１

小山出張所
東急目黒線武蔵小山駅徒歩１分
目黒駅前支店 ０３（３４４３）６６５１

五反田支店
品川区西五反田１-２３-９
０３（３４９２）３９５７

東五反田出張所
詳細は下記にお問い合わせください。
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

ゲートシティ大崎出張所
ＪＲ大崎駅（東口）徒歩３分・
ゲートシティ大崎３階
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

大井町出張所
ＪＲ大井町駅（西口）徒歩１５分・
大井第一小学校バス停前
大森支店 ０３（３７６３）３３１１

大井町駅前出張所
ＪＲ大井町駅（西口）駅前交番並び
大森支店 ０３（３７６３）３３１１

曙橋出張所 

　町出張所 

東京都

投資信託窓口設置店

外国為替業務取扱店

外貨預金取扱店

ATMコーナーのみの出張所
（店舗外ATM）

外為

投信

外預

トラベルロビー設置店

外貨両替専門店

トラベル （注）１. 平成１４年６月末現在で作成しましたので、平成１４年７月１日以降、表示内容等が変更となる場合がございます。
２.「振込集中第一支店」、「サンライズ支店」、「イーバンク支店」及び「エーティーエム支店」については記載して
おりません。これらの支店では、窓口・ATM業務は行っておりません。

３. 上記４支店を除く支店、営業部はすべて住宅金融公庫業務を取り扱っております。
４. 企業内、学校内などに設置している出張所（店舗外ATM）については、記載していない場合がございます。
５. 外貨両替専門店である成田空港出張所は、上記（ ）内の合計に含めておりません。

両替所

ATM

ATM

ATM

トラベル

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM

投信 外為

ATM

投信 外為

投信 外為

投信 外為

ATM

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

ATM

投信 外為

投信 外為

投信 外為

投信 外為

ATM

投信 外為

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為 ATM

ATM

ATM

投信 外預

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外為

投信 外為

ATM

ATM
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■目黒区

中目黒支店
目黒区上目黒３-２-３
０３（３７１３）２１１１

学芸大学駅前支店
目黒区鷹番３-３-２０
０３（３７１２）３１３１

大鳥出張所
ＪＲ目黒駅（西口）徒歩１０分・大鳥神社前
目黒駅前支店 ０３（３４４３）６６５１

■大田区

大森支店
大田区大森北１-３０-３
０３（３７６３）３３１１

蒲田支店
大田区西蒲田５-２７-１０
０３（３７３１）０１０１

■世田谷区

豪徳寺支店
世田谷区豪徳寺１-２４-８
０３（３４２０）６１５１

梅丘出張所
小田急線梅丘駅（南口）・
駅前通り商店街西方向３０ｍ
豪徳寺支店 ０３（３４２０）６１５１

祖師谷支店
世田谷区祖師谷３-１-２１
０３（３４８２）３１２１

成城学園駅前出張所
小田急線成城学園駅（南口）徒歩１分
祖師谷支店 ０３（３４８２）３１２１

等々力支店
世田谷区等々力３-１２-５
０３（３７０２）０１８１

渋谷支店
三軒茶屋特別出張所
世田谷区三軒茶屋２-１３-１４
渋谷支店 ０３（３４２１）８１３１

駒沢通り下馬出張所
東急東横線学芸大学駅（西口）徒歩１０分・
駒沢通り沿い
学芸大学駅前支店 ０３（３７１２）３１３１

■渋谷区

渋谷支店
渋谷区渋谷２-２０-１１
０３（３４９８）３２１１

原宿出張所
地下鉄明治神宮前駅徒歩３分・
ワイエムスクエア原宿内
渋谷支店 ０３（３４９８）３２１１

恵比寿プライムスクエア出張所
ＪＲ恵比寿駅（東口）徒歩５分・
恵比寿プライムスクエア内
渋谷支店 ０３（３４９８）３２１１

代官山アドレス出張所
東急東横線代官山駅前・代官山アドレス内
渋谷支店 ０３（３４９８）３２１１

代々木駅前出張所
ＪＲ代々木駅（西口）駅前
新都心営業部
０３（５３２３）３３５１

■中野区

中野支店
中野区中野２-３０-４
０３（３３８１）７２６６

■杉並区

高円寺支店
杉並区高円寺北２-１１-７
０３（３３３７）１１４１

南阿佐谷出張所
地下鉄新高円寺駅バス５分・和田堀公園入口
高円寺支店 ０３（３３３７）１１４１

荻窪支店
杉並区天沼３-５-４
０３（３３９１）２２８１

東京衛生病院出張所
ＪＲ荻窪駅徒歩１０分・東京衛生病院前
荻窪支店 ０３（３３９１）２２８１

西荻窪駅前出張所
ＪＲ西荻窪駅（北口）徒歩１分・青梅街道方向右側
荻窪支店 ０３（３３９１）２２８１

■豊島区

池袋支店
豊島区南池袋１-２１-５
０３（３９８７）３１１１

池袋副都心出張所
ＪＲ池袋駅（東口）徒歩２分・池袋三越南口前
池袋支店 ０３（３９８７）３１１１

要町出張所
地下鉄要町駅（出口２）駅前
池袋支店 ０３（３９８７）３１１１

東武ホープセンター出張所
ＪＲ池袋駅（西口）地下・東武ホープセンター内
池袋支店 ０３（３９８７）３１１１

豊島区南大塚２-４１-３
０３（３９４１）１１９５

目白支店
豊島区目白３-１３-９
０３（３９５３）１２７１

■北区

王子支店
北区王子１-９-１
０３（３９１１）０１３１

尾久駅前出張所
ＪＲ尾久駅前
王子支店 ０３（３９１１）０１３１

東十条支店
北区東十条４-５-１７
０３（３９１２）１２０１

東十条駅南口出張所
ＪＲ東十条駅（南口）徒歩２分
東十条支店 ０３（３９１２）１２０１

■板橋区

板橋支店
板橋区板橋３-１-４
０３（３９６２）１１３１

板橋区役所前出張所
都営三田線板橋区役所前駅徒歩１分・不動通り
板橋支店 ０３（３９６２）１１３１

常盤台支店
板橋区常盤台２-６-６
０３（３９６０）６１０１

上板橋駅南口出張所
東武東上線上板橋駅（南口）駅前
常盤台支店 ０３（３９６０）６１０１

東武ストア前野町店出張所
東武東上線ときわ台駅徒歩１０分
常盤台支店 ０３（３９６０）６１０１

成増支店
板橋区成増２-２１-６
０３（３９３０）３１８１

■練馬区

練馬支店
練馬区豊玉北６-１-１０
０３（３９９１）１１３６

練馬中村橋出張所
西武池袋線中村橋駅前
練馬支店 ０３（３９９１）１１３６

石神井支店
練馬区石神井町３-２５-１５
０３（３９９６）０６４１

大泉学園駅前出張所
西武池袋線大泉学園駅（北口）駅前
石神井支店 ０３（３９９６）０６４１

大泉土支田（大泉町二丁目）
出張所
大泉町二丁目バス停前
石神井支店 ０３（３９９６）０６４１

■荒川区

日暮里支店
荒川区西日暮里２-２９-３
０３（３８９１）５１６１

三河島出張所
ＪＲ三河島駅徒歩１分
日暮里支店 ０３（３８９１）５１６１

尾久出張所
ＪＲ田端駅（北口）徒歩１５分
日暮里支店 ０３（３８９１）５１６１

南千住出張所
ＪＲ・地下鉄南千住駅徒歩１分
千住支店 ０３（３８８２）５１１１

アクロシティ出張所
ＪＲ・地下鉄南千住駅徒歩１５分・アクロシティ内
千住支店 ０３（３８８２）５１１１

■足立区

千住支店
足立区千住２-５５
０３（３８８２）５１１１

北千住駅南出張所
東武伊勢崎線北千住駅構内南側・
千代田線連絡口
千住支店 ０３（３８８２）５１１１

西新井支店
足立区梅島２-３-１２
０３（３８８７）７８１１

足立出張所
東武伊勢崎線梅島駅（南口）
南へ徒歩３分・旧日光街道沿い
西新井支店 ０３（３８８７）７８１１

竹ノ塚支店
足立区竹の塚１-３９-１４-１０２
０３（３８８４）０６１１

竹ノ塚駅西口出張所
竹ノ塚駅（西口）駅前
竹ノ塚支店 ０３（３８８４）０６１１

竹の塚五丁目出張所
竹ノ塚ＪＯＹプラザ１階
竹ノ塚支店 ０３（３８８４）０６１１

花畑団地出張所
東武伊勢崎線竹ノ塚駅（東口）
バス１５分・東武ストア斜め前
竹ノ塚支店 ０３（３８８４）０６１１

■ 飾区

金町支店
飾区金町２-２９-１０

０３（３６０７）３１０１

青戸支店
飾区青戸３-３２-１６

０３（３６０２）５１４１

サンロード出張所
京成青砥駅（北口）徒歩３分・
サンロード商店街・青戸支店横
青戸支店 ０３（３６０２）５１４１

東京慈恵会医科大学附属
青戸病院出張所
東京慈恵会医科大学附属青戸病院別館入口横
青戸支店 ０３（３６０２）５１４１

堀切支店
飾区堀切４-９-５

０３（３６９７）２１９１

堀切一番街出張所
京成堀切菖蒲園駅徒歩３分・一番街
堀切支店 ０３（３６９７）２１９１

■江戸川区

小岩支店
江戸川区南小岩６-３１-１２
０３（３６５７）１１３１

小松川支店
江戸川区松江１-８-４
０３（３６５１）０１５１

篠崎出張所
都営新宿線篠崎駅（南口）徒歩２分
小岩支店 ０３（３６５７）１１３１

平井駅北口出張所
ＪＲ平井駅（北口）駅前
亀戸支店 ０３（３６８３）５５１１

地下鉄西 西駅（北口）徒歩３分
浦安支店 ０４７（３５３）５５１１

■２３区以外

吉祥寺支店
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
０４２２（２２）３６０１

八幡町出張所
関東バス停八幡町下車徒歩５分・
クラルテ武蔵野前
吉祥寺支店 ０４２２（２２）３６０１

三鷹駅南口出張所
ＪＲ三鷹駅（南口）徒歩２分
吉祥寺支店 ０４２２（２２）３６０１

三鷹台出張所
京王井の頭線三鷹台駅徒歩１５分・三鷹台団地際
吉祥寺支店 ０４２２（２２）３６０１

田無支店
西東京市田無町４-１-２
０４２４（６１）１４１１

ひばりケ丘支店
西東京市谷戸町３-２７-２０
０４２４（２２）５１１１

ひばりケ丘駅北口出張所
西武池袋線ひばりヶ丘駅（北口）徒歩１分
ひばりヶ丘支店 ０４２４（２２）５１１１

東久留米支店
東久留米市本町１-４-１
０４２４（７１）３２０１

東久留米団地出張所
西武池袋線東久留米駅（東口）バス１０分・
東久留米団地入口
東久留米支店 ０４２４（７１）３２０１

東久留米駅東口出張所
西武池袋線東久留米駅（東口）階段下
東久留米支店 ０４２４（７１）３２０１

イトーヨーカドー東久留米店
出張所
西武池袋線東久留米駅徒歩５分
東久留米支店 ０４２４（７１）３２０１

久留米支店
東久留米市滝山４-１-２６
０４２４（７１）７６１１

清瀬支店
清瀬市元町１-２-１１
０４２４（９１）３５１５

清瀬市役所出張所
清瀬市役所駐車場内
清瀬支店 ０４２４（９１）３５１５

いなげや秋津駅前店出張所
いなげや秋津駅前店駐車場内
清瀬支店 ０４２４（９１）３５１５

東村山支店
東村山市野口町１-３-１
０４２（３９３）１１０１

東村山市役所出張所
西武新宿線東村山駅（東口）徒歩１０分・
東村山市役所庁舎内
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

本町出張所
西武新宿線東村山駅（東口）徒歩３分・
イトーヨーカドー東村山店前
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

新秋津駅前出張所
ＪＲ武蔵野線新秋津駅徒歩１分
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

多摩緑成会病院出張所
西武国分寺線小川駅（西口）徒歩３分・
多摩緑成会病院内
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

久米川支店
東村山市栄町２-８-２０
０４２（３９３）２１１１

東京電力出張所
西武新宿線東村山駅徒歩７分・
東京電力内
久米川支店 ０４２（３９３）２１１１

美住町出張所
西武新宿線久米川駅徒歩１０分・
八坂小前入るスーパーますや前
久米川支店 ０４２（３９３）２１１１

久米川ボウル出張所
西武新宿線久米川駅徒歩１０分・
久米川ボウル前
久米川支店 ０４２（３９３）２１１１

ブリヂストン小平生活協同
組合出張所
西武国分寺線小川駅徒歩５分・
ブリヂストン小平生協内
久米川支店 ０４２（３９３）２１１１

小平支店
小平市学園東町１-３-１３
０４２（３４１）２５１１

小平駅前出張所
西武新宿線小平駅（南口）駅前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

小平市役所出張所
西武多摩湖線青梅街道駅徒歩５分
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

新小平駅前出張所
ＪＲ新小平駅前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

公立昭和病院出張所
西武新宿線花小金井駅（北口）バス５分・
昭和病院内
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

小平東出張所
ＪＲ武蔵小金井駅小平団地行きバス１５分・
クィーンズ伊勢丹前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

花小金井駅南口出張所
西武新宿線花小金井駅（南口）駅前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

西　西駅北口出張所 大塚支店 
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イトーヨーカドー恋ケ窪店出張所
西武国分寺線恋ヶ窪駅徒歩１０分
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

調布支店
調布市小島町１-１０-２
０４２４（８６）５１５１

調布駅南口出張所
京王線調布駅（南口）徒歩２分・
調布市市民福祉会館前
調布支店 ０４２４（８６）５１５１

東府中支店
府中市若松町１-３-４
０４２（３６３）６１１１

東府中駅南口出張所
京王線東府中駅（南口）徒歩１分
東府中支店 ０４２（３６３）６１１１

府中中河原支店
府中市住吉町４-１０-１１
０４２（３６６）３１２１

府中北出張所
ＪＲ国分寺駅（南口）バス１０分・
京王ストア栄町店バス停前
東府中支店 ０４２（３６３）６１１１

立川支店
立川市柴崎町３-１０-１
０４２（５２２）４１６１

立川北口出張所
ＪＲ立川駅（北口）徒歩５分
立川支店 ０４２（５２２）４１６１

立川駅南口サザン1階出張所
ＪＲ立川駅（南口）サザン１階
立川支店 ０４２（５２２）４１６１

立川駅南口グランデュオ６階出張所
ＪＲ立川駅（南口）グランデュオ６階
立川支店 ０４２（５２２）４１６１

いなげや立川若葉町店出張所
ＪＲ立川駅（北口）バス１５分・砂川九番
バス停より五日市街道新宿方面
東大和支店 ０４２（５６５）５３１１

八王子支店
八王子市横山町１９-１
０４２６（４２）０２１１

セブンイレブン大和田出張所
ＪＲ八王子駅徒歩３０分・
セブンイレブン大和田店横
八王子支店 ０４２６（４２）０２１１

豊田出張所
ＪＲ豊田駅（南口）前
八王子支店 ０４２６（４２）０２１１

中町ユーロード出張所
ＪＲ八王子駅徒歩６分・中町ユーロード通り中
八王子支店 ０４２６（４２）０２１１

コープとうきょう狭間店出張所
京王線狭間駅徒歩３分・
コープとうきょう狭間店横
八王子支店 ０４２６（４２）０２１１

八王子支店
八王子狭間出張所
八王子市狭間町１４６２-１
（イトーヨーカドー八王子店内）
八王子支店 ０４２６（６２）８６１１

昭島支店
昭島市昭和町５-４-１５
０４２（５４５）１２３４

イトーヨーカドー昭島店出張所
ＪＲ昭島駅徒歩３分・江戸街道沿い
昭島支店 ０４２（５４５）１２３４

東大和支店
東大和市中央３-８５３-２
０４２（５６５）５３１１

アイワールド東大和店出張所
新青梅街道沿いアイワールド東大和店隣
東大和支店 ０４２（５６５）５３１１

東大和市駅前出張所
西武拝島線東大和市駅（北口）駅前
東大和支店 ０４２（５６５）５３１１

東大和市役所出張所
東大和市役所内
東大和支店 ０４２（５６５）５３１１

村山支店
武蔵村山市本町４-８-３
０４２（５６１）１２１１

武蔵村山市役所出張所
武蔵村山市役所内
村山支店 ０４２（５６１）１２１１

福生支店
福生市福生１０４８
０４２（５５１）１０２１

拝島駅前出張所
ＪＲ拝島駅（南口）駅前通り右手青梅方面３０ｍ
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

福生市役所出張所
ＪＲ福生駅（西口）徒歩１０分
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

羽村出張所
ＪＲ羽村駅（東口）徒歩２分
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

小作駅前出張所
ＪＲ小作駅（東口）徒歩１分・ＵＴＡビル１階
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

河辺支店
青梅市河辺町１０-２-９
０４２８（２４）２４０１

河辺駅南口出張所
ＪＲ河辺駅（南口）徒歩２分
河辺支店 ０４２８（２４）２４０１

東青梅支店
青梅市東青梅２-１７-４
０４２８（２２）２１２１

東青梅駅北口出張所
ＪＲ東青梅駅（北口）駅前
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

青梅市役所出張所
青梅市役所内
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

バリュー新町店出張所
青梅街道新町桜株交差点より北へ３００ｍ
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

奥多摩出張所
ＪＲ奥多摩駅南へ徒歩５分
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

青梅支店
青梅市仲町２９５
０４２８（２２）１１０１

あきる野支店
あきる野市秋川２-１８-３
０４２（５５８）２６１１

あきる野市役所出張所
ＪＲ秋川駅徒歩７分・あきる野市役所内１階
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

あきる野とうきゅう出張所
ＪＲ秋川駅徒歩３分・あきる野とうきゅう１階
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

公立阿伎留病院出張所
ＪＲ武蔵引田駅徒歩７分・公立阿伎留病院内
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

五日市支店
あきる野市五日市８４０-１
０４２（５９６）１３１１

日の出町役場出張所
日の出町役場内
五日市支店 ０４２（５９６）１３１１

武蔵五日市駅前出張所
ＪＲ武蔵五日市駅前バスターミナル側
五日市支店 ０４２（５９６）１３１１

いなげや狛江東野川店出張所
京王線仙川駅バス５分・
いなげや狛江東野川店横
祖師谷支店 ０３（３４８２）３１２１

町田支店
町田市中町１-２-１
０４２（７２０）７２１１

本町田出張所
小田急線町田駅（西口）バス２０分・
藤の台団地バス停上
町田支店 ０４２（７２０）７２１１

ヨドバシカメラ町田駅前店出張所
ＪＲ町田駅（南口）徒歩１分・
ヨドバシカメラ町田駅前店前
町田支店 ０４２（７２０）７２１１

成瀬支店
町田市南成瀬１-１-１
０４２（７２８）５２１１

いなげや成瀬台店出張所
ＪＲ成瀬駅（北口）成瀬台行きバス５分・
ポプラが丘バス停徒歩１分いなげや横
成瀬支店 ０４２（７２８）５２１１

成瀬駅南口出張所
ＪＲ成瀬駅（南口）駅前徒歩１分
成瀬支店 ０４２（７２８）５２１１

■県南（中央）地区

さいたま営業部
さいたま市常盤７-４-１
０４８（８２４）２４１１

さいたま市役所前出張所
ＪＲ北浦和駅・浦和駅バス５分・
さいたま市役所前
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

浦和地方庁舎出張所
ＪＲ北浦和駅徒歩５分・
国道１７号線・浦和地方庁舎内
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

さいたま市立病院出張所
ＪＲ北浦和駅バス１５分・さいたま
市立病院前下車さいたま市立病院内
さいたま営業部 ０４８（８２４）２４１１

浦和中央支店
さいたま市高砂２-９-１５
０４８（８２９）２１１１

浦和駅前出張所
ＪＲ浦和駅（西口）徒歩２分・コルソビル１階
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

浦和流通センター出張所
ＪＲ浦和駅（西口）バス１５分・
浦和総合流通センター内
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

中浦和駅前出張所
ＪＲ中浦和駅徒歩２分
浦和中央支店 ０４８（８２９）２１１１

東浦和支店
さいたま市大字大間木１４１２
０４８（８７５）７８１１

浦和美園駅出張所
埼玉高速鉄道浦和美園駅前
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

県庁支店
さいたま市高砂３-１５-１
０４８（８２２）３３２１

浦和東口支店
さいたま市東高砂町１１-２１
０４８（８８２）１１０１

南浦和支店
さいたま市南浦和２-３６-１５
０４８（８８５）３１１１

南浦和駅西口出張所
ＪＲ南浦和駅（西口）徒歩１分・丸広百貨店隣
南浦和支店 ０４８（８８５）３１１１

武蔵浦和支店
さいたま市沼影１-１０-１
０４８（８６１）２２３１

西浦和出張所
ＪＲ西浦和駅徒歩３分
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

根岸出張所
国道１７号線六辷交差点東３０ｍ
武蔵浦和支店 ０４８（８６１）２２３１

北浦和西口支店
さいたま市北浦和４-５-５
０４８（８３２）１５０１

南与野駅前出張所
ＪＲ南与野駅（西口）徒歩３分
北浦和西口支店 ０４８（８３２）１５０１

ダイクマ浦和店前出張所
ＪＲ南与野駅バス１０分・ダイクマ浦和店前
北浦和西口支店 ０４８（８３２）１５０１

北浦和支店
さいたま市北浦和１-１-５
０４８（８８６）３１１１

いなげや三室店出張所
ＪＲ北浦和駅（東口）バス２０分・
いなげや浦和三室店前
北浦和支店 ０４８（８８６）３１１１

与野支店
さいたま市大字下落合１０３９-３
０４８（８３１）９１１１

与野駅東口出張所
ＪＲ与野駅（東口）徒歩１分
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野駅西口出張所
ＪＲ与野駅（西口）駅前
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

さいたま市与野総合
行政センター出張所
ＪＲ与野本町駅（東口）徒歩５分
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

与野本町駅前出張所
ＪＲ与野本町駅（東口）駅前
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

西友与野店出張所
ＪＲ与野駅（西口）徒歩１２分・西友与野店内
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

北与野出張所
ＪＲ北与野駅（北口）徒歩３分
与野支店 ０４８（８３１）９１１１

大宮支店
さいたま市大門町３-７２
０４８（６４１）３３６１

さいたま市大宮総合
行政センター出張所
ＪＲ大宮駅（東口）徒歩５分・
さいたま市大宮総合行政センター内
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

自治医大大宮医療センター
出張所
ＪＲ大宮駅（東口）バス１０分
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮北出張所
ＪＲ大宮駅（東口）徒歩５分・
大栄ツインビル１階
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

埼玉精神神経センター出張所
ＪＲ大宮駅（東口）西武バス１０分
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

東武ストア大宮公園店出張所
東武野田線大宮公園駅前
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮駅ビル出張所
ＪＲ大宮駅中央連絡通路西口側
大宮支店 ０４８（６４１）３３６１

大宮西支店
さいたま市桜木町２-３１５
０４８（６４１）６６４１

三橋出張所
ジャスコ三橋店隣
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

大宮赤十字病院出張所
大宮赤十字病院内
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

大宮サティ出張所
大宮サティ内
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

ソニックシティ出張所
ＪＲ大宮駅（西口）徒歩５分・
ソニックシティビル２階
大宮西支店 ０４８（６４１）６６４１

さいたま新都心支店
さいたま市吉敷町４-４３
０４８（６０１）３４０１

さいたま新都心合同庁舎
１号館出張所
ＪＲさいたま新都心駅（西口）合同庁舎
１号館２階エレベーターホール隣
さいたま新都心支店 ０４８（６０１）３４０１

けやきひろば出張所
ＪＲさいたま新都心駅（西口）
さいたま新都心けやきひろば
さいたま新都心支店 ０４８（６０１）３４０１

土呂支店
さいたま市土呂町１-１９-５
０４８（６５２）１５５１

東大宮支店
さいたま市東大宮４-１６-２
０４８（６６７）１２１１

東大宮駅東口出張所
ＪＲ東大宮駅（東口）駅前
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

いなげや上尾沼南駅前店出張所
埼玉新都市交通沼南駅前
いなげやショッピングセンター内
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

深作出張所
国道１６号バイパス深作中交差点そば・
コミュニティーストア駐車場内
東大宮支店 ０４８（６６７）１２１１

宮原支店
さいたま市宮原町２-１７-２
０４８（６６５）５２４１

宮原駅東口出張所
ＪＲ宮原駅（東口）駅前
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

宮原西口出張所
ＪＲ宮原駅（西口）駅前
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

大宮総合食品卸売市場出張所
新大宮バイパス吉野町２丁目交差点・
大宮総合食品卸売市場内
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１
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いなげや大宮宮原店出張所
ＪＲ宮原駅（西口）バス１０分・西奈良町前下車
宮原支店 ０４８（６６５）５２４１

日進支店
さいたま市日進町２-８５４-１
０４８（６６４）４０４０

日進駅前出張所
ＪＲ日進駅前
日進支店 ０４８（６６４）４０４０

指扇支店
さいたま市プラザ４３-１
０４８（６２２）５３１１

指扇駅前出張所
ＪＲ指扇駅前
指扇支店 ０４８（６２２）５３１１

七里支店
さいたま市大字風渡野６１０-４
０４８（６８５）１１１１

大和田出張所
東武野田線大和田駅前
七里支店 ０４８（６８５）１１１１

川口支店
川口市栄町３-７-１
０４８（２５３）３１１１

川口市役所出張所
ＪＲ川口駅バス５分・川口市役所前
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口市立医療センター出張所
ＪＲ川口駅バス３０分・
川口市立医療センター内
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

済生会川口総合病院出張所
ＪＲ西川口駅徒歩１０分・
済生会川口総合病院前
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口駅東口出張所
ＪＲ川口駅（東口）徒歩２分・
そごうデパート内
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

川口駅西口出張所
ＪＲ川口駅（西口）徒歩３分
川口支店 ０４８（２５３）３１１１

西川口支店
川口市並木２-５-１
０４８（２５９）６４１１

西川口駅東口出張所
ＪＲ西川口駅（東口）駅前
西川口支店 ０４８（２５９）６４１１

川口南平支店
川口市領家１-１１-６
０４８（２２４）３１３３

東川口支店
川口市東川口３-１-１
０４８（２９８）７５１１

ダイヤモンドシティキャラ出張所
ＪＲ蕨駅（東口）バス７分・
ダイヤモンドシティキャラ内
蕨東支店 ０４８（４４２）３８６６

鳩ヶ谷支店
鳩ヶ谷市本町１-１５-１９
０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷駅出張所
埼玉高速鉄道鳩ヶ谷駅内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷市役所出張所
ＪＲ西川口駅（東口）バス２０分・鳩ヶ谷市役所内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷本町出張所
ＪＲ西川口駅（東口）バス２５分・本町１丁目下車
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

グリーンシティ出張所
ＪＲ蕨駅（東口）バス２５分・
グリーンシティ敷地内
鳩ヶ谷支店 ０４８（２８１）００３１

蕨支店
蕨市中央３-１８-３
０４８（４３１）３８０１

蕨駅西口出張所
ＪＲ蕨駅（西口）駅前
蕨支店 ０４８（４３１）３８０１

蕨市役所出張所
ＪＲ蕨駅（西口）徒歩１２分・蕨市役所内
蕨支店 ０４８（４３１）３８０１

蕨東支店
蕨市塚越１-１-１７
０４８（４４２）３８６６

戸田支店
戸田市本町１-４-１
０４８（４４１）５２５１

戸田市役所出張所
ＪＲ戸田駅（東口）徒歩１５分
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

ジャスコ北戸田ショッピングセンター
出張所
ＪＲ北戸田駅（西口）徒歩１０分・
ジャスコ北戸田内１階
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田中央総合病院出張所
ＪＲ戸田公園駅（東口）徒歩７分・
戸田中央総合病院内
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田駅前出張所
ＪＲ戸田駅（西口）駅前
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

戸田駅西口出張所
ＪＲ戸田駅（西口）徒歩１分・
西口ロータリー南側
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

北戸田駅前出張所
ＪＲ北戸田駅（東口）徒歩１分・駅前道路正面
戸田支店 ０４８（４４１）５２５１

和光支店
和光市本町２-１
０４８（４６１）５６９１

和光市駅北口出張所
東武東上線和光市駅（北口）駅前
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光市役所出張所
東武東上線和光市駅バス５分・市役所前下車
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

和光とうきゅう出張所
東武東上線和光市駅徒歩６分・和光とうきゅう内
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

イトーヨーカドー和光店出張所
東武東上線和光市駅徒歩３分・
イトーヨーカドー和光店内
和光支店 ０４８（４６１）５６９１

朝霞支店
朝霞市本町１-９-３
０４８（４６４）２１１１

東武東上線朝霞駅北口出張所
東武東上線朝霞駅（北口）駅前
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

北朝霞駅前出張所
ＪＲ北朝霞駅（東口）駅前ロータリー
アドバレスビル１階
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

朝霞市役所出張所
東武東上線朝霞駅（南口）徒歩１０分・
朝霞市役所そば
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

西友･マルエツ朝霞店出張所
東武東上線朝霞駅（南口）徒歩８分
朝霞支店 ０４８（４６４）２１１１

志木支店
志木市本町５-１７-３
０４８（４７１）３５５１

中宗岡四丁目出張所
いなげや中宗岡店前
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

志木市役所出張所
志木市役所駐車場内
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

マミーマート上宗岡店出張所
マミーマート上宗岡店駐車場内
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

柳瀬川駅前出張所
東武東上線柳瀬川駅（西口）駅前
志木支店 ０４８（４７１）３５５１

新座支店
新座市東北２-３６-２７
０４８（４７２）５１５１

新座市役所出張所
東武東上線朝霞台駅（南口）バス１５分・
新座市役所市民第一駐車場
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

フードガーデン新座店出張所
ＪＲ新座駅（南口）徒歩２分
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

立教大学武蔵野新座キャンパス出張所
東武東上線志木駅（南口）バス５分・
立教大学正面脇
新座支店 ０４８（４７２）５１５１

ライフ新座店出張所
県道保谷―志木駅沿い
スーパーライフ新座店敷地内
ひばりヶ丘支店 ０４２４（２２）５１１１

上尾支店
上尾市仲町１-６-８
０４８（７７１）６３１１

上尾駅東口出張所
ＪＲ上尾駅（東口）徒歩１分
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾市役所出張所
ＪＲ上尾駅（東口）徒歩５分・上尾市役所庁舎１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

アリコベール上尾出張所
ＪＲ上尾駅（東口）駅前まるひろ百貨店ビル１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾ショッピングアヴェニュー出張所
ＪＲ北上尾駅（東口）
上尾ショッピングアヴェニュー敷地内
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

上尾西口支店
上尾市谷津２-１-５０-４
０４８（７７２）１１１１

上尾中央総合病院出張所
ＪＲ上尾駅（西口）徒歩７分・
上尾中央総合病院本館出入口
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

柏座出張所
ＪＲ上尾駅（西口）徒歩８分・
トヨタレンタカー上尾西口店そば
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

北上尾駅西口出張所
ＪＲ北上尾駅（西口）トミー駐輪場斜め向かい
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

西上尾出張所
ＪＲ上尾駅（西口）バス１０分・
西上尾第一団地センター前
上尾西口支店 ０４８（７７２）１１１１

桶川支店
桶川市東１-１-１８
０４８（７７３）１４８１

桶川支店
桶川西口出張所
桶川市若宮１-４-５６
桶川支店 ０４８（７８７）６６８６

桶川市役所出張所
ＪＲ桶川駅徒歩５分
桶川支店 ０４８（７７３）１４８１

おけがわマイン出張所
ＪＲ桶川駅徒歩１分
桶川支店 ０４８（７７３）１４８１

北本支店
北本市北本１-３２
０４８（５９１）３１３１

リリヴ北本出張所
リリヴ北本店１階
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

北本市役所出張所
北本市役所正面玄関右
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

ヨークマート北本店出張所
ヨークマート北本店駐車場西側
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

北本西口出張所
ＪＲ北本駅（西口）駅前
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

北本駅ビル出張所
ＪＲ北本駅ビル３階
北本支店 ０４８（５９１）３１３１

蓮田支店
蓮田市本町４-１
０４８（７６８）２１１１

しまむら蓮田店出張所
ＪＲ蓮田駅（西口）徒歩８分・
しまむら蓮田店入口前
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

蓮田市役所出張所
ＪＲ蓮田駅バス１５分・蓮田市役所前
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

蓮田スカイランス出張所
ＪＲ蓮田駅（東口）徒歩２分・
蓮田ショッピングセンター内
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

埼玉県立小児医療センター出張所
ＪＲ蓮田駅バス１０分・県立小児医療センター内
蓮田支店 ０４８（７６８）２１１１

伊奈支店
北足立郡伊奈町本町１-１１０
０４８（７２２）４４１１

伊奈町役場出張所
伊奈町役場庁舎前
伊奈支店 ０４８（７２２）４４１１

県立がんセンター出張所
県立がんセンター１階
上尾支店 ０４８（７７１）６３１１

白岡支店
南埼玉郡白岡町大字小久喜１１１２-１
０４８０（９２）１２３４

カスミ白岡店出張所
ＪＲ白岡駅（西口）徒歩１５分・大宮・栗橋線沿い
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

白岡町役場出張所
白岡町役場西側入口前
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

新白岡駅東口出張所
ＪＲ新白岡駅（東口）駅前
白岡支店 ０４８０（９２）１２３４

■県東部地区

草加支店
草加市高砂２-２１-１１
０４８（９２２）３３０１

草加市役所出張所
草加市役所１階
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

草加駅西口出張所
東武伊勢崎線草加駅（西口）徒歩１分
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

ダイアパレス草加Ⅱ
（花栗町１丁目）出張所
ダイアパレス草加Ⅱ並び県道浦和草加線沿い
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

谷塚駅西口出張所
東武伊勢崎線谷塚駅（西口）徒歩２分
草加支店 ０４８（９２２）３３０１

松原支店
草加市松原１-１-６
０４８（９４２）５１４１

栄町出張所
東武伊勢崎線松原団地駅（東口）
徒歩５分・草加郵便局そば
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

独協通り出張所
東武伊勢崎線松原団地駅（西口）
独協大学通り西へ徒歩１０分
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

イトーヨーカドー新田店出張所
東武伊勢崎線新田駅（西口）徒歩５分
松原支店 ０４８（９４２）５１４１

八潮支店
八潮市鶴ヶ曽根１３７７-２
０４８（９９５）８１０１

八潮市役所出張所
東武伊勢崎線草加駅（東口）バス２０分・
八潮市役所内
八潮支店 ０４８（９９５）８１０１

三郷支店
三郷市三郷１-４-４
０４８（９５３）５１１１

三郷駅北口出張所
ＪＲ三郷駅（北口）徒歩２分・早稲田中央通り前
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

三郷市役所出張所
三郷市役所本庁舎１階
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

三郷サティ出張所
ＪＲ三郷駅（南口）徒歩２分・
マイカル三郷サティ敷地内
三郷支店 ０４８（９５３）５１１１

三郷支店
みさと団地出張所
三郷市彦成３-７-１５
三郷支店 ０４８（９５７）４１３２

吉川支店
吉川市保１-２-１５
０４８（９８２）１１１１

吉川市役所出張所
吉川市役所内
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

吉川北出張所
吉川団地内
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

ライフ吉川店出張所
ライフ吉川店入口
吉川支店 ０４８（９８２）１１１１

越谷支店
越谷市越ヶ谷２-２-４０
０４８（９６２）５１１１
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越谷駅西口出張所
東武伊勢崎線越谷駅（西口）徒歩１分
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

越谷市役所出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）徒歩１０分・
越谷市役所庁舎入口
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

越谷市立病院出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）バス１０分・
越谷市立病院１階
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

東越谷（ビッグエー東越谷店）出張所
東武伊勢崎線越谷駅（東口）徒歩１５分
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

ヨークマート越谷赤山店出張所
東武伊勢崎線越谷駅（西口）徒歩１０分
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

ファイン越谷出張所
東武伊勢崎線越谷駅ファイン内
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

蒲生出張所
東武伊勢崎線蒲生駅（東口）徒歩５分・
蒲生中央通り商店街
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

蒲生駅東口出張所
東武伊勢崎線蒲生駅（東口）駅前
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

南越谷支店
越谷市南越谷１-１７-２
０４８（９８５）９２１１

新越谷駅西口出張所
東武伊勢崎線新越谷駅（西口）駅前ロータリー
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

サンシティ出張所
ＪＲ南越谷駅（南口）・東武伊勢崎線
新越谷駅（東口）徒歩３分・サンシティ内
南越谷支店 ０４８（９８５）９２１１

北越谷支店
越谷市大沢３-８-５
０４８（９７５）５１１１

北越谷西（ライフストア北越谷店前）
出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（西口）
徒歩３分・ライフ北越谷店前
北越谷支店 ０４８（９７５）５１１１

ポレール北越谷出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（東口）
徒歩１５分・生協ポレール北越谷店隣
北越谷支店 ０４８（９７５）５１１１

せんげん台支店
越谷市千間台西１-５-１７
０４８（９７６）５１１１

イトーヨーカドーせんげん台店出張所
東武伊勢崎線せんげん台駅（東口）徒歩５分
せんげん台支店 ０４８（９７６）５１１１

大袋駅前出張所
東武伊勢崎線大袋駅（東口）駅前
せんげん台支店 ０４８（９７６）５１１１

越谷支店
松伏出張所
北 飾郡松伏町松葉１-５-３
（松伏ニュータウンショッピングセンター内）
越谷支店 ０４８（９９２）２１１１

松伏町役場出張所
東武伊勢崎線北越谷駅（東口）
バス２０分・松伏町役場内駐車場
越谷支店 ０４８（９６２）５１１１

春日部支店
春日部市粕壁２-８-８
０４８（７５２）３１１１

春日部市役所出張所
東武伊勢崎線春日部駅（西口）徒歩５分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部駅東口出張所
東武伊勢崎線春日部駅（東口）徒歩２分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

ロビンソン春日部店出張所
東武伊勢崎線春日部駅（東口）徒歩１０分
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

一ノ割駅前出張所
東武伊勢崎線一の割駅（東口）駅前
春日部支店 ０４８（７５２）３１１１

春日部西口支店
春日部市中央１-５１-１
０４８（７３６）２１１１

イトーヨーカドー春日部店出張所
東武伊勢崎線・野田線春日部駅（西口）
イトーヨーカドー１階
春日部西口支店 ０４８（７３６）２１１１

ポレール春日部出張所
東武伊勢崎線・野田線春日部駅（西口）
ポレール入口脇
春日部西口支店 ０４８（７３６）２１１１

武里支店
春日部市大字大枝８９
０４８（７３５）５１２１

タジマショッピングセンター
武里店出張所
東武伊勢崎線武里駅（西口）徒歩３分
武里支店 ０４８（７３５）５１２１

庄和支店
北 飾郡庄和町大字米島１１９８-３
０４８（７４６）５５５１

庄和町役場出張所
庄和町役場庁舎内
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

ヨークマート南桜井店出張所
東武野田線南桜井駅（北口）徒歩３分
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

ヤオコー南桜井店出張所
東武野田線南桜井駅（北口）駅前
庄和支店 ０４８（７４６）５５５１

岩槻支店
岩槻市本町３-１１-１６
０４８（７５７）２１１１

岩槻市役所出張所
東武野田線岩槻駅徒歩１０分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

岩槻駅前ワッツ出張所
東武野田線岩槻駅徒歩１分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

岩槻西町出張所
東武野田線岩槻駅徒歩８分
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

アピタ岩槻店出張所
東武伊勢崎線せんげん台駅（西口）
バス１５分・アピタ岩槻店内
岩槻支店 ０４８（７５７）２１１１

東岩槻支店
岩槻市東岩槻１-６-１
０４８（７９４）４５７１

東武豊春駅出張所
東武野田線豊春駅構内
東岩槻支店 ０４８（７９４）４５７１

杉戸支店
北 飾郡杉戸町杉戸２-１２-２６
０４８０（３４）１２２１

杉戸高野台駅前出張所
東武日光線杉戸高野台駅（西口）ロータリー側
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

杉戸町役場出張所
杉戸町役場入口横
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

東武動物公園駅出張所
東武伊勢崎線東武動物公園駅（東口）階段下
杉戸支店 ０４８０（３４）１２２１

宮代支店
南埼玉郡宮代町中央３-８-１８
０４８０（３４）７７１１

宮代町役場前出張所
東武伊勢崎線東武動物公園駅（西口）
徒歩５分・宮代町役場前
宮代支店 ０４８０（３４）７７１１

幸手支店
幸手市中３-３-４
０４８０（４２）１２２１

幸手市役所出張所
東武日光線幸手駅徒歩２０分・幸手市役所庁舎前
幸手支店 ０４８０（４２）１２２１

東武ストア幸手店出張所
東武日光線幸手駅前・東武ストア幸手店内
幸手支店 ０４８０（４２）１２２１

幸手工業団地出張所
東武日光線幸手駅バス３０分・
幸手工業団地内ひばりヶ丘桜泉園並び
幸手支店 ０４８０（４２）１２２１

久喜支店
久喜市中央２-１０-２５
０４８０（２１）２２１１

久喜市役所出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩２０分・久喜市役所内
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜駅東口出張所
ＪＲ久喜駅（東口）駅前
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜駅西口駅前出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩１分・久喜支店向かい
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

イトーヨーカドー久喜店出張所
ＪＲ久喜駅（西口）徒歩１０分・
イトーヨーカドー久喜店内
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

久喜工業団地出張所
ＪＲ久喜駅（西口）バス１５分・
清久農協前バス停より徒歩２０分
久喜支店 ０４８０（２１）２２１１

菖蒲支店
南埼玉郡菖蒲町大字菖蒲１７９-１
０４８０（８５）２２１１

菖蒲町役場出張所
菖蒲町役場東側駐車場内
菖蒲支店 ０４８０（８５）２２１１

鷲宮支店
北 飾郡鷲宮町中央２-１-２７
０４８０（５８）８１１１

鷲宮町役場出張所
東武伊勢崎線鷲宮駅徒歩１５分・
鷲宮町役場庁舎内
鷲宮支店 ０４８０（５８）８１１１

東鷲宮出張所
ＪＲ東鷲宮駅徒歩５分
鷲宮支店 ０４８０（５８）８１１１

栗橋支店
北 飾郡栗橋町東２-２-１
０４８０（５２）１２２１

栗橋町役場出張所
栗橋町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

北川辺町役場出張所
北川辺町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

済生会栗橋病院出張所
済生会栗橋病院駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

大利根町役場出張所
大利根町役場駐車場敷地内
栗橋支店 ０４８０（５２）１２２１

加須支店
加須市中央１-１２-３４
０４８０（６１）１２０１

東武加須駅出張所
東武伊勢崎線加須駅改札右
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

花崎駅前出張所
東武伊勢崎線花崎駅（北口）徒歩２分
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

加須市役所出張所
東武伊勢崎線加須駅（北口）
バス７分・加須市役所前
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

東武ストア加須店出張所
東武伊勢崎線加須駅徒歩３分・
東武マイン１階出口右側
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

イトーヨーカドー加須店前出張所
東武伊勢崎線加須駅徒歩２０分
加須支店 ０４８０（６１）１２０１

羽生支店
羽生市中央３-２-１７
０４８（５６１）３１１１

羽生市役所出張所
羽生市役所庁舎前
羽生支店 ０４８（５６１）３１１１

羽生駅前出張所
東武伊勢崎線羽生駅交番横
羽生支店 ０４８（５６１）３１１１

騎西支店
北埼玉郡騎西町大字騎西１２５４-１
０４８０（７３）１２０１

川里町役場出張所
ＪＲ鴻巣駅（東口）バス２０分・
川里町役場駐車場内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

■県西部地区

川越支店
川越市幸町４-１
０４９（２２２）２２５１

川越市役所出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス１５分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越駅東口出張所
ＪＲ川越駅（東口）徒歩３分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

埼玉医科大学総合医療センター出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス２０分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越バンテアン出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス２０分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

丸広百貨店川越店出張所
西武新宿線本川越駅徒歩７分
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

ヤオコー川越山田店出張所
ＪＲ川越駅（東口）バス１５分・康正会バス停前
川越支店 ０４９（２２２）２２５１

川越南支店
川越市脇田本町１６-１４
０４９（２４２）２１２１

川越駅西口出張所
ＪＲ川越駅（西口）徒歩１分
川越南支店 ０４９（２４２）２１２１

本川越支店
川越市新富町１-２０-２
０４９（２２２）３７７０

川越市駅前出張所
東武東上線川越市駅前
本川越支店 ０４９（２２２）３７７０

霞ヶ関支店
川越市霞ヶ関北２-１-４
０４９（２３１）２００１

霞ヶ関駅前出張所
東武東上線霞ヶ関駅前
霞ヶ関支店 ０４９（２３１）２００１

新河岸支店
川越市大字砂９１７-１
０４９（２４１）２１１１

新河岸駅前出張所
東武東上線新河岸駅前
新河岸支店 ０４９（２４１）２１１１

ポレール高階出張所
東武東上線新河岸駅徒歩１５分・
ポレール高階入口
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

上福岡支店
上福岡市上福岡５-３-１９
０４９（２６１）２２５１

上福岡市役所出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
上福岡市役所前
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

アウトレットモールリズム出張所
東武東上線ふじみ野駅徒歩５分・
アウトレットモールリズム内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡東店出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
イトーヨーカドー東店内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡西店出張所
東武東上線上福岡駅徒歩１３分・
イトーヨーカドー上福岡西店内
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

上福岡東口出張所
東武東上線上福岡駅（北口）徒歩２分
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

南古谷駅前出張所
ＪＲ南古谷駅前
上福岡支店 ０４９（２６１）２２５１

大井支店
入間郡大井町大字亀久保１２３９-６９
０４９（２６６）３７１１

ふじみ野支店
富士見市大字勝瀬３４８４
０４９（２６３）８８８１

ふじみ野駅東口出張所
東武東上線ふじみ野駅（東口）駅前
ふじみ野支店 ０４９（２６３）８８８１

鶴瀬支店
富士見市大字鶴馬２６０２-３
０４９（２５１）２３５１

富士見市役所出張所
富士見市役所敷地内
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

東武東上線鶴瀬駅前出張所
東武東上線鶴瀬駅（東口）駅前
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

三芳町役場出張所
三芳町役場１階
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

関沢出張所
東武東上線鶴瀬駅（西口）徒歩１０分・
マツモト電器メディア館そば
鶴瀬支店 ０４９（２５１）２３５１

みずほ台支店
富士見市東みずほ台１-１-５
０４９（２５３）１３１１
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西みずほ台出張所
東武東上線みずほ台駅（西口）ロータリー直進３分
みずほ台支店 ０４９（２５３）１３１１

所沢支店
所沢市御幸町１-１６
０４２（９２２）２１４１

ヤオコーマーケットシティ所沢出張所
ヤオコーマーケットシティ所沢内
所沢支店 ０４２（９２２）２１４１

西所沢駅前出張所
西武池袋線西所沢駅前
所沢支店 ０４２（９２２）２１４１

所沢市役所出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）
徒歩５分・所沢市役所内
所沢支店 ０４２（９２２）２１４１

東所沢駅前出張所
ＪＲ東所沢駅徒歩２分
所沢支店 ０４２（９２２）２１４１

所沢駅前出張所
西武池袋線・新宿線所沢駅（西口）徒歩３分
所沢支店 ０４２（９２２）２１４１

北所沢出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）
徒歩４分・所沢パークタウン
所沢支店 ０４２（９２２）２１４１

防衛医科大学校病院出張所
西武新宿線航空公園駅（東口）徒歩７分・
防衛医科大学校病院玄関棟
所沢支店 ０４２（９２２）２１４１

所沢東口支店
所沢市くすのき台１-１０-８
０４２（９９６）１１５１

新所沢支店
所沢市緑町１-４-１１
０４２（９２２）１２２１

新所沢駅東口出張所
西武新宿線新所沢駅（東口）駅前
新所沢支店 ０４２（９２２）１２２１

小手指支店
所沢市小手指町３-１７
０４２（９４９）５１７１

小手指駅北口出張所
西武池袋線小手指駅（北口）駅前
小手指支店 ０４２（９４９）５１７１

武蔵藤沢支店
入間市大字下藤沢１２８-２４
０４２（９６４）２１１１

ヨークマート入間店出張所
西武池袋線武蔵藤沢駅バス１０分・
西武グリーンヒル前（安川通り）
武蔵藤沢支店 ０４２（９６４）２１１１

狭山ヶ丘駅前出張所
西武池袋線狭山ヶ丘駅前
武蔵藤沢支店 ０４２（９６４）２１１１

入間支店
入間市向陽台１-１６０-１２
０４２（９６４）２１２１

仏子駅前出張所
西武池袋線仏子駅（北口）駅前
入間支店 ０４２（９６４）２１２１

入間市役所出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩１０分
入間支店 ０４２（９６４）２１２１

丸広百貨店入間店出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩７分
入間支店 ０４２（９６４）２１２１

入間リバーパーク出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩２０分
入間支店 ０４２（９６４）２１２１

入間市駅前出張所
西武池袋線入間市駅（南口）駅前
入間支店 ０４２（９６４）２１２１

サイオス出張所
西武池袋線入間市駅（南口）徒歩１０分
入間支店 ０４２（９６４）２１２１

狭山支店
狭山市入間川１-５-１７
０４２（９５３）２１２１

狭山市駅東口ステーションビル
出張所
西武新宿線狭山市駅（東口）・ステーションビル１階
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

狭山市役所出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）徒歩７分
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

石心会狭山病院出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス１０分
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

西友狭山市駅前店出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）駅前
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

ヤオコー狭山店出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス２０分
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

狭山支店
狭山一番街出張所
狭山市入間川３-２１-１１
狭山支店 ０４２（９５５）８４０１

柏原出張所
西武新宿線狭山市駅（西口）バス１５分・
ショッピングセンター隣
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

ヤオコー北入曽店出張所
西武新宿線狭山市駅（東口）バス２０分
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

新狭山支店
狭山市新狭山３-１１-１
０４２（９５４）３３４１

新狭山駅北口出張所
西武新宿線新狭山駅（北口）駅前
新狭山支店 ０４２（９５４）３３４１

南大塚駅北口出張所
西武新宿線南大塚駅（北口）駅前
新狭山支店 ０４２（９５４）３３４１

入曽出張所
西武新宿線入曽駅（東口）徒歩２分
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

入曽駅前出張所
西武新宿線入曽駅（東口）駅前
狭山支店 ０４２（９５３）２１２１

笹井代理店
狭山市大字笹井字向田３３５-４
０４２（９５２）７１１１

東松山支店
東松山市箭弓町３-４-３
０４９３（２４）１２１１

マルエツ東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山市役所出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山駅前出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩２分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

イトーヨーカドー東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）徒歩３分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

西友東松山店出張所
東武東上線東松山駅（東口）バス１０分・
上沼バス停下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山市立市民病院出張所
東武東上線東松山駅（東口）バス７分・
市民病院前下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

高坂駅西口出張所
東武東上線高坂駅（西口）徒歩１分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

東松山駅西口出張所
東武東上線東松山駅（西口）駅前
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

川島町役場出張所
東武バス川島町役場入口下車
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

吉見町役場出張所
東武バス久保田下車徒歩１０分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

滑川町役場出張所
東武東上線森林公園駅バス５分・
裏郷バス停下車徒歩２分
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

森林公園駅南口出張所
東武東上線森林公園駅南口
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

玉川村役場出張所
ＪＲ八高線明覚駅（北口）バス５分・
玉川村役場入口バス停
東松山支店 ０４９３（２４）１２１１

坂戸支店
坂戸市日の出町１-２６
０４９（２８３）２１２１

薬師町出張所
坂戸市内薬師町交差点角
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

鳩山ニュータウン出張所
鳩山ニュータウンショッピングセンター内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

坂戸市役所出張所
東武東上線坂戸駅（北口）徒歩１３分
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

イトーヨーカドー坂戸店出張所
イトーヨーカドー坂戸店内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

明海大学病院出張所
明海大学病院入口左側
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

いなげや鶴ヶ島出張所
いなげや鶴ヶ島店入口右側
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

坂戸にっさいショッピングセンター
出張所
坂戸にっさいショッピングセンター内
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

東坂戸代理店
坂戸市東坂戸２-５
０４９（２８３）５４１１

北坂戸出張所
東武東上線北坂戸駅徒歩３分・
北坂戸団地内溝端公園前
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

東武ストア北坂戸店出張所
東武東上線北坂戸駅前
坂戸支店 ０４９（２８３）２１２１

鶴ヶ島支店
鶴ヶ島市上広谷１８-１０
０４９（２８５）１１８１

鶴ヶ島駅西口出張所
東武東上線鶴ヶ島駅（西口）徒歩１分
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

若葉駅前出張所
東武東上線若葉駅（東口）徒歩１分
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

鶴ヶ島市役所出張所
鶴ヶ島市役所内
鶴ヶ島支店 ０４９（２８５）１１８１

飯能支店
飯能市八幡町３-６
０４２９（７２）３１１１

飯能駅前出張所
西武池袋線飯能駅（北口）徒歩２分・
丸広百貨店前
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

飯能駅南口出張所
西武池袋線飯能駅（南口）徒歩１分
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

飯能駅北口出張所
西武池袋線飯能駅（北口）徒歩１分
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

高麗出張所
西武秩父線高麗駅徒歩３分・
こま武蔵台ショッピングセンター内
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

飯能市役所出張所
飯能市役所庁舎内
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

サビア飯能出張所
西武池袋線飯能駅徒歩５分・ザビア飯能内
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

バリュープライス岩沢店出張所
西武池袋線飯能駅バス１０分・
バリュープライス飯能岩沢店前
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

丸広百貨店東飯能店出張所
ＪＲ八高線東飯能駅徒歩１分・
丸広百貨店東飯能店前
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

名栗村役場出張所
西武池袋線飯能駅バス４５分・浅海戸バス停前
飯能支店 ０４２９（７２）３１１１

日高支店
日高市大字高萩６１４-２
０４２９（８５）１０１１

日高市役所出張所
ＪＲ高麗川駅徒歩２０分
日高支店 ０４２９（８５）１０１１

ヤオコー高麗川店出張所
ＪＲ高麗川駅徒歩１０分
日高支店 ０４２９（８５）１０１１

越生毛呂山支店
入間郡毛呂山町大字長瀬２３０８-１
０４９（２９４）７６１１

いなげや毛呂店出張所
東武越生線東毛呂駅徒歩２分・
いなげや毛呂店前
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

武州長瀬駅前出張所
東武越生線武州長瀬駅徒歩１分
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

越生町役場出張所
東武越生線越生駅徒歩１０分・越生町役場南隣
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

埼玉医科大学附属病院出張所
ＪＲ毛呂駅徒歩５分・埼玉医科大学福祉棟１階
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

鳩山町役場出張所
鳩山町役場駐車場内
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

都幾川村役場出張所
都幾川村役場駐車場内
越生毛呂山支店 ０４９（２９４）７６１１

嵐山支店
比企郡嵐山町大字菅谷１３４
０４９３（６２）２４２４

小川支店
比企郡小川町大字大塚１１７３-６
０４９３（７２）２２１１

ヤオコーみどりが丘店出張所
東武東上線小川町駅バス５分・
ヤオコーみどりが丘店前
小川支店 ０４９３（７２）２２１１

小川赤十字病院出張所
東武東上線小川町徒歩１５分・小川赤十字病院前
小川支店 ０４９３（７２）２２１１

■県北部地区

鴻巣支店
鴻巣市本町３-１-２８
０４８（５４１）１４１１

鴻巣市役所出張所
ＪＲ鴻巣駅バス１０分・鴻巣市役所内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

鴻巣駅西口出張所
ＪＲ鴻巣駅前
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

長崎屋北鴻巣店出張所
ＪＲ北鴻巣駅徒歩１５分・長崎屋北鴻巣店内
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

北鴻巣出張所
ＪＲ北鴻巣駅前
鴻巣支店 ０４８（５４１）１４１１

吹上支店
北足立郡吹上町本町１-４-２
０４８（５４８）０８１１

吹上町役場出張所
ＪＲ吹上駅（南口）徒歩３分・吹上町役場敷地内
吹上支店 ０４８（５４８）０８１１

行田支店
行田市行田５-１６
０４８（５５６）１１３１

JR行田駅前出張所
ＪＲ行田駅前
行田支店 ０４８（５５６）１１３１

行田市役所出張所
秩父鉄道行田市駅徒歩１０分・行田市役所内
行田支店 ０４８（５５６）１１３１

熊谷支店
熊谷市本町１-１０１
０４８（５２１）１５１１

ビッグベア出張所
ショッピングセンタービッグベア北側
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅南口出張所
ＪＲ熊谷駅（南口）徒歩１分
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷市役所出張所
熊谷市役所庁舎駐車場入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅ビル出張所
ＪＲ熊谷駅ビルＡＺ内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

江南町役場出張所
江南町役場庁舎内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

県立循環器・
呼吸器病センター出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）小川町駅行きバス３０分・
県立循環器・呼吸器病センター内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

八木橋百貨店出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）徒歩１５分・八木橋百貨店内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１
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いなげや大里江南店出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）小川町駅行き
バス２０分・スーパーいなげや内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

川本町役場出張所
川本町役場庁舎入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷西出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）深谷行きバス１０分・
石原駅入口前
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷流通センター出張所
ＪＲ熊谷駅（北口）バス１０分・
ソシオ熊谷情報センタービル内
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

大里町役場出張所
大里町役場庁舎駐車場入口
熊谷支店 ０４８（５２１）１５１１

熊谷駅前支店
熊谷市筑波２-４８-１
０４８（５２１）４３５１

籠原支店
熊谷市大字新堀７８０-１
０４８（５３３）４４１１

マミーマート籠原店出張所
ＪＲ籠原駅（南口）徒歩１０分
籠原支店 ０４８（５３３）４４１１

籠原駅南口出張所
ＪＲ籠原駅（南口）徒歩１分
籠原支店 ０４８（５３３）４４１１

深谷支店
深谷市西島町２-１９-６
０４８（５７１）４１１１

深谷市役所出張所
ＪＲ深谷駅徒歩１０分・深谷市役所前駐車場
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

深谷上柴ショッピングセンター
出張所
ＪＲ深谷駅車１０分・
深谷上柴ショッピングセンター内
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

ダイアパレス上野台出張所
ＪＲ深谷駅車８分・
ダイアパレスビッグウィング前
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

ヤオコー深谷国済寺店出張所
ＪＲ深谷駅車１０分・ヤオコー深谷国済寺店駐車場内
深谷支店 ０４８（５７１）４１１１

妻沼支店
大里郡妻沼町大字妻沼１４５１
０４８（５８８）１２２１

妻沼町役場出張所
ＪＲ熊谷駅（東口）バス３０分・妻沼町役場駐車場内
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

イール妻沼出張所
ＪＲ熊谷駅（東口）バス２５分・
イール妻沼ショッピングセンター正面入口
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

岡部支店
大里郡岡部町大字岡２６２７-１
０４８（５８５）２５１１

岡部町役場出張所
ＪＲ岡部駅徒歩５分・岡部町役場駐車場敷地内
岡部支店 ０４８（５８５）２５１１

本庄支店
本庄市中央１-６-２５
０４９５（２２）２１２１

本庄市役所出張所
ＪＲ本庄駅（北口）徒歩１０分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

本庄駅南口出張所
ＪＲ本庄駅（南口）徒歩１分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

美里町役場出張所
ＪＲ松久駅徒歩５分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

ベルク本庄店出張所
本庄駅（北口）徒歩３分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

上里出張所
ＪＲ神保原駅徒歩３分
本庄支店 ０４９５（２２）２１２１

児玉支店
児玉郡児玉町大字児玉１６-４
０４９５（７２）１２２１

児玉町役場出張所
ＪＲ児玉駅徒歩１２分
児玉支店 ０４９５（７２）１２２１

神川町役場出張所
ＪＲ丹荘駅徒歩８分
児玉支店 ０４９５（７２）１２２１

寄居支店
大里郡寄居町大字寄居９８９-１
０４８（５８１）１７７１

花園町役場出張所
秩父鉄道小前田駅徒歩８分・花園町役場正面脇
寄居支店 ０４８（５８１）１７７１

寄居町役場出張所
秩父鉄道・東武東上線・ＪＲ寄居駅（北口）
徒歩１分・寄居町役場庁舎内
寄居支店 ０４８（５８１）１７７１

秩父支店
秩父市本町４-６
０４９４（２２）３８５０

横瀬町役場出張所
西武秩父線横瀬駅徒歩３分・横瀬町役場敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

秩父市役所出張所
秩父鉄道御花畑駅東側徒歩２分・
秩父市役所敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

矢尾百貨店出張所
秩父鉄道御花畑駅西側徒歩７分
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

地場産業振興センター
出張所
秩父鉄道秩父駅（西口）徒歩１分
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

公園橋モール出張所
秩父鉄道秩父駅（西口）徒歩７分・ベルク敷地内
秩父支店 ０４９４（２２）３８５０

皆野支店
秩父郡皆野町大字皆野１４０７
０４９４（６２）２１２１

秩父鉄道野上駅徒歩３分・長瀞町役場前
皆野支店 ０４９４（６２）２１２１

小鹿野支店
秩父郡小鹿野町大字小鹿野３６０-１
０４９４（７５）１２５５

■横浜市

横浜支店
横浜市中区常盤町４-５４
０４５（６６１）１１１１

横浜本町出張所
ＪＲ関内駅（北口）徒歩１０分・
本町通り横浜大栄ビル
横浜支店 ０４５（６６１）１１１１

日本大通出張所
ＪＲ関内駅（南口）徒歩７分・
大桟橋通り朝日生命日本大通ビル
横浜支店 ０４５（６６１）１１１１

横浜西口支店
横浜市西区北幸１-１１-７
０４５（３２３）６５１１

大口通商店街出張所
ＪＲ大口駅徒歩５分・大口通り商店街内
横浜西口支店 ０４５（３２３）６５１１

ユニー大口駅前出張所
ＪＲ大口駅徒歩３分・ユニー大口店前
横浜西口支店 ０４５（３２３）６５１１

子安駅前出張所
京浜急行子安駅徒歩１分・京浜第１国道沿い
横浜西口支店 ０４５（３２３）６５１１

鶴見支店
横浜市鶴見区鶴見中央４-２７-１
０４５（５０３）２２１１

鶴見駅西口出張所
ＪＲ鶴見駅（西口）徒歩３分・豊岡通り
鶴見支店 ０４５（５０３）２２１１

イトーヨーカドー鶴見店出張所
ＪＲ鶴見駅（東口）徒歩１５分・
イトーヨカドー鶴見店内
鶴見支店 ０４５（５０３）２２１１

磯子支店
横浜市磯子区中浜町１４-１６
０４５（７５１）３１４１

根岸駅前出張所
ＪＲ根岸駅徒歩１分・根岸駅前第２ビル内
磯子支店 ０４５（７５１）３１４１

横浜赤十字病院（根岸町）出張所
ＪＲ根岸駅バス３分・日赤病院前下車
横浜赤十字病院正面入口
磯子支店 ０４５（７５１）３１４１

弘明寺支店
横浜市南区通町２-３５
０４５（７３１）５７４１

井土ケ谷出張所
京浜急行井土ヶ谷駅前
弘明寺支店 ０４５（７３１）５７４１

上大岡支店
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
０４５（８４２）３６４１

最戸出張所
京浜急行上大岡駅より徒歩１０分・
鎌倉街道横浜方面に向かい越戸橋左折
上大岡支店 ０４５（８４２）３６４１

金沢文庫支店
横浜市金沢区泥亀２-１３-１
０４５（７０１）１３３１

金沢文庫駅前出張所
京浜急行金沢文庫駅東口
金沢文庫支店 ０４５（７０１）１３３１

戸部支店
横浜市西区浜松町１-１８
０４５（２３１）３１３１

保土ヶ谷支店
横浜市保土ヶ谷区岩井町１１
０４５（３３３）１３６５

横浜西口支店
和田町出張所
横浜市保土ヶ谷区星川３-８-１
０４５（３３５）６６６１

三ツ境支店
横浜市瀬谷区三ツ境１０５-１
０４５（３６２）５１１１

いなげや瀬谷店出張所
相模鉄道三ツ境駅バス１０分・いなげや瀬谷店前
三ツ境支店 ０４５（３６２）５１１１

長崎屋二俣川店出張所
相模鉄道二俣川駅徒歩１分・長崎屋二俣川店内
三ツ境支店 ０４５（３６２）５１１１

南万騎が原駅前出張所
相模鉄道南万騎が原駅前
三ツ境支店 ０４５（３６２）５１１１

新横浜支店
妙蓮寺出張所
横浜市港北区菊名１-７-２３
０４５（４３３）１２２１

綱島支店
横浜市港北区綱島西１-７-４
０４５（５４１）５４１１

いなげや横浜綱島店出張所
東急東横線綱島駅（西口）徒歩２０分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

かながわ生協綱島店出張所
東急東横線綱島駅（西口）徒歩２０分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

菊名駅前出張所
東急東横線菊名駅（東口）綱島街道沿い徒歩３分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

日吉出張所
東急東横線日吉駅徒歩１０分・
綱島街道ユニーサンテラス日吉前
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

大倉山駅前出張所
東急東横線大倉山駅徒歩１分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

新横浜支店
横浜市港北区新横浜３-８-１２
０４５（４７５）２５６１

仲町台駅前出張所
横浜市営地下鉄仲町台駅徒歩１分
港北ニュータウン支店 ０４５（９４５）１５５１

港北ニュータウン支店
横浜市都筑区茅ヶ崎中央３-１
０４５（９４５）１５５１

センター北駅出張所
横浜市営地下鉄センター北駅改札出てすぐ
港北ニュータウン支店 ０４５（９４５）１５５１

昭和大学横浜市北部病院出張所
横浜市営地下鉄センター南駅下車・
昭和大学横浜市北部病院中央棟１階
港北ニュータウン支店 ０４５（９４５）１５５１

中川駅前出張所
横浜市営地下鉄中川駅前徒歩１分
港北ニュータウン支店 ０４５（９４５）１５５１

たまプラーザ支店
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
０４５（９０１）７３１１

たまプラーザ駅南口出張所
東急田園都市線たまプラーザ駅（南口）徒歩１分
たまプラーザ支店 ０４５（９０１）７３１１

中山支店
横浜市緑区中山町３０６-１
０４５（９３５）２１２１

こどもの国駅前出張所
東急こどもの国線こどもの国駅徒歩１分
成瀬支店 ０４２（７２８）５２１１

いずみ中央出張所
相模鉄道いずみ中央駅・駅ビル相鉄ライフ内
長後支店 ０４６６（４３）１２３１

本郷台駅前出張所
ＪＲ本郷台駅前マツザカヤストア内
大船支店 ０４６７（４６）２１１１

■横浜市以外

川崎支店
川崎市川崎区砂子２-５-１１
０４４（２４５）２１１１

貝塚一丁目出張所
ＪＲ川崎駅（東口）徒歩１０分・新川通りＳＮＴビル内
川崎支店 ０４４（２４５）２１１１

かながわサイエンスパーク出張所
ＪＲ武蔵溝ノ口駅徒歩１５分・
かながわサイエンスパーク西棟１階
川崎支店 ０４４（２４５）２１１１

川崎ＢＥ出張所
ＪＲ川崎駅（東口）川崎ＢＥ（駅ビル）１Ｆ
川崎支店 ０４４（２４５）２１１１

新百合ヶ丘支店
川崎市麻生区上麻生１-５-１
０４４（９５４）５１１１

あさひ銀新百合ヶ丘ビル出張所
小田急線新百合ヶ丘駅（南口）駅前
新百合ヶ丘支店 ０４４（９５４）５１１１

横須賀支店
横須賀市若松町３-１４-８
０４６８（２３）１６００

横須賀市役所出張所
京浜急行横須賀中央駅徒歩５分
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

ダイクマ横須賀店出張所
ダイクマ横須賀店１階
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

神奈川歯科大学附属病院出張所
神奈川歯科大学附属病院１階
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

汐入駅前出張所
京浜急行汐入駅前横須賀ＡＰＴ１階
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

佐原出張所
富士シティオ佐原店前
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

北久里浜出張所
京浜急行北久里浜駅徒歩１分
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

久里浜出張所
京浜急行久里浜駅徒歩１分・駅前本通り入り口
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

湘南ハイランド出張所
京浜急行京急久里浜駅バス１０分・
ハイランドバス停横
横須賀支店 ０４６８（２３）１６００

三浦支店
三浦市栄町２-２
０４６８（８２）３２２１

大船支店
鎌倉市大船１-２３-１
０４６７（４６）２１１１

湘南鎌倉病院出張所
湘南モノレール富士見町駅徒歩５分・
湘南鎌倉病院内
大船支店 ０４６７（４６）２１１１

湘南深沢出張所
湘南モノレール湘南深沢駅徒歩２分・
湘南ボウル１階
大船支店 ０４６７（４６）２１１１

観音前出張所
ＪＲ大船駅（西口）徒歩１分
大船支店 ０４６７（４６）２１１１

大船支店
西鎌倉出張所
鎌倉市西鎌倉１-１-５
０４６７（３１）０１２３

藤沢支店
藤沢市藤沢５５５
０４６６（２３）３１１１

藤沢駅南口出張所
ＪＲ藤沢駅（南口）徒歩１分（南口本通り）
藤沢支店 ０４６６（２３）３１１１

神奈川県

長　町役場出張所 
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長後支店
藤沢市下土棚５１０-１３
０４６６（４３）１２３１

上土棚出張所
マルエツ綾瀬店より南へ２０ｍ
長後支店 ０４６６（４３）１２３１

長後駅東口出張所
小田急線長後駅（東口）徒歩１分
長後支店 ０４６６（４３）１２３１

綾瀬市役所出張所
綾瀬市役所バス停前
長後支店 ０４６６（４３）１２３１

鶴間支店
大和市西鶴間１-３-５
０４６（２７４）５１５１

西鶴間三丁目出張所
小田急線鶴間駅徒歩２分・
旧国道２４６号線沿い
鶴間支店 ０４６（２７４）５１５１

鶴間二丁目出張所
小田急線鶴間駅徒歩１３分・
すえひろスーパー隣
鶴間支店 ０４６（２７４）５１５１

南林間東口出張所
小田急線南林間駅（東口）徒歩２分
鶴間支店 ０４６（２７４）５１５１

古淵出張所
ＪＲ古淵駅前
町田支店 ０４２（７２０）７２１１

相模大野支店
相模原市相模大野３-２-１４
０４２（７４４）６３１１

橋本支店
相模原市橋本３-３０-３
０４２（７７２）７３４５

橋本駅南口出張所
ＪＲ・京王線橋本駅（南口）徒歩１分
橋本支店 ０４２（７７２）７３４５

コピオ城山出張所
ＪＲ・京王線橋本駅バス１５分・
スーパーアルプスコピオ城山店前
橋本支店 ０４２（７７２）７３４５

いなげや町田相原駅前店出張所
ＪＲ相原駅徒歩２分・
いなげや町田相原駅前店前
橋本支店 ０４２（７７２）７３４５

いなげや相模原下九沢店出張所
ＪＲ・京王線橋本駅バス１５分・
いなげや相模原下九沢店前
橋本支店 ０４２（７７２）７３４５

海老名支店
海老名市中央１-４-１
０４６（２３３）６５１１

座間駅前出張所
座間駅ロータリー前
海老名支店 ０４６（２３３）６５１１

海老名サティー出張所
海老名サティー内
海老名支店 ０４６（２３３）６５１１

かしわ台出張所
相模鉄道かしわ台駅（西口）徒歩５分
海老名支店 ０４６（２３３）６５１１

伊勢原支店
伊勢原市伊勢原１-３-６
０４６３（９２）１５１１

伊勢原工業団地出張所
小田急線伊勢原駅（北口）バス２０分
伊勢原支店 ０４６３（９２）１５１１

小田原支店
小田原市栄町２-９-１
０４６５（２２）１３２１

千葉支店
千葉市中央区中央１-１-３
０４３（２２５）１１３３

みつわ台総合病院出張所
詳細は下記にお問い合わせください。
千葉支店 ０４３（２２５）１１３３

稲毛支店
千葉市稲毛区小仲台２-５-７
０４３（２５２）１１３１

小仲台出張所
ＪＲ稲毛駅徒歩１０分・マルエツ稲毛店そば
稲毛支店 ０４３（２５２）１１３１

成田空港出張所
新東京国際空港
第１旅客ターミナルビル出国階
０４７６（３３）００９１

津田沼支店
習志野市津田沼１-２-１
０４７（４７５）２１５１

北習志野支店
船橋市習志野台２-４９-１
０４７（４６５）７３１１

西習志野出張所
新京成東葉高速鉄道北習志野駅
徒歩３分・新西友隣
北習志野支店 ０４７（４６５）７３１１

ヨークマート習志野台店出張所
新京成東葉高速鉄道北習志野駅
徒歩１０分・ヨークマート内
北習志野支店 ０４７（４６５）７３１１

ちばコープ松が丘店出張所
新京成高根木戸駅徒歩１５分・
ちばコープ松が丘店入口
北習志野支店 ０４７（４６５）７３１１

高根木戸出張所
新京成高根木戸駅徒歩２分・
ジャスコ高根木戸店前
北習志野支店 ０４７（４６５）７３１１

市川支店
市川市八幡２-６-１３
０４７（３３４）０１８５

浦安支店
浦安市北栄１-１６-１
０４７（３５３）５５１１

富士見出張所
大三角線マルエツ浦安店隣
浦安支店 ０４７（３５３）５５１１

北小金支店
松戸市小金４９-３
０４７（３４２）１１７１

柏駅西口出張所
ＪＲ柏駅（西口）徒歩３分・第１１関口ビル１階
北小金支店 ０４７（３４２）１１７１

茂原支店
茂原市千代田町１-４-１
０４７５（２３）６２１１

新松戸駅前出張所
ＪＲ新松戸駅徒歩２分・サンクス隣
北小金支店 ０４７（３４２）１１７１

アスモ出張所
ＪＲ茂原駅バス１５分・
アスモショッピングセンター内
茂原支店 ０４７５（２３）６２１１

土浦支店
土浦市大和町１-１
０２９８（２２）６７２１

つくば出張所
ＪＲ荒川沖駅バス３０分・西武百貨店筑波店２階
土浦支店 ０２９８（２２）６７２１

宇都宮支店
宇都宮市大通り１-３-１５
０２８（６２２）５２８１

宇都宮駅東口出張所
ＪＲ宇都宮駅（東口）徒歩１分・鬼怒通り
宇都宮支店 ０２８（６２２）５２８１

鹿沼出張所
ＪＲ鹿沼駅バス１０分・仲町商店街内
宇都宮支店 ０２８（６２２）５２８１

栃木出張所
ＪＲ・東武日光線栃木駅（北口）徒歩３分
宇都宮支店 ０２８（６２２）５２８１

足利出張所
ＪＲ足利駅徒歩３分
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

今井病院出張所
東武伊勢崎線足利市駅徒歩１０分・
今井病院内
妻沼支店 ０４８（５８８）１２２１

前橋支店
前橋市本町１-２-１６
０２７（２３１）６２４１

札幌支店
札幌市中央区北一条西４-１-２
０１１（２２１）５１５１

仙台支店
仙台市青葉区一番町２-４-１
０２２（２６２）１１６１

甲府支店
甲府市丸の内２-３０-１
０５５（２２２）５１５５

松本支店
松本市中央２-５-６
０２６３（３２）３４５６

（学）松本歯科大学出張所
ＪＲ塩尻駅徒歩２５分・松本歯科大学内
松本支店 ０２６３（３２）３４５６

長岡支店
長岡市大手通２-４-１０
０２５８（３６）４０９０

浜松支店
浜松市田町２２４-３１
０５３（４５３）０１５６

聖隷三方原病院出張所
ＪＲ浜松駅バス４０分・三方原聖隷前・
聖隷三方原病院内
浜松支店 ０５３（４５３）０１５６

グランドホテル浜松出張所
ＪＲ浜松駅徒歩２０分・グランドホテル浜松内
浜松支店 ０５３（４５３）０１５６

富士支店
富士市中央町３-１２-６
０５４５（５２）４４００

■名古屋市

名古屋支店
名古屋市中区錦２-１５-２２
０５２（２０１）８５１１

赤門通支店
名古屋市中区大須３-３０-１７
０５２（２４１）４１０１

今池支店
名古屋市千種区今池５-１-５
０５２（７３２）５３１１

新栄町出張所
地下鉄東山線新栄町駅前
今池支店 ０５２（７３２）５３１１

名古屋駅前支店
名古屋市中村区名駅南１-２４-３０
０５２（５４１）２２６６

名鉄百貨店本館出張所
名鉄新名古屋駅徒歩２分
名古屋駅前支店 ０５２（５４１）２２６６

浄心出張所
地下鉄鶴舞線浄心駅徒歩２分
名古屋駅前支店 ０５２（５４１）２２６６

大曽根出張所
名鉄大曽根駅構内
今池支店 ０５２（７３２）５３１１

滝子出張所
ＪＲ・名鉄金山駅バス１０分・
滝子通２丁目バス停・滝子交差点西側
赤門通支店 ０５２（２４１）４１０１

堀田出張所
名鉄名古屋本線堀田駅東へ徒歩１分
赤門通支店 ０５２（２４１）４１０１

熱田支店
名古屋市熱田区伝馬１-３-１４
０５２（６７１）０１７６

本笠寺駅前出張所
名鉄本笠寺駅構内
熱田支店 ０５２（６７１）０１７６

下一色出張所
地下鉄高畑駅バス１５分
名古屋駅前支店 ０５２（５４１）２２６６

■名古屋市以外

津島駅前出張所
名鉄津島線津島駅構内
名古屋支店 ０５２（２０１）８５１１

尾張一宮駅前出張所
ＪＲ尾張一宮駅前
名古屋支店 ０５２（２０１）８５１１

犬山駅前出張所
名鉄犬山線犬山駅（西口）徒歩１分
名古屋支店 ０５２（２０１）８５１１

春日井出張所
ＪＲ春日井駅バス５分・鳥居松バス停前
今池支店 ０５２（７３２）５３１１

岡崎支店
岡崎市康生通西２-１
０５６４（２１）３１５１

■大阪市

大阪営業部
大阪市中央区伏見町３-１-６
０６（６２３１）２５３１

御堂筋出張所
地下鉄御堂筋線淀屋橋駅徒歩５分
大阪営業部
０６（６２３１）２５３１

船場支店
大阪市中央区本町２-１-６
０６（６２６１）９３７１

玉造支店
大阪市中央区玉造１-７-４
０６（６７６２）５０７１

大阪ビジネスパーク出張所
地下鉄大阪ビジネスパーク駅
徒歩３分・ツイン２１・ＭＩＤビル２階
玉造支店 ０６（６７６２）５０７１

大阪京橋出張所
ＪＲ京橋駅（北口）徒歩３分
玉造支店 ０６（６７６２）５０７１

桃谷駅前出張所
ＪＲ桃谷駅西へ徒歩１分
玉造支店 ０６（６７６２）５０７１

心斎橋支店
大阪市中央区南船場３-５-１１
０６（６２５１）７７８１

難波支店
大阪市中央区難波４-４-４
０６（６６３３）６５０１

大国町出張所
地下鉄大国町駅（出口５）徒歩１分
大阪恵美須支店 ０６（６６３２）５６０１

大阪恵美須支店
大阪市浪速区恵美須西１-２-１
０６（６６３２）５６０１

京町掘出張所
地下鉄肥後橋駅（出口７）徒歩２分
梅田支店 ０６（６３７７）８７１１

福島支店
大阪市福島区福島３-１４-２１
０６（６４５１）１８３１

なにわ筋出張所
ＪＲ福島駅徒歩３分・日刊スポーツビル１階
福島支店 ０６（６４５１）１８３１

西野田支店
大阪市福島区玉川４-１１-１５
０６（６４４３）８７０１

市岡出張所
ＪＲ弁天町駅（南口）南へ徒歩１０分
難波支店 ０６（６６３３）６５０１

梅田支店
大阪市北区大深町１-１
０６（６３７７）８７１１

大淀南出張所
新梅田シティ南側
梅田支店 ０６（６３７７）８７１１

天六支店
大阪市北区天神橋６-６-４
０６（６３５８）３０３１

鴫野出張所
ＪＲ鴨野駅南へ徒歩４分
玉造支店 ０６（６７６２）５０７１

田辺支店
大阪市東住吉区南田辺１-９-３８
０６（６６２２）２１７１

大阪府

愛知県

静岡県

新潟県

長野県

山梨県

宮城県

北海道

群馬県

栃木県

茨城県

千葉県
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天下茶屋支店
大阪市西成区天下茶屋３-１９-４
０６（６６５２）０６２４

住吉支店
大阪市住吉区長峡町２-７
０６（６６７３）１２３１

住吉支店
我孫子道出張所
大阪市住吉区清水丘２-２９-８
０６（６６７３）１３０１

オリオノ商店街出張所
南海高野線我孫子前駅徒歩１分・
オリオノ商店街内
住吉支店 ０６（６６７３）１２３１

■大阪市以外

豊中服部支店
豊中市服部本町１-７-１
０６（６８６２）３０３１

箕面支店
箕面市箕面６-４-３３
０７２７（２２）７５０１

高槻富田支店
高槻市富田町１-６-１１
０７２６（９３）６７１１

守口支店
守口市春日町１３-３２
０６（６９９７）０７７７

守口市駅前出張所
京阪本線守口市駅前テルプラザ１階
守口支店 ０６（６９９７）０７７７

小阪支店
東大阪市小阪本町１-４-３
０６（６７２２）２１２１

長瀬支店
東大阪市菱屋西１-１８-２
０６（６７２３）３０３１

河内千代田支店
河内長野市楠町東１５８７-４
０７２１（５４）１２０１

近畿大学医学部附属病院出張所
近畿大学医学部附属病院内１階・エスカレーター前
河内千代田支店 ０７２１（５４）１２０１

堺支店
堺市大町東１-１-３
０７２（２３８）１５４１

近畿大学医学部堺病院出張所
泉北高速鉄道栂・美木多駅徒歩８分
河内千代田支店 ０７２１（５４）１２０１

泉大津支店
泉大津市田中町３-７
０７２５（３２）３９６１

京都支店
京都市中京区烏丸通四条上ル筝町６９１
０７５（２２１）３１６１

龍谷大学出張所
京阪線深草駅徒歩５分・龍谷大学内正門前（南門）
京都支店 ０７５（２２１）３１６１

千本支店
京都市中京区聚楽廻東町３-３
０７５（８４１）５３２５

下立売出張所
地下鉄丸太町駅徒歩１０分・堀川下立売上る西角
千本支店 ０７５（８４１）５３２５

西陣出張所
地下鉄北大路駅バス１０分・千本鞍馬口南へ徒歩１分
千本支店 ０７５（８４１）５３２５

下鴨出張所
京都市バス洛北高校前徒歩３分・
北大路通洛北交差点北側
京都支店 ０７５（２２１）３１６１

京都支店

京都市東山区四条通
大和大路西入中之町２１６
０７５（５６１）６１４１

東山出張所
京阪七条駅徒歩１分七条通り本町西入る
京都支店 ０７５（２２１）３１６１

神戸支店
神戸市中央区三宮町１-２-１
０７８（３９３）５２６０

元町出張所
詳細は下記にお問い合わせください。
神戸支店 ０７８（３９３）５２６０

垂水支店
神戸市垂水区天ノ下町１-１-１０５
０７８（７０６）５６７１

須磨出張所
ＪＲ・山陽電鉄須磨駅徒歩３分・国道２号線沿い
垂水支店 ０７８（７０６）５６７１

加古川支店
加古川市加古川町篠原町９-５
０７９４（２４）３１０１

姫路支店
姫路市駅前町３２８
０７９２（２３）３７４１

西宮支店
西宮市甲風園１-８-１４
０７９８（６４）０５００

尼崎支店
尼崎市昭和通７-２３４
０６（６４１３）０５２１

伊丹支店
伊丹市西台１-５-７
０７２７（７２）８２６５

第一ホテル前出張所
阪急伊丹線伊丹駅徒歩２分
伊丹支店 ０７２７（７２）８２６５

奈良支店
奈良市上三条町２３-１
０７４２（２６）０２４１

橿原支店
橿原市内膳町５-２-２９
０７４４（２２）３５０１

彦根支店
彦根市中央町６-１８
０７４９（２２）２１２１

ブリヂストン彦根生活協同組合
出張所
ＪＲ南彦根駅バス８分・
ブリヂストン彦根工場前下車徒歩３分
彦根支店 ０７４９（２２）２１２１

松下電工前（岡町）出張所
ＪＲ南彦根駅徒歩８分
彦根支店 ０７４９（２２）２１２１

津支店
津市東丸之内２０-１２
０５９（２２６）５１０６

和歌山支店
和歌山市本町１-４０
０７３（４３３）２２１１

高知支店
高知市堺町２-２８
０８８（８７２）０１９１

福岡支店
福岡市中央区天神２-８-３０
０９２（７４１）２８３１

北九州支店
北九州市小倉北区魚町２-５-６
０９３（５２１）４６８１

八幡出張所
ＪＲ黒崎駅徒歩５分・佐賀銀行八幡支店南側
北九州支店 ０９３（５２１）４６８１

長崎支店
長崎市銅座町４-１
０９５（８２２）０１２７

長崎県

福岡県

高知県

和歌山県

三重県

滋賀県

奈良県

兵庫県

　園出張所  
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ご相談窓口
あさひ

個人資産相談センター

立川個人資産相談センター
立川市柴崎町３-１０-１
あさひ銀行立川支店内
０４２（５２８）１６４１

東青梅個人資産相談センター
青梅市東青梅２-１７-４
あさひ銀行東青梅支店内
０４２８（２２）２３０４

東村山個人資産相談センター
東村山市野口町１-３-１
あさひ銀行東村山支店内
０４２（３９６）０９４１

上尾個人資産相談センター
上尾市谷津２-１-５０-４
上尾西口支店内
０４８（７７２）９９２６

浦和個人資産相談センター
さいたま市高砂２-９-１５
浦和中央ビル内
０４８（８２４）９０８７

大宮個人資産相談センター
さいたま市大門町３-７２
大宮支店内
０４８（６４３）７５７１

春日部個人資産相談センター
春日部市中央１-５１-１
春日部西口支店内
０４８（７３３）３１９５

上福岡個人資産相談センター
上福岡市上福岡５-３-１９
上福岡支店内
０４９２（６１）７２０１

川口個人資産相談センター
川口市栄町３-５-１
川口駅東口出張所内
０４８（２５９）２７８１

久喜個人資産相談センター
久喜市中央２-１０-２５
久喜支店内
０４８０（２１）８６１１

熊谷個人資産相談センター
熊谷市本町１-１０１
熊谷支店内
０４８（５２５）１１９５

所沢個人資産相談センター
所沢市御幸町１-１６
所沢支店内
０４２（９３９）２９８１

本川越個人資産相談センター
川越市新富町１-２０-２
本川越支店内
０４９２（２６）５３１１

越谷個人資産相談センター
越谷市越ヶ谷２-２-４０
越谷支店内
０４８（９６３）２７７７

大船個人資産相談センター
鎌倉市大船１-２３-１
大船支店内
０４６７（４７）０８７１

綱島個人資産相談センター
横浜市港北区綱島西１-７-４
綱島支店内
０４５（５３１）６５８１

横浜西口個人資産相談センター
横浜市西区北幸１-１１-７
横浜西口支店内
０４５（３２４）１０１１

千葉個人資産相談センター
千葉市稲毛区小仲台２-５-７
稲毛支店内
０４３（２５２）５９７１

名古屋個人資産相談センター
名古屋市中区錦２-１５-２２
あさひ銀名古屋ビル内
０５２（２１１）６６２１

大阪個人資産相談センター
大阪市中央区伏見町３-１-６
あさひ銀大阪ビル内
０６（６２０８）１９９１

西宮個人資産相談センター
西宮市甲風園１-８-１４
西宮支店内
０７９８（６３）１２６１

あさひ
住宅ローンセンター

本店住宅ローンセンター
千代田区大手町１-１-２
本店営業部内
０３（５２２３）５４６５

新宿西口住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-１０-１
新宿西口支店内
０３（３３４８）２０５１

新宿中央住宅ローンセンター
新宿区新宿３-２３-７
新宿中央支店内
０３（３３５１）０７８１

五反田住宅ローンセンター
品川区西五反田１-２３-９
五反田支店内
０３（３７７９）２６３１

蒲田住宅ローンセンター
大田区西蒲田５-２７-１０
蒲田支店内
０３（３７３１）８４５１

三軒茶屋住宅ローンセンター
世田谷区三軒茶屋２-１３-１４
三軒茶屋特別出張所内
０３（３４１８）１１９１

等々力住宅ローンセンター
世田谷区等々力３-１２-５
等々力支店内
０３（３７０２）８００１

渋谷住宅ローンセンター
渋谷区渋谷２-２０-１１
渋谷支店内
０３（３４０７）２７８３

池袋東口住宅ローンセンター
豊島区東池袋１-９-３
池袋副都心出張所内
０３（３９７１）０４３５

成増住宅ローンセンター
板橋区成増２-２１-６
成増支店内
０３（５３８３）２７７１

千住住宅ローンセンター
足立区千住２-５４
千住支店隣
須川ビル内
０３（３８７０）８３９１

吉祥寺住宅ローンセンター
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
吉祥寺支店内
０４２２（２３）３５５１

ひばりヶ丘住宅ローンセンター
西東京市谷戸町３-２７-２０
ひばりヶ丘支店内
０４２４（２５）５５１１

調布住宅ローンセンター
調布市小島町１-１２-６
０４２４（８６）７５１１

立川住宅ローンセンター
立川市柴崎町３-１０-１
立川支店内
０４２（５２２）９１２１

河辺住宅ローンセンター
青梅市河辺町１０-２-９
河辺支店内
０４２８（２１）６４９１

町田住宅ローンセンター
町田市中町１-２-２
町田支店隣
森町ビル内
０４２（７２１）６７５１

南浦和住宅ローンセンター
さいたま市南浦和２-３６-１５
南浦和支店内
０４８（８８５）４８０１

大宮住宅ローンセンター
さいたま市大門町３-７２
大宮支店内
０４８（６４８）４４８２

川口住宅ローンセンター
川口市栄町３-５-１
川口駅東口出張所内
０４８（２５９）１４１１

東川口住宅ローンセンター
川口市東川口３-１-１
東川口支店内
０４８（２９８）５４７１

蕨東住宅ローンセンター
蕨市塚越１-１-１７
蕨東支店内
０４８（４４２）５５４１

新座住宅ローンセンター
新座市東北２-３６-２７
新座支店内
０４８（４７２）３３３５

上尾西口住宅ローンセンター
上尾市谷津２-１-５０-４
上尾西口支店内
０４８（７７６）１７００

草加住宅ローンセンター
草加市高砂２-２１-１１
草加支店内
０４８（９２２）４５６１

越谷住宅ローンセンター
越谷市南越谷１-１７-２
南越谷支店内
０４８（９８８）８８３１

春日部西口住宅ローンセンター
春日部市中央１-５１-１
春日部西口支店内
０４８（７３８）３３１５

久喜住宅ローンセンター
久喜市中央２-１０-２５
久喜支店内
０４８０（２４）３０５１

川越住宅ローンセンター
川越市新富町１-２０-２
本川越支店内
０４９（２２３）８８７１

所沢住宅ローンセンター
所沢市御幸町１-１６
所沢支店内
０４２（９３９）２４１１

入間住宅ローンセンター
入間市向陽台１-１６０-１２
入間支店内
０４２（９６６）３５５１

坂戸住宅ローンセンター
坂戸市日の出町１-２６
坂戸支店内
０４９（２８１）９１４１

行田住宅ローンセンター
行田市行田５-１６
行田支店内
０４８（５５５）３９１１

横浜西口住宅ローンセンター
横浜市西区北幸１-１１-７
横浜西口支店内
０４５（３２２）８２７１

上大岡住宅ローンセンター
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
上大岡支店内
０４５（８４８）３６０１

綱島住宅ローンセンター
横浜市港北区綱島西１-７-４
綱島支店内
０４５（５４３）７３０３

たまプラーザ住宅ローンセンター
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
たまプラーザ支店内
０４５（９０４）０９９１

横須賀住宅ローンセンター
横須賀市若松町３-１４-８
横須賀支店内
０４６８（２２）７９７７

藤沢住宅ローンセンター
藤沢市藤沢５５５
藤沢支店内
０４６６（２７）８７０７

相模大野住宅ローンセンター
相模原市相模大野３-２-１４
相模大野支店内
０４２（７４０）９０４１

橋本住宅ローンセンター
相模原市橋本３-３０-３
橋本支店内
０４２（７７９）０１７７

海老名住宅ローンセンター
海老名市中央１-４-１
海老名支店内
０４６（２３４）４８７１

津田沼住宅ローンセンター
習志野市津田沼１-２-１
津田沼支店内
０４７（４７８）０１９１

柏住宅ローンセンター
柏市旭町１-２-１
柏駅西口出張所内
０４７１（４１）９８７１

名古屋住宅ローンセンター
名古屋市中区錦２-１５-２２
名古屋支店内
０５２（２０１）８５８８

難波住宅ローンセンター
大阪市中央区難波４-４-４
難波支店内
０６（６６４９）８０３０

梅田住宅ローンセンター
大阪市北区大深町１-１
梅田支店内
０６（６３７７）８７２７

守口住宅ローンセンター
守口市春日町１３-３２
守口支店内
０６（６９９３）６４８８

東大阪住宅ローンセンター
東大阪市小阪本町１-４-３
小阪支店内
０６（６７２２）９５３６

伊丹住宅ローンセンター
伊丹市西台１-５-７
伊丹支店内
０７２７（７２）３５３１

兵庫県

大阪府

愛知県

千葉県

神奈川県

埼玉県

東京都

兵庫県

大阪府

愛知県

千葉県

神奈川県

埼玉県

東京都
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国内拠点 （本支店、出張所･特別出張所、代理店、店舗外ＡＴＭ、合計９６２拠点)

■国内拠点数一覧 （平成１４年６月末現在）

拠点数 拠点数
本支店 有人出張所 代理店

小計 構成比（％）
店舗外ＡＴＭ

合計 構成比（％）
首都圏 ２３区内 ＊ ６７ １ ０ ６８ ２２.６ １０８ １７６ １８.３

多摩 ２５ １ ０ ２６ ８.６ ６４ ９０ ９.４
東京都計 ９２ ２ ０ ９４ ３１.２ １７２ ２６６ ２７.７
埼玉県 １０４ ４ ２ １１０ ３６.５ ３３５ ４４５ ４６.３
神奈川県 ２８ ３ ０ ３１ １０.３ ６９ １００ １０.４
千葉県 ８ ０ ０ ８ ２.７ １０ １８ １.９

首都圏計 ２３２ ９ ２ ２４３ ８０.７ ５８６ ８２９ ８６.２
京阪神 大阪府 ２２ １ ０ ２３ ７.６ ３０ ５３ ５.５

京都府 ２ １ ０ ３ １.０ ７ １０ １.０
兵庫県 ７ ０ ０ ７ ２.３ ４ １１ １.１

京阪神計 ３１ ２ ０ ３３ １１.０ ４１ ７４ ７.７
愛知県 ６ ０ ０ ６ ２.０ １２ １８ １.９
その他地区 １９ ０ ０ １９ ６.３ ２２ ４１ ４.３
合　計 ２８８ １１ ２ ３０１ １００.０ ６６１ ＊＊９６２ １００.０

＊ 平成１２年２月１日設置済みの「振込集中第一支店」、平成１３年１０月１５日設置済みの「サンライズ支店」「イーバンク支店」及び平成１３年１１月５日設置済みの「エーティーエム支店」を含んでおり
ます。

＊＊外貨両替専門店である成田空港出張所は、拠点数合計に含めておりません。

ロンドン駐在員事務所 
 

 
香港駐在員事務所 上海駐在員事務所 

 

シンガポール駐在員事務所 
 

ロスアンゼルス駐在員事務所 
 

ニューヨーク駐在員事務所 

サンパウロ駐在員事務所 

米 州 

アジア・パシフィック 

欧 州 

あさひファイナンス（ケイマン） 
あさひプリファードセキュリティーズ（ケイマン） バンコック駐在員事務所 

海外拠点 （駐在員事務所８、現地法人２)
（平成１４年６月末現在）

駐在員事務所　合計 ８

アジア・パシフィック ４
香港 香港駐在員事務所
シンガポール シンガポール駐在員事務所
中国 上海駐在員事務所
タイ バンコック駐在員事務所

欧州 １
英国 ロンドン駐在員事務所

米州 ３
米国 ニューヨーク駐在員事務所
米国 ロスアンゼルス駐在員事務所
ブラジル サンパウロ駐在員事務所

現地法人　合計 ２

米州 ２
英国領グランドケイマン島 あさひファイナンス（ケイマン）
英国領グランドケイマン島 あさひプリファードセキュリティーズ（ケイマン）

■海外拠点の動き （平成１４年６月末現在）

年　月
平成１３年７月 台北駐在員事務所廃止

ジャカルタ駐在員事務所廃止
８月 マニラ駐在員事務所廃止

あさひファイナンス（グアム）解散
１１月 ラブアン支店・クアラルンプール出張所廃止

クアラルンプール駐在員事務所廃止
あさひファイナンス（英国）解散

１２月 ソウル支店廃止
平成１４年１月 加州あさひ銀行解散

シンガポール支店廃止・駐在員事務所設置
２月 オランダあさひ銀行解散

シドニー支店廃止
ロンドン支店廃止・駐在員事務所設置

３月 香港支店廃止・駐在員事務所設置
あさひプリファードセキュリティーズ（ケイマン）設置
ドイツあさひ銀行解散
上海支店廃止・駐在員事務所設置
ニューヨーク支店廃止・駐在員事務所設置

６月 北京駐在員事務所廃止
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銀行法施行規則等による開示項目

組織･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････７８

大株主の状況･･････････････････････････････････････････････････････････････････６６

役員一覧 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････７９

店舗一覧 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････８０

主要な業務の内容 ･･･････････････････････････････････････････････････････････３８

営業の概況･････････････････････････････････････････････････････････････････････１２

主要な経営指標の推移･････････････････････････････････････････････････････４７

資本金及び発行済株式総数･･････････････････････････････････････････････４７

純資産額 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････４７

単体自己資本比率 ･･･････････････････････････････････････････････････････････４７

従業員数･･･････････････････････････････････････････････････････････････････４７、６６

業務粗利益及び業務粗利益率･･･････････････････････････････････････････５４

部門別損益の内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････５４

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等･････････････････････････５５

受取利息及び支払利息の増減･･･････････････････････････････････････････５６

利益率････････････････････････････････････････････････････････････････････････････６５

預金科目別残高･･･････････････････････････････････････････････････････････････５９

固定金利定期預金、変動自由金利定期預金、

その他区分ごとの定期預金の残存期間別残高 ････････････････････５９

貸出金科目別残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････････６０

固定金利、変動金利の区分ごとの

貸出金残存期間別残高･････････････････････････････････････････････････････６０

貸出金担保別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････６０

支払承諾見返額･･･････････････････････････････････････････････････････････････６０

貸出金使途別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････６１

貸出金業種別内訳 ･･･････････････････････････････････････････････････････････６１

中小企業向貸出･･･････････････････････････････････････････････････････････････６１

特定海外債権残高 ･･･････････････････････････････････････････････････････････６２

預貸率････････････････････････････････････････････････････････････････････････････６５

商品有価証券売買高････････････････････････････････････････････････････････６３

有価証券の種類別の残存期間別残高･････････････････････････････････６３
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